
△豊菫ユ羞策雀塾重.画200901麗要
現行計画 (平成 16年 12月 策定 )
在留資格「興行」に係る上陸許可基準の見直し、人身売買罪の創設、取締りの徹底、被害者への在留特別許可の付与を可能とする入管法の改正
等各種施策を着実に実施 ⇒ 我が国の人身取引対策は大きく前進 (人身取引事犯の減少、適切な被害者保護等)

国内情勢
被害者の在留資格について、「日本人の配偶者等」の割合が増加
するなど、人身取引手口が巧妙化・潜在化しているとの指摘

国際的な関心の高さ

国連特別報告者の見解
「日本が多くの人身取引被害者の目的地国となっている」

人身取引の実態把握の徹底

鸞

(1)潜在的被害者の入国防止
○ 出入国管理の強化
○ 偽変造文書対策の強化

(2)在留管理の徹底を通じた人身取引の防止
○ 厳格な在留管理による偽装滞在・不法滞在を伴う人身取引事犯
の防止

○ 不法就労対策を通じた人身取引の防止 (※ )
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(1)被害者の認知
○ 潜在的被書者に対する被害者保護施策の周知

○ 取締り過程における被害者の発見 (※ )

(2)被害者保護の徹底
○ 被害者としての立場への配慮

○ 被害者の法的地位の安定

(3)シェルターの提供と支援
○ 婦人相談所における母国語による通訳サービス

○ 被害者に対する法的援助に関する周知等

(4)被害者保護施策の更なる充実
○ 中長期的な保護施策に関する検討等

○ 男性被害者等の保護施策に関する検討

(5)帰国支援の推進
O被 害者のり帯国に際しての安全確認の実施

2人 身取 引の撲滅
(1)取締りの徹底
○ 人身取引事犯の取締りの徹底
○ 売春事犯等の取締りの徹底
○ 児童の性的搾取に対する厳正な対応
○ 悪質な雇用主、ブローカー等の取締りの徹底 (※ )
(2)国境を越えた犯罪の取締り
○ 外国関係機関との連携強化
○ 国際捜査共助の充実化

4人 身取 引対策 の総 合 的 口包 括 的推進 のため の基 盤 整備
(1)国際的取組への参画
○ 人身取引議定書の締結
(2)国民等の理解と協力の確保
○ 人身取引に関連する行為を規制する法令の連守の促進等
○ 性的搾取の需要側への啓発

(3)人身取引対策の推進体制の強化
○ 関係行政機関職員の知識・意識の向上

○ 関係行政機関の連携強化・1.青報交換の推進

○ 外国人施策の推進・検討のための枠組みとの連携

（踏
羊
主
）

注:赤字は、新規に講ずる施策。※については、現行計画にも盛り込まれているが、内容の見直しを行つたもの。
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児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱新旧対照表 (案 )

新 l日

判t

児童虐待・DV対策等総合支援 事業費国庫補助企交イJ要綱

(通 則 )

1 児童虐待・ I)V対策等総合支援事:業 費国庫補助金については、 1算の範囲内において交
付する1)の とし、補助金等に係る 予算の執行の適正化に関する法律 (日

“

和 30年法律第 179

号)、 補助企等に係る 予算の執行の適工化に渕する法律施行令 (昭和 30年政令第 255号 .

以 ド「適正化法施行令 Jと い う。)及び厚生労働省 |りi管補助金等交付規則 (平成 12年
厚生省

労働省 
令第 6号 )の 規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。

(交付の目的 )

2 この補助金は、別表の第 1欄に掲げる児童虐待防止対策牛支援 事:業及びDV・ 女性保護
対策等支援事業の実施に要する経費に対し補助金を交付 し、モ)つ て地域における児童虐待

・DV対策等の 層の普及促進を図ることを日的とする。

(交付の対象 )

3 この補助金は次の事:業 を対象とする。

)児童虐待防 I卜対策等支援 事業
ア 平成 17年 5月 2日 雇児発γ」0502001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知
の別紙 「児童虐待防 |に 対策支援事i業実施要綱 |に 基づき、欄

`道
府県、指定都「if及 び

児童村談所設置 1子が行 う児童虐待防 :に対策支援事業

イ 平成 17年 3月 28日 雇児発第 0328006号 厚生労働省雇用均等・児童家庭局k通 知
の別紙 |ひきこt,り 等児童福祉対策事業実施要綱 |に基づき、都道府県、指定都 lj及

び児童れ1談所設置 iが 行 うひきこ t,り 等児童福祉対策事業

ウ 児童家庭支援センター運営等事業
(ア )平成 10年 5月 18H児 発第 397号 厚生省児童家庭局長通力Iの 別紙 1「児童家庭
支援センター設置運営要綱 |に 基づき、都道府県、指定都 lj及び児童相談所設置市

が行 う児童家庭支援センター運営事:業

(イ )平成 lo年 5月 181]児 発第 397号厚生省児童家庭局長通知の別紙 2「 退所児童

紙

児童虐待・ I)V対策等総合支lt事:業 費国
"「

補助金交イJ要綱

(通則 )

1 り占童IL待・ I)V対策等総合支援 ホ:業費国 1革補助企については、 予算の範囲内において交
イ1す る ()の とし、補助金等に係る 予算の.t行 の適 II:化 に関する法律 (日召和 30年法律第 179

号)、 補助金等に係る 予算の執行の適 ll:化に関する法律施行令 (昭和 30年政令第 255号 .

以 卜 1適正化法施行令 |と い う.)及 び厚生労働省所管補助金等交付規則 (平成 12年
厚生省

労llll省  
令第 6号 )の規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる.

(交付の目的 )

2 この補助金は、別表の第 1欄 に掲げる児童虐待防 lに対策等支援事:業及びDV・ 女性保護
対策等支援事:業 の実施に要する経費に対し補助金を交付 し、 1)っ て地域における児童虐待

・ I〕 V対策等の 層の普及促進を図ることを目的とする.

(交イ1の対象)

3 この補助企は次の事:業 を対象とする.

)児童虐待防 l卜対策等支援事:業

ア 平成 17年 5月 2日 雇児発第 0502001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知|
の別紙 「児童虐待防 |卜 対策支援 事業実施要綱Jに 基づき、都道府県、指定都 ||,及 び
児童村1談所設置 Iliが行 う児童虐待防 L対策支援事業

イ 平成 17年 3月 28日 雇児発第 0328006号 厚生労lEh省 雇用均等・児童家庭局長通知
の別紙 「ひきこ 1)り 等児童福祉対策事業実施要綱Jに 基づき、都道府県、指定都市及
び児童相談所設置 |」が行 うひきこ t)り 等児童福祉対策事業

ウ 児童家庭支援センター運営等事業
(ア )平成 10年 5月 18日 児発第 397号厚生省児童家庭局長通知の別紙 1「 児童家庭
支援センター設置運営要綱Jに 基づき、都道府県、指定都 |lf及 び児童相談所設置 li
が行 う児童家庭支援センター運営事業

(イ )平成 10年 5月 18日 児発第 397号厚生省児童家庭局長通力1の別紙 2「退所児童 （壽
羊
ｔ
）
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新 1日

等アフターケア事:業実施要綱 |に 基づき、欄S道府県、指定都 lj及 び児童相談所設 1霞

市が行 う退所児童等アフターーケアカ業

平成 20年 4月 1日 雇児発第 0401011号 厚生労働省雇用均等・児童家庭局 1を通知|の
別紙 1嘔親支援機関事業実施要綱 Jに 基づき、都道府県、指定湖

`j及
び児童れ1談 Pl設

置市が行 う里親支援機関事業

オ 平成 21年 3月 311]雇児発第 0331014号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知l
の別紙 1基幹的職員研修事業実施要綱Jに l■ づき、都道府県、指定都 lf及び児童相談

所設置市が行 う来幹的職員研修事業

力 平成 19年 4月 23「 1雇 児発第 0423005号 厚イL労働省雇用均等・りこ童家庭局長 l ll知 |

の別紙 「身元保証人確保対策事業実施要綱Jに 基づき、都道府県、指定都 |∫、中核 lj

及び児童相談所設置 |∫が行 う身元保証人確保対策事:業

キ 平成 19年 4月 2311雇 児発第 0423005号 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長llh力 |

の別紙 「身元保証人確保対策 事:業 実施要綱Jに 基づき、 lf及 び福祉喘:務所を設置する

町村が行 う身元保 lT人 確保対策 tl業 (母 F生活支援施設分に根る_)に 対 して襴S道 府

県が補助するヤ業

(2)DV・ 女性保護対策等支援 事:業
ア 昭和 38年 3月 19日 厚生省発社第 34号厚生事:務 次官通知|「 婦人保護齢:業 の実施要
領についてJの 第四の 5に 基づき、都道府県、指定都 lj、 中核 |∫及び ljが 行 う帰人‖|

談員活動強化事:業

イ 売春防 |11活 動・DV対策機能強化事:業

(ア )昭和 38年 3月 19日 厚生省発社第 34号厚生手:務 次官通知|「婦人保護車:業 の実施
要領についてJの 第 lLlの 1の (2)及 び同 3の (2)の アに来づき都道府県が行 う
婦人保護事業に係る啓発活動事業

(イ )平成 3年 6月 12日 社生第 8o号 厚生省社会局長通力lの別紙 f婦人保護施設 i量所者
自立生 7F援助事業実施要領Jに 基づき都道府県が行 う婦人保護施設退Pl者 自 たヾ生活

援助事:業

(ウ )平成 22年 3月 29「 1雇 児発 o329第 10号 厚4i tt lll省 雇用均等・児童家庭局長通
知の別紙 1休 日夜問電話相談喘:業及び法的対応機能強化」業実 llL要 綱 |の 1に llづ

き、都 i重府県が行 う体 日夜問電話‖談与:業

(工 )平成 14年 5月 30H雇 児発第 0530006号 1亨 ′li労働省lF用 均等・ lL童 家庭局J(通
力の別紙 [配 偶者からの暴力被害女性保護支援ネ ノトワ~ク

“

業及びInt LJ tt PЧ イ‖修

事:業実施要綱 |の 1に
'こ

づき都道唯「県が行う配 lTl者 か′)′ )暴 ノJ被害者{ht護 支援ネ ン

トワーク事業

等アフターケア♯業実施要綱Jに基づき、都道府県、指定都 IJ及 び児童相談所設 |ど
市が行 う退所児童等アフターケア事業

工 平成 20年 4月 11]雇 児発第 0401011号厚生労働省雇用均等・りこ童家庭局長通力の
別紙 I FF親 支援機 判手:業 実施要綱 Jに 基づき、都道府県、In~定 都 |lj及 び児童‖1談所設

置 iが 行う里親支援機関事:業

オ 平成 21年 3月 31日 雇児発第 0331014号厚生労働省雇用均等・児童家庭卜t長 通知
の別紙 1来幹的職員研修ホ:業 実施要綱Jに 基づき、都 i重府県、指定濁S lf及び児童湘1談

所設置 ljが 行 うll幹的職員研修車:業

力 平成 19年 4月 23日 雇児発第 0423005号 厚生労 lll」省雇用均等・児童家庭局長iFl気 l
の別紙 「身元保証 人確保対策事:業 実施要綱Jに

'Iに

づき、都道府県、指定都市、 |1核 市

及び児童利談,T設 置市が行 う身元保証人確保対策事:業

キ 平成 11)年 4月 23日 雇児発第 0423005号 厚 Ji労 働省雇用均等・児童家庭局長通知l
σD別紙 「身元保証人確保対策事:業 実施要綱 |に 1ヽ づき、 lf及び福祉 事務所を設置する

町村が行 う身元保証人確保対策 事:業 (母 了生活支援施設分に限る.)1■ 対 して都道府

県が補助する事業

(2)I)V・ 女性保護対策等支援事:業

ア 昭和 38年 3月 19‖ 厚生省発社第 34号厚生事:務 次官通力|1婦 人保護 `=業 の実施要
領についてJの 第 PЧ の 5に 基づき、都 ,■ 府県、指定欄∫lj、  |1核 市及び |IJが 行 う婦人有
談員活動強化事業

イ 売春防「活動・ DV対策機能強化幸:業

(ア )昭 和 38年 3月 191i厚 生省発社第 34号厚生事:務次官通力|「 婦人保護事:業の実施
要領について |の 第四の 1の (2)及 び 司3の (2)の アに基づき都道府県が行 う
婦人保護事業に係る啓発活動事:業

(イ )平成 3年 6月 12同 社生第 80号厚生省社会局長通知の別紙 「婦人保護施設lLK所者
自立生活援助事:業実施要領 |に 基づき襴

`道
府県が行 う|.l人 保護施設退所者自立生活

援助喘:業

(ウ )平成 22年 3月 29口 ,に 児発 0329第 10号 1享 41労働省雇用均等・児童家 177Tプロ,長 ll

知の別紙 1休「l夜‖l電話‖談ウ:業 及び法的対応機能強化十:41実施要綱Jの 1に 基づ

き、4`ll府 県が行 う体 ll夜 ‖1電話‖1談 事:上

(工 )平 成 1■ 年 5月 3011鷹 児発第 0530006号厚 4i労 働省雇用均等・児童家庭た,11(通
知の別紙 1配 l rl者 か′,の スノブ被告女性保護支援 ネットワーーク事:業及びllpl員 専ll lイ

'「

修

事業実施要綱 |。 )1に 基づき拓;li l府 県が行 う配イト1者 からの暴ノリ被害者保 i隻 支援ネッ

トワーク争業
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(オ )平成 14年 5月 30H雇 児発第 0530006号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通
知|の 別紙 「配偶者からの暴力被害女性保護支援ネットワーク十:業 及び職Ц専門イ

'「

修

事業実施要綱Jの 2に 基づき都 il府 県が行 う配偶者からの暴力村談担当職員研修十:

業

(力 )平成 21年 4月 611雇 り」発第 0406002号 lE生 労働省雇用均等・児童家庭局1=通 カ
1人身 III引 被害者及び外国人 DV被害者を支援する専門通訳者養成樹F修 事業の実施
について ]に 基づき711道 府県が行う専PH通訳者養成研修事業

(キ )平成 22年 3月 2 9 Fl雇児発 0329第 10号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通
知の別紙 1休 日夜間電話相談事業及び法的対応機能強化事業実施要綱 Jの 2に 基づ

き、都道府県が行 う法的対応機能強化事:業

(交付額の算定方法 )

4 この補助金の交付額は、別表の第 1欄に定めるい1分 ごとに、次により算出された額の合
計額とする。

(1)3の (1)の キ以外の事業
ア 別表の第 2欄 の各種目ごとに、第 3欄 に定める基準額 と第 4欄 に定める対象経費の実
支出額 とを比較 して少ない方の額 と、総事:業 費から寄付金その他の収人額を控除 した額

とを比較して少ない方の額を選定する。

イ アにより選定された額に第 5欄 に定める補助率を乗 じて得た額を交付額 とする。ただ
し、交付411に 1,000円 未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる()の とする。

(2)3の (1)の キの事業
(1)の アに準じて選定された額に 4分の 3を 乗 じて得た額の合計額と、都道府県が
補助 した額の合計額とを比較 して少ない方の額に第 5欄 に定める補助率を乗じて得た額

を交付額とする。ただし、交付額に 1,000円 未満の端数が生じた場合には、これを切 り

捨てるものとする。

(以 ド略 )

(オ )平成 14年 5月 30‖ 雇り己発第 o530006別事4:労働省雇用均等・児童家庭 ln」長通
知の別紙 「配 lTl者 からの暴ノJ被害女性保護支援ネットワーク市:業 及び職員専門研修

事:業 実施要綱 |び)2に 基づき都 1迫府県が行 う配偶者からの暴力‖1談 IF当 職員研修事:

莱

(力 )平成 21イ |'4月 6日 雇児発第 0406002号厚生労働省雇用均等・児童家庭 l.J IK通 知
1人身取引被害者及び外LI tt DV被 害者を支援する専門通訳者養成OF修 事業の実施

についてJに
'1に

づき都 ,こ府県が行 う専 PI通訳者養成研修事:業

(キ )1■成 22年 3月 29日 雇児発 o329第 10号 70生 労 lllJ省 雇用均等・児童家庭局長通
知の別紙 1休 日夜間電話和談事え及び法的対応機能強化事●_実施要綱Jσ )2に 基づ

き、都道府県が行 う法的対応機能強化事業

(交付額の算定方法)

この補助金の交イ寸額は、別表の第 1欄 に定めるい:分 ごとに、次により算出された額の合

計額とする。ただし、算出されたメ:分 ごとの合計額に 1,000円 未満の端数が生 じた場合に

は、これを切 り捨てる 1)の とする

1)3の (1)の キ以外の事業
ア 別表の第 2欄 の各種日ごとに、第 3欄 に定めるlt準額 と第 4欄 に定める対象経費の実
支出額 とを比較して少ない方の額 と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除 した額

とを比較して少ない方の額を選定する.

イ アにより選定された額に第 5欄 に定める補助率を乗 じて得た額を交付額 とする。

(2)3の (1)の キの事業
(1)の アに準 じて選定された額に 4分の 3を乗 じて得た額の合計額 と、都道府県が
補助 した額の合計額 とを比較 して少ない方の額に第 5欄に定める補助率を乗 じて得た額

を交付額とする。

(以 ド略 )



l対 象経 費 1対 象経 マヤ

児章虐
待防 |:

対策等
支lt事
業

児章1■

待方 L

対策支

妥事業

児章lL

i寺 1方 L

対策等

!章虐

待防「
対策 支

l● 事 業

次により算出された額の合計額

協力体制整備事業 (主イ1児童委員等
'「

修 )

l Fl・ 道府県 (指定都市又は児童相談所設置市)

325 000「1

児量11イ寺坊「対

策支援事業に必要
な報酬、旅費、需
用費 (lH耗品費、
教材費、印吊1製本

費、会議費、光熱

水費)、 賃金、備
品購入 rt、 役務 Fr
(通信運搬費)、 報
償費、委託||、 イt用
*1及 てヽ賃1キ ll

支援事
業

kに より算出された額の合言1額

協力体 llttil事 業 (主任児童委員等石1修 )

1都 道府県 (指定都市又は児童相談所設 Fl市 )当 たり

325,0001]l

カウンセリング強化事業 (複数実施口「ll)

児童相談所1か所
｀
%た り

・カウンセ リング促進事業

706.00011]

・家族療法 1「業

1,991,000「 il

・ファ ミリー グループカンファ レンス事業

3609,000円

・宿泊
'lЦ
事業

4,355,000円

医療的機能強化事業

1都道府 県 (指定都 市又は児童相談所設置市)当 た り

2.108,000円

法的対応機能強化事業

児童相 1淡所 1か所 当た り

558,000円

スー パー バイ ズ 。権利擁護機能強化事業

児童相談所 1か所 当た り

511,00011

専
‖IJJ会 化事業

1都道府 県 (指定都市又li児 章相談所設置市)当 た り

250,000円

児童lL待防 1卜対
策支援事業に必要
な報酬、旅 ll、 需
用費 (消耗nR費、
教材費、印刷製本
貴、会議費、光熱

水費)、 賃金、備
品購入安、役務費
(通信運搬費)、 報
償費、委託料、使用
料及び賃l‐料

当た り

Ｎ
∞
「

カ ウンセ リン グ強化事業

児 童相談所 1か所 当た り

カ ウンセ リン グlt進事業

706,000円

家族療法事 業

た施 可能 )

1,991,000円

ファ ミリー グループカンファレンス事業

3,609,000円

宿泊型事業

4,355,000円

医療的機能強化 事業

1都道府 県 (指 定都 市又は児童相 談所設置市)当 た り

2109.0001]1

法的対応機能強化事業

児童相談所 1か所 当た り

558,000円

スー六― バィズ・権利擁護機能強化 事業

児改相談所 1か所 当た り

511,000円

専世l性強化事業

1都道府 県 (指 定都 市 又はり∴凝相談所設置市)当 た り

250000円



7  時保護機能強化事業

児 改相談所 1か所 当た り

1,640,000円  × 実施事業数 (配 置協力員種 T」 l数 )

8 市nl村及び民‖lF■ 体 との連携強化事業

(複数実施 可IIC)

・ 市町本」及び 要保護 児童対策地域協議会 のヽ 支l●

児童相談所 1か所 当た り

3.342,000円

・民間団体活動推進 事業

1都道府 県 (指 定都 市又は児童相談所設置市)当 た り

962,000円

・ 民出1岡 llN育 成事 業

1都道府 県 (指定都 市又は児童相談所設置市)当 た り

1,253,000P]

9  24H寺 ‖l・ 365111本 li」 Jifヒ 事業

り[1凝相 談所 1か所 当た り

5,619.000円

10 児童福祉 司任 lll資格取得のための石り「修 (講習 会)等

l Fll慧 府県 (指定都市又はり己章相談所設置市)当 たり

698 0001il

H 評価・検証委it会 設置lL進事業
1都首り′ザ県 (指定拘;市 又は児童相談所設置市)当 たり

992,000「 T]

12 保護者指導支援事業

1都道府県 (指定都市又It児改相談所1設置 li)当 たり

4,800,000円

7  時イ呆護 |・I能 強化 事業

児 童相談所 1カ J折 当た り

1,610,000円  × 実施事業数 (配 置協 力員種ワ1数 )

8 1i町 村及び lt‖ |IЛ 体 との連携強化事業

(複数実 lll口 ∫能 )

・ 1ド H「ホ1及 び要保護 児章対策 l lj域協議会′ヽの支l●

児童相談所 1か所 当た り

3,312.000円

・ lt出 1月 体活 fllttlt事 業

1都 道府 県 (指定都市 又は児童相談所設置市)当 た り

962,000円

・ 1(問団体育成事業

l椰
`;ill県

(指定 rl市 又は児章相談所設置市)当 た り

1,253,000円

9 24時 ‖|・ 365‖ 体‖刊強化 事業

児章相談 1丁「 1か所 当た り

5,637,00011〕

10 児章福祉 司イ千:用 資格取得のための研修 (言 iF習 会)等

1都 i首府 県 (指 定都 市又は児董相談所設置市)当 た り

691,000円

H 言「仙i・ 検証委員会 1支 置促進事業

1都 ilイ∫県 (指 定‖
`市

ては

'11章

相談所設置市)当 た り

992,000「 ]

12 イ呆護 者指導 支援 事:業

1都 道ll県 (指 定都市 ては児 竜相談 IT設 置市)当 た り

5,000.000円

Ｎ
∞
∞

ひきこ kl[た り算 |||さ れ た額の合 FI額

1 ふれ あい心の友訪 間l● 助 ・ルt護 者交流事業

1都道府 県 (1旨定都市又liりこ童相談所設置市)当 ナ

615,680円

(ふれ あい心の友 .ll間 援助事業を実施す る場 合 )

●メンタルフレンド活fllピセ

.l間 111当 たり 2.855円

②事業実施甫1研修会費 169,000円

0活 fll検 討会

1口 当たり 30,000円

ひきこt,り 等児
童福社対策事業に
必要な報酬、給
本|、 賃金、報償
費、旅費、需用費
(1肖 卜[`占 せし、「 l昴 J
製本費、燃料費、
光熱水・・)、 役務
費 (通信運搬費)、
委言研 1、 備nn購入

費、扶lll」 費

き こ

t,り 等
次によりtヽ 出された宵1の 合FI額

1 ふオtル )い心の友ξ方‖l援助・保護者交流事業

l ll・道ll l県 (指定都市又は児章相談所設置市)当 ′

615,680円

(ふれあい心の友I方 |‖援1カ 事業を実施する場合,

|)メ ンタルフレンド活動費

訪円1‖ 当たり 1.815]

②事業実施ハ|■「修会費 171.800円

0活 flllr討 会

1日 1当 たり 33,000円

てヽきit)り 等児
t,り 等
児童福
れL対策
事業

り[t竜福

祉文1策

事業

章福祉対策事業 lr

要な報酬、給
、賃金、報饉
t、 旅費、需サ月費
(消本色ハ占Jを、「ヨ]fil
本士 燃 料 ll i
光熱水・・r)、 役務
イ,(j信運搬費)、
委託||、 備品購入
ピ1、 扶Hl」 費



Ｎ
∞
Φ

新 1日

ひきこt,り 等児童l.7白等指導事業

①宿泊指導

児童1人 当たり‖額 3,570円

②通所指導

児童 1人当たり‖額 2,1001]

ひきこもり等児章福祉教育連絡会議Jセ

1口 1当 たり 12.200円

ただし、「ひきこ

もり等児童福社対
策事業の実施につ

いて1(平成 1711
3月 28H雇児発第
0328006り l」 生労
llll省雇りll均 等・りこ
市家|を力)長 j知 )

に定ダ)ろ保護者の

負IIn相 当額を除
く、

2 ひきこt,り 等児童宿泊等指導事業

●宿泊指導

児章 1人 当たり日額 3.570円

0通 ,F指導

児童1人 当たりH灯1 2,100円

3 ひきこt)り 等児章福祉教育連絡会議費
1卜 1当 たり 12200円

ただし、「ひきこ

もり等児童福祉対
策事業の実施につ
いて」 (｀

「
成17年

3月 28日 雇児
y.第

3328006号 l‐ 41労

l■l ll雇用均等・児
章家庭11)長 通■)
に定める保護者の

負ll相 当額を除
く̀

児 章家

庭 支援

セ ン

ター運

営等事

業

次により算出された額の合計額

1

`〕

児童家庭支援センター運営事業

運営費

1か所当たり

心lT療法等を担当する職員か常動の場合

イ
|:苦 1 12,695,000]|

心
'H療
法等を担当する職員が非常勤の場合

イil出 1   9,281,000「〕

(年 1芝途中の開始、又は(I11等の場合)

心理療法等をキ1当する職員が常勤の場 f)

月711 1,057,000円

心理療法等を担111ろ 職員が非常勤の場合

月額  773,000円

(1月 未満の場合は 1月 とする)

初度調弁費

1カ ワヽ〒当たり 420,000円

送所児章等アフターケア事業

運営でt

lか所当たり

7,186,000[|

(11度途中の開始、又ri中 i等の場合)

月額  598,000円

②

児童家庭支援セ
ンター運営事業に
必要な給 ll、 職員

「
当等、共済費、
旅費、需用費 (食

糧費、印刷製本

ゴを、 キ肖1色占占貴)、
役務費 (「数

ll)、 報償費、報
酬 等

i基所りll章等アフ

ダーケア事業に必
要な報剛|、 給||、
職 il千 当等、共済
Jセ、報償費、賃
金、旅マセ、需‖〕ビt
(キギ||[ll p費 、「 ||]1

製本費 食糧費、
光熱水費)、 役務
マヤ (jj信 運搬
費)、 委託料、使
用料及び賃什本1、
備.n購入費

1 /2

1 /2

児童家

庭支援

セン

ター渾

言等事

業

次により算出された額の合言1額

1 児童家庭支援ヤンター運営事業

〔])運営費

1か所当たり

心理療法等を担当する職員が常勤 ll場 合

イ
11は l 12.695,000円

心理療法等を中1当 する職員が非11勤の場合

イ:|11 9,281,000111

(年度途 [IIのけH始 、又は中 1等の場合)

心理療法等を11当する職11が常勤の場合

月額 1,057,000円

心J・f療法等を‖1当 する職員が非常勤の場合

月額  773,0001り

(1月 未満の場合は 1月 とする)

② 初度 .l・1弁 rlr

lか所当たり 420,000円

lFN所 児市等アフ ター ケア事 業

輝営費

1か所 当オiり

7.18(,,000111

(イ
il支 途中の開始、 又は中 1等 の場 合 )

サ1額   598.000111

児置家llr支援セ
ンター運営事業に

必要な給料、職員

「
当等、共済費、
旅費、需用費 (食
糧費、印刷製本
費、消tt品費)、
役務費 (「教
11)、 報償貴、報
馴 等

退所児童等アフ

ターケア事業に必
要な報酬、給 ll、
職員
「
当等、共済

費、報償Jを、賃
金、旅イヤ、需用費
(IFl本 色ハ古イ1、「 」昴1
製本費 食糧ゼセ、
光熱水イリ 、役務

費 (1■信運搬

lta)、  委託料 、使
用 |1及び賃

lL料
、

‖品∴購 入費

1/2

1/2



Ю
Ｏ
Ｏ

新 1日

里親支

援機 1翅

事業

次によ り算出 された額 の 合言1額

里規制度普及促 IIF事業

1都道府 県 (指 定都 市 又は児童相談所設置 市 )

3、 993.000円

里親委託推進・ 支援 等事業

1か所 当た り

7,492,000円

里親支援機 Ч事
業に必、要な賃金、
報酬、報償費、旅
費、需用費 (,肖 オ毛

「n安、印刷製本

費)、 役務費 (通

信運搬ft)、 委言〔

料、使用料及び賃
l■ ||

/2

当た り

肖」γト Hl除 削除

ll親 支

援機 関

事業

次に よ り算出 された額の 合計額

1 里親 lll度 普及 l LlfF事 業

1都 道府 県 (指 定 /111ド 又は児童IB談所設置市)当 た り

3,963,000円

2 里親委託推進 ・ 支援等事業

1か所 当た り

7,424,000円

Jl親 支l●機 場事

業に老、要な賃金、

報酬、報償費、旅

費、需用費 (消耗
品費、日

'刷
製本

費)、 役務費 (通

信運搬費)、 委託

料、使用料及び賃

借料

1/2

(経過措 置分 )里親支援事業

次によ り算出 され た額 の 合言1額

1 基礎研修

1靴蒲‖F県 (指 lT獅
`市

マrtり「議相談 Ph言り置 Fh)当 な り

里親支援事業に

必 要な報酬 、賃

金、報償費、旅

費、需 lll費 (消耗

1/3

品費、日1刷製本

費) 役務 費 (通

512,000門

柳

1都道府県 (指定都市又は児童相談所設置市)当 たり

信運搬 費 )、 委託

料  使 用料及び賃
借 料

1.312.000円

…

事業

1都道府県 (指 定都 市又は児童相談所設置 市)当 た り

924,0001]

4 里親 養育援助事業

1都道府県 (指 定都 市 又は児童相談所設置 市)当 た り

8435.000円

5_里親養育相互送塾皇業
1か所当たり

510.000円

削除 睡 肖」除 (経渦措置分)■l親委託推llE事業

坦童狙遼正 1か所当たり

4,315,000円

里親委託推進事

に スがた報酬
1/2



Ｎ
〇
一

新 1日

基幹的

職 員 l ll

修事業

次にてたり算出した額の合言1額

1都 j■府県 (指定都市、児童相1談所「☆置t市)当 たり

…

ll i4的職員●1修事
業に必要な報償
イ:、 旅費、需‖l費
(印刷製木費)、
l■用料及び賃l‐
料 賃金、委「[||

1/2 基幹的

lll員イリ「

修 事業

次に にり算出 した符iの 合言1額

1都 ;詢付県 (指 11都「lj、 りt:章相談 llll設 ‖ li)・ 1た り

171.0001[]

基幹的 lr l員研修事

業に必要な .l償

イt、 ll費 、需ハ1,そ
(印吊1製木イt)、
使用|1及 び賃l‐
||、 賃金 委:げ 1

1/2

身 元保

F正 人確

保対策

事業
就 IHl時 の身 元保証

施設退所児童等の保険対象者 1人 当 /

10560円

賃貸住宅等の賃借時の連‖保証

施設 ittl F児 章等の保険対象者 1人 当た り

19152円

身元保 ]「 人確保
対策事業に必要な
役務費(保険料 )

1/2

市及ひ

福祉事

務所を

言11置づ

る日Jホ l

/1｀行う

事業に

対して

都道府

県が補

助する

場合

2/3

身 元保

証 人確

保 対策

事業

次に よ り算出 された額の 合計術:

就職 時の身 元保証

施設退所 児童等の保険対 象者 1人 当た り

10,5601rl

賃貸住宅等の賃 (卜時υ〉連 |‖告ti正

施設退所 り∴章等の保険対象 者 1人 :し た り

19152円

身元(‖証人個 l
対策事業に必要な
役務費(保険料)

1/2

市及ひ

福祉事

務所を

設置す

る日J村

が行う

事業に

対して

都道イヤ

県が補

■l」する

場合

2//3

DV・
女性保
護対策
等支援
事業

相

活

化

人

員

強

事業

次により算出された額の合言1額

1 '1人相談員活動強化対策費

(1)婦人相談員手当

厚生労働大臣がZ、要と認めた,1人相談員の数の範

囲内における各月現員延数に酬 を乗じて算

定した額.,

ただし、婦人相談員を月の中途においてイ千免したとき

は、 1記該当額を限度として都道府県条例又は市条
"|

等に定める給与方法により算定した額とすること。

(2)婦人相談員活動費

厚生労働大臣が必要と認めた名1人相談員の数に都

道府県においては年額 58, 000円 を、指定都市、中核

婦人相談員活
動強化対策費のた
めに必要な報酬
(妬 :人相談員手当
についての歳出 ル
算の節を給料又は

賃金としている場
合は、それぞれ給
料又は賃金とす
る`)、 旅費、需
用費 (消耗.II安 、
食糧費、印刷製本
費)、 役務費 (通
信運搬費)、 扶助費

5/10 I)V・

女性保
護対策
等支援
事業

婦人相

談員活

lllJl化

事業

次に よ り算出 され た額の 合言1額

1 婦人相談員活動強化対策費

(1)婦 人相談員
「
当

厚生労働大臣が必、要と認めた婦人相談員の数の範

囲内における各月現員延数に107.000円 を乗じて算

定した額。

ただし、11人相談員を月の中j会においてfl免 したとき

は、 L記該当額を限度として都道府県条例又は市条例

等に定める給与方法により算定した額とすること。

(2)婦 人相談員7舌 Ell費

)単牛労働大臣が必要と認めた11人相談員の数に都

道府県においては年額 58.000円 を、指定都市、中核

婦人相談員活
動強化対策費のた
めに必要な報酬
(婦人相談員手当
についての歳出 i
算の節を給料又は

賃金としている場
合は、それぞれ給
料又は賃金とす
る。)、 旅費、需
用費 (消耗品Fr、
食糧費、日

'刷
製本

費)、 役務費(通
信運搬費)、 扶助イセ

5/10



市、児竜相談所設置市及び市においては年額49, 00

0円 を乗じて算定した額.

ただし、婦人相談員を年の中途においてイ千免したと

き 、 その在職期‖lが 6か月未満の場合は年額の 1/2
の額とすること.

市、児童相談所設置市及び市においては年61149, 00

()円 を乗じて算 l■ した額.

ただし、婦人相談員を年の中途において任免したと

き 、 その在職期い|が 6か月未満の場合は年額の 1/2
の額とすること.

売本防
lL7舌

Ell・ I)

V対策
書ヨな

業

次により算出された額の合言1額

売イヽ防 :活動推進等事業強化対策資

(1)1/・人保護啓発7舌 611事 業

A型 (東京・人1坂 )  年額 601,000円
I,■1(北海i■・埼 |:・ 神奈川・絲岡・受無・京都・兵庫

広島・福 4・ 長崎・沖縄)

売春防
|117舌

次により算出された額の合計額

売イヽ防 11活動推ltF等 事業強化対策費

(1)婦人f果護啓発活動事業

A′摯 (東京 。大阪)  年額 604,000円
Iン型 (lL海 11 埼「

・ lm奈川・静司・愛匈・京都・兵カ

広島・福司・長崎・ハ縄 )

11額  441,000円

(,′11(そ の他の県)  イ|:額 338,000円

(2)ム 1人保護施設退所者自立牛活援助事業

1施設当たり年符1 上59墜 000円 に10人 を超えた対

象者1人につき133,620円 を乗して加)卜 し、算定した

・・
rと すること.

配 (‖1者か ,ブ υ,暴力文l策機育L強化事業

(1)休 日夜1嗣 11「 1相 談事業

●)休 日電話相li・

9時～18時 (81寺 樹|た施)

月額 51,600 il

●休 1夜 ‖|‖
`分
実施

188キ～22時  サ1額  刹
18時 2ヽ0ロキ 月額 lL亜0旦

0平 ‖夜‖部分実施

18時 2ヽ2時  り1額  堅聾00旦

18時～20時  月額 2堕 1型]

・ I)

V対策
機能強
fヒ事業

Ｎ
Ｏ
Ｎ

(ツ 11(そ の他の県 )

年額  144,000円

午額  338,000円

(2)婦人保護施設選所者 1廿 立生活援助事北

1施設当たり年額 
…

に10人を超えた対

象者1人につき131.580円 を乗して珈1算 し、算定した

額とする
「
と

配lll者 からの暴力対策機育ヒ強化事業

(1)休 日夜‖l電話相談事業

(,休 日11話相談

9時～18時 (8時出1実施)

り1符1 55,200η

●体 f々 ‖‖
`分
実施

18't～ 22時  月額 27,600円
18時～20時  月額 13,800円

(〕平日夜‖|‖
`分
実施

18時 2ヽ2H寺  月額 19,300円
18時～20時  月額 29.6501]

婦人保護事業に

係る啓発7「 Ell事 業
を行うために必要
な報償費、需川 lr
(消 tLn「 費、食糧
費、印刷製本費、
光熱水費)、 備rn
購入費、委言針 l、
扶助費

丸

`人

保護 施設退

所者 自立生活援助

事業を行 うために

必要な報RII、 賃
金、旅費、需‖1費
(消未[品費、食椰
マを、日111製本
費)、 役務費(通
言運搬 費 )

名1人 |ヨ 談所で行

'休
日夜 樹lt il本 目

名1人保護事業に

係る啓発活動事業
を行うために必要
な報償費、需用費
(消 lt品費、食糧
費、印刷製本貴、
光熱水費)、 備n「

購入マセ、委託料、
扶助費

缶1人ll護施設退
所者自立■1活援lll」

事業を行うために
必要な報酬、賃
金、旅費、需用費
(消耗。。費、食糧
マセ、印刷製本
費)、 役務費(通

信運搬費)

丸1人 相談所で行

う(本 日夜 |‖ lit,千柏
事業を行 うため

る場 合は、それぞ

tttl lで 1賃 金と

事業 を行 うため
二必、要な報酬 (1ヽ

出 il)の節 を給 11
又li賃金 とし 〔い

に必.要 な報酬 (歳

出 ル算の節 を給||

ては賃金 と してい

る場 合は、それぞ

れ給お「又は賃金 と

する.)する.)



Ｎ
Ｏ
ω

(2)配 |ド 1名 か
',υ

)暴力彼害イ(力 tl護 支援ネットワーク

事業

イ|イ11  800 B00111

(3)配 伸1者 か「,げ ,暴 力lH談 担 当ll員‖「修事業

年額 83.5301]〕

(1)中 :‖ l FII訳者養成研修事業

年額 613.080円

(5)法的対lL機能強化事業

年額 713,960円

llL‖ 1者 か
',の
泰

力被害者‖t護 支援
ネットワ‐ク事業
11必 要なll竹費
旅イセ、需 |‖ 費 (消

|[品マt、 日‖1製本
マt)

配イド1者 か「,の 暴
力本目談担当職員″

'
1'「修に―必要な報・l

費、旅イを、需用費
(,尚 十色ハ古イヤ  「 1吊 J
製本費)、 使サ|サ 料
及び賃l‐ ||

専用通訳者養成
l ll修に必要な報償
費、旅費、需サ‖費
(,肖 十[品 費、「 1昴 J

製本 lr)、 役務ず:
(聯信i軍搬費)、
イt片 11卜及てヽ賃イ片
11、 賃金

l_t的対応機能強
化事業に必要なt/Pt

、報償安、旅

Fを、需用費 (消耗
品費、印吊ltt‐ 本
費)、 役務費 (通

信運搬費)

(2)配 ‖1者か r,″ ,暴 力被害 者保護支l● ネ ッ トワー ク

事 業

年客li 8()()8()(,Tl

(3)配 (世|とか r,の 暴力相談
「
l当 ll員‖「修事業

イ
|:客面 79,330PI

(1)専 |‖ 1通 .Pk者 養成 |‖修 事業

年額 630,000円

(5)法 的 対応機 lL強化事業

年額  713960円

配‖|をか′りの暴
力被害者保護支援
ネントワ ~`ク 事業
に必要な報/J費、
方7マセ 需用費 (lH
耗品費、日1刷製本
マ廿)

配イ‖1者 か r,の 暴
力相談担当ll員の

研修li必要な報償
費、旅J:、 需用費
(消托古占でセ、「 l晰 11

製本費)、 使用料
及び賃借料

専りl通訳者養成

'「

修に必要な報償
安、旅費、需用費
(消
=こ

ハ占費、「 1珊 1

製本費)、 役務費
(通信ir搬士)、

使用料及び賃l‐
料、賃金

法的対応機能強

化事業に必要な報
、報償費、旅

費、需用費 (消耗
費、日l昴1製本
費)、 役務費 (瀬

信運搬費)



児童扶養 手当給付費国庫負担金交付要綱 部改正新 1日対照表 (案 )

Ｎ
Ｏ
ヽ

改 正 後 現 行

児童扶養手当給付費国庫負担金交付要綱

ヽ
―
―
ノ

号
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次

児

務

中

い

日

宛
肥
』

０

矢

１

県

年

府

６。

道

和

者

昭

各

ｒ
ｌ
ｌ
ヽ

[改正経過 ]

第 1次 改正 [平 成 元年 4月 10日 厚 生省 発 児第 62号‐]
第 2次 改 正 [14成 12年 4月 19日 厚 生省 発児第 72号 ]
第 3次改正 [平成 14年 10月 1日厚生労働省発雇児第1001001号 ]
第 4次改正 [平成 15年3月 31日 厚生労働省発雇児第0331002号 ]
第 5次改正[平成 18年 3月 31日 厚生労働省発雇児第0331022別

第 6次改正 [平成 年 月 日厚生労働省発雇児第   号]

|´ 略

児童扶養手当給付費国庫負担金交付要綱

ヽ
―
―
ノ

ロ万
知

０

通

・５

官

第

次

児

務一中
日

宛
膨
』

０

矢

１

県

年

府

６。

道

和

者

昭

各

ｒ
ｌ
ｌ
ヽ

[改正経過 ]

第 1次 改 正 [平 成 元 年 4月 10日 厚 生省 発 児第 62号 ]
第 2次 改正 [平 成 12年 4月 19日 厚 生省発 児 第 72号 ]
第 3次改正 [ヽ 14成 14年 10月 1日厚生労働省発雇児第1001001号 ]
第4次改正 [平成 15年 3り131日 厚生労働省発雇児第0331002号 ]
第 5次改正 [14成 18年 3月 31日厚生労働省発雇児第0331022号 ]

略

（壽
羊
お
）



に

黙

様式第 1号-2号
略

様式第 2号―付表 1
略

株式第2号 ―付表2

所 要 額 算 定 基 礎

(記入注意〉

1「 全部支給者」及び「一部停止者」欄には、該当する受給者嵯 「加算額」欄には、言夕当する支給対象児童撤嗜それ

ぞれ記入す生 と。

2.「支出予定額」1間には、「延月人数」に手当月額(加算額た 舅たた額を記入す篠 と。

区   分
平成 年
1月末日
現 在 数

各支払期別支出予定額

計

4 月 月 月

延月人数 支出予定額 延月人数 支出予定額 延月人数 支出予定額 延月人撤 支出予定額

全部支給岩 人 人 円 人 円 人 円 人 円

一部停止者

加

算

額

2子加算

3子以降加算

合   計 // ′
/ /

椰
　
円
　
さ

様式第 1号-2号
略

様式第 2号―付表
略

様式第2号―付表2

lJ全部支結者」及び「一部停止者」1‖には、該当する受給者数を「カロ算額」1田には、該当する支給対象児童勤嗜それ

ぞれ記入す凄 と。

2.「支出予定額」1‖には、「延月人数」に手当月額(加宣額を 舅にた額を記入す社 と。

3このキは、管綸者別にそれぞれ作慮 ′、晴 総者 J欄の:夕当筒所卜OJコ むこと。

各支払期別支出予定額

(記入注意〉

295



ヒ

螺

様式第 3号-3号 一付表 1
略

様式第3号 ―付表2

所 要 額 算 定 基 礎

(記入注意)

1.「全部支綸者」及び「一部停止者」1間には、該当する受結者経「加算額」1間には、該当する支綸対象児童撤をそれ

ぞれ記入すよ と。

2.「支出予定額」1間には、「延月人数」に手当月額〈加算額た乗峡 額を記入す社 と。

様式第 3号―付表 3
略

区   分
平成 年
1月 末日

現 在 数

各支払期別支出予定額

計

4  月 8  月 12  月

延月人数 支出予定額 延月人数 支出予定額 延月人数 支出予定額 延月人数 支出予定額

全部支給者 人 人 円 人 円 人 円 人 円

一部停止者

加
算
額

2子加算

3子以降加算

合  計 /// // // /

さ
　
円
　
悠

様式第 3号-3号 ―付表
略

様式第3号 ―付表2

所 要 額 算 定

〈記入注意)

1.「全部支給者」及び「一部停止者」1間には、該当する受綸者動を「加算額」1閣には、言夕当する支総対象児童撤をそれ

ぞれ記入す社 と。

2.「 支出予定額J関には、「延月人数」に手当月額〈加算額を癖れた額を記入す柱 と。

3この表は、受総者別にそれぞれ作威し、暖 給者 Jイ闇の該当箇所をOJコ むこと。

様式第 3号一付表 3
略

各支払期別支出予定額

296



t

尽

様式第 4号-4号 一付表 1
略

様式第4号―付表2

〈記入注意〉

1「全部支給者」及び「一部停止者」1間には、該当する受結者轍を「加算額」1開には、該当する支給対象児童撤をそれ

ぞれ記入す生 と。

2.「支出予定額」1関には、「延月人数」に手当月額(加算額を乗した響港記入す柱 と。

区  分
4月～ 12月 1月～3月 計

延月人数 支出済額 延月人数 支出予定額 延月人数 支出予定額

全音口支給者
人 円 人 円 人 円

一部支総者

加

算

額

2子加寛

:子以降加算

合   計

部
　
門
　
悠

様式第 4号 -4号一付表
略

く記入注意)

1.「全部支結者」及び「一部停止者」1関には、言夕当する受給者軽 「カロ草額」1田には、該当する支総対象児童縦 それ

ぞれ記入す生 と。

2.「支出予定額」1間には、「延月人数」に手当月額く加算額を弄ιた讐を記入す伎 と。

3.この表は、受給者ЯIに cそれぞれ作血 ′、「千綸者 ‖間の言夕当筒所》0刊コよに>^

様式第4号―付表2

所 要 額 算 定

4月～ 12月

297



ヒ

黙

様式第 5号-5号 ―付表
略

様式第5号―付表2

1.「 全部支綸者」及び「一部停止者」1開には、該当する受綸者撤を「加算額」1間には、該当する支綸対象児童撤をそれ

ぞれ記入す慰こと。

2.「支出予定額」1田には、「延月人数」に手当月額(加算額を弄にた額を記入す柱 と。

様式第 5号―付表 3-様式第フ号
略

(記入注意 )

さ
　
円
　
悠

様式第 5号-5号 ―付表
略

(記入注意 )

1.「 全部支総者」及び「一部停止者」lmには、該当する受綸者数を「加算額」1‖には、該当する支結対象児童撤燿それ

ぞれ記入す社 と。

2.「支出予定額」1関には、「延月人数」に手当月額く加算額た弄配た額を記入す棋 と。

3このキは、子綸者別にそれぞれ作山 ′,「チ綸者 Jl目の該当筒酔 0畑 まにと。

様式第 5号一付表 3-様式第 フ号
略

様式第5号―付表2

所 要 額 算 定

4月～ 12月

298



に

黙

様式第 8号-8号 ―付表 1
略

様式第 8号 ―付表 2

対象経費の実支出額及ひ過年度分支払取消額算定表

(記入注意 )

1「支出済額」欄は、様式第 8号 ―付表 3及ひ付表 4により記入すること。
2「現年度分支払取消にかかる歳出戻入未済額」相は 様式第 8号 ―付表 5に より記入すること。
3「過年度分支獅 文消額」相は 過年度における支払済額のうち 現年度において取消 しをした額を記入すること。

区 分

対 象 経 費 の 実 支 出 額

週年度分支払取消額 備 考支 出 済 額 (A) 呪年度分支払取消にかか

る歳 出戻入未済額  (B)

差 引 額

(A)― (3)‐ (C)

延月人数 支出額 延月人数 戻入未済額 延月人数
対象経費 σ

実 支 出 額
延月人数 取消額

全 部 支 給 者

―音

`停

止者に

っいては手 当

頂別の内訳を

泰付すること。

一 部 停 止 者

,1算額
2子 加 算

3子 以 降加 算

計

さ
　
円
　
悠

様式第 8号-8号―付表
略

(記入注意)

1「支出済額」欄は、様式第8号 ―付表3及び付表4により記入すること。
2「現年度分支払取消にかかる歳出戻入未済額」相は 様式第8号―付表5により記入すること。
3「過年度分支払取消額」相は 過年度における支払済額のうち 現年度において取消しをした額を記入すること。
4 この表は、受給者別にそれぞれ作成し、「受綸者J欄の該当箇所を〇で囲むこと。

様式第 8号 ―付表 2

対象経費の実支出額及び過年度分支払取消額算定表

象 経 費 の 実 支 出 額

支 出 済 額 (A) 年度分支払取消にかか

る歳出戻入未済額  (B)

差 引 額

(A)― (3)=(C)

一部停止者に

3子以降加算

299



こ

パ

EXI 分 全 部 支 給 者 一 部 停 止 者 加 算 児 童 数 備  考

2 子  加  算 3子 以 降 カロ算
年 12月

年 1月

2月

3月

7月

8月

9月

10月

11月

12■

年 1月

2月

8月

様式第 8号 ―付表 3

受 給 者 等 の 月

'f状
況

(記入注意 )

後段の年 12月 ～ 3月 は

資格喪失等に伴 う随時

払分を記入すること.

さ
　
円
　
悠

(記入注意 )

1 後段の年 12月～ 3

月は資格喪失等に伴 う随

時払分を記入すること。

2 この表は、受綸者別
にそれぞれ作成 し、「受

給者」相の該当箇所を○

で囲むこと。

様式第 3号 ―付表 3

加 算 児 童  式第 8号 ―付 表 3   備  考
3子 以 降 加 算

300



こ

黙

様式第 8号 ―付表 4

(記入l■意 )

「内訳」欄には 件数 単価、理由を適宜記入すること.

区    分 現年度分 過年度分 計 内 訳

全 部 支 給 者

追加 円 円 円

減額 生 △

計

一 部 停 止 者

追 711

減額 △ △

計

加

算
　
額

2 子  加  算

追加

減額 △ △

計

3子 以 降 加 算
追加

減額 ゝ ▲ ゝ

計

計

さ
　
円
　
悠

(記入注意 )

1「 内訳」幅には 件数、単価、理由を適宜記入すること。
2 この表は、受給者別にそれぞれ作成し 「受給者」欄の該当箇所を○で囲むこと。

様式第 8号 ―イ寸表 4
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様式第 3号 ―付表 5

現 年 度 分 支 払 取 消 額 内 訳

(記入/1意 )

「全部支給者J及び 「一部停止者J楠には 該当する受給者数を 「加算額」楠には、該当する支綸対象児童数をそれぞれ記入すること。
なお この付表は 現年度において支出した額のうち、現年度中に取消しを した額について記入すること。

区 分

支払取消額 (A) 歳出戻入額 (B) 差引歳出戻入未済額

備 考延 月 人 数 取 消 額 延 月 人 数 戻 入 済 額 延 月 人 数 戻入未済額
全 6‐i支 結 者 人 円 人 円 人 円

一 部 停 止 者

2 子 加 算
3子以降加算
計

さ
　
円
　
懇

(記入注意 )

1「全部支綸者J及び「一部停止者J欄には、該当する受給者数を「加算額」欄には、該当する支給対象児童数をそれぞれ記入すること。
2 この表は 現年度において支出した額のうち、現年度中に取消 しをした額について記入すること。
3 この表は 受給者別にそれぞれ作成 し、「受綸者」相の該当箇所を○でElむこと。

様式第 8号 ―付表 5
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様式第 9号-9号 一付表
略

様式第 9号 ―付表 2

対象経費の実支出額及び過年度分支払取消額算定表 (都道府県分)

(記入注意)

1「支出済額」欄は 様式第 9号 ―付表 3及ひ付表 4により記入すること。
2「現年度分支払取消にかかる歳出戻入未済額」相は 様式第 9号 ―付表 5に より記入すること。
3「過年度分支払取消額J欄は、過年度における支払済額のうち 現年度において取消 しをした額を言ご入すること。

対 象 経 費 の 実 支 出 額

支 出 済 額 (A) 年度分支払取消にか

る歳出戻入未済額  (B)

差 引 額

(A)― (B)‐ (c)

全 部 支 給 者

部停止者に

、ヽては手 当3子以 降加 算

さ
　
円
　
悠

様式第 9号-9号 一付表
略

様式第 9号 ―付表 2

対象経費の実支出額及び過年度分支払取消額算定表

(記入注意)

1「支出・74額」福は 様式第 9号 ―付表 3及び付表 4に より記入すること。
2「現年度分支払取消にかかる歳出戻入未済額」欄は 様式第 9号 ―付表 5により記入すること。
3「 通年度分支払取消額」欄は、過年度における支払済額のうち、現年度において取消しをした額を記入すること
4 この表は 受給者別にそれぞれ作成 し、「受給者」欄の該当面所を〇で囲むこと。

対 象 経 費 の 実 支 出額

支 出 済 額 (A) 現年度分支払取消 にかか

る歳 出戻入未済額  (B)
差 引 額

(A)― (B)=(C)

対象経費 の

全 部 支 綸 者

部停止者に

ぃては手 当

付す ること。

3子以14加算
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区  分 全 部 支 綸 者 部 停 止 者 カロ算 児 童 数 備  考

2 子  tll 算 3子 以 降 加 算

+128
年 1月

2月

8月

9月

10月

11月

12月

年 1月

2月

3月

計

様式第 9号 ―付表 3

受 給 者 等 の 月 男J状 況 (都道府県分 )

(記入注意 )

後段の年 12月 ～ 3月 は

資格喪失等に伴 う随時

払分を記入すること。

部
　
門
　
悠

(記入注意 )

1 後段の年 12月～ 3

月は資格喪失等に伴 う随

時払分を記入すること。

2 この表は 受給者ЯJ
にそれそれ作成 し 「受
綸者」欄の該当箇所を○

で囲むこと.

様式第 9号 付ヽ表 3

加 算 児 童 数
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様式第 9号 ―付表 4

整 (都道府県分 )

(記入注意 )

「内訳」「用には、 理 由を適宜記入すること。

区 分 現年度分 過年度分 計 内 訳

全 部 支 給 者

追加 円 円 円

曲 ゝ △ △

計

一 部 停 止 者

追加

減額 ゝ ヘ △

計

加

算

額

子  加  算

追加

減額 ヘ ハ

計

3子 以 降 tII算
追加

減額 生 △

計

さ
　
円
　
悠

(記入注意 )

1「 内IF」 1日には、件数、単価、理由を適宜記入すること。
2 この表は 受給者Я」にそれぞれ作成し、「受給者」相の該当箇所を○で日むこと。

様式第 9号 ―付表 4
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様式第 9号 ―付表 5

訳 (都道府県分 )

(記入注意 )

「全部支給者」及び「一部停止者J欄には 該当する受給者数を「加算額」欄には 該当する支給対象児童数をそれぞれ記入すること。
なお、この付表は、現年度において支出した額のうち、現年度中に取消しを した額にっいて記入すること。

様式第 9号―付表 6
略

さ
　
Ｈ
　
悠

(記入注意)

1「全部支給者」及び「一部停止者」相には、該当する受給者数を「加算額」相には、該当する文綸対象児童数をそれぞれ記入すること。
2 この表は、現年度において支出した額のうち、現年度中に取消しをした額について記入すること。
3 この表は 螂 含者別にそれぞれ作成 し、「受給者」欄の該当面所を○で囲むこと。

様式第 9号一付表 6
略

様式第 9号 ―付表 5

歳出戻入額  (3)

全 部 支 結 者

3子 以 降 加 算
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様式第 9号 ―付表 7

(記入
'■

意)

1「支出済額J欄は 様式第9号 ―付表8及ひ付表 9に より記入すること。
2「現年度分支払Ity消にかかる歳出戻入未済額」欄は、様式第9号―付表10に より記入すること。
3「過年度分支払取消額」欄は 過年度における支払済額のうち 現年度において取消しをした額を記入すること。

対象経費の実支出額及ひ近年度分支払取消額算定表 (市等分 )

対 象 経 費 の 実 支 出 額

現年度分支払取消にか

る歳出戻入未済額  (B)

さ
　
円
　
さ

様式第 9号 ―付表 7

対象経費の実支出額及び過年度分支払取消額算定表

帽己入注意)

1「支出済額」相は、様式第9号 ―付表8及ひ付表 9に より記入すること。
2「現年度分支払取消にかかる歳出戻入未済額J欄は 様式第9号―付表10に より記入すること。
3「過年度分支払取消額」欄は、過年度における支払済額のうち、現年度において取消しをした額を記入すること。

対 象 経 費 の 実 支 出 額

支 出 済 額 (A) 度分支払取消にかか

る歳出戻入未済額  (3)

差 引 額

(A)― (B)‐ (c)
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区  分 全 部 支 給 者 一 部 停 止 嗜 カロ算 児 童 数 備  考

2 子  加  算 3子 以 降 加 算

年 12月

年 1月

2月

3月

5月

6月

7月

lo月

11月

12月

年 1月

2月

計

様式第 9号 ―付表 3

受 給 者 等 の 月 男J状 況 (市等分 )

(記入注意 )

後段の年 12月 ～ 3月 は

資格喪失等 に伴 う随時

払分を言ごヌ、す ること。

椰
　
円
　
怒

(記入注意 )

後段の年 12月～ 3月 は

資格喪失等 に伴 う随時

払分を記入すること。

様式第 9号 一付表 8

受 給 者 等 の 月 別 状 況 受籠者 (父・母・養諸 )

カロ算 児 童 数
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様式第 9号 ―付表 9

(記入注意)

「内訳」欄には、件数 単価、理由を適宜記入すること

支 払 調 整 (市等分 )

部
　
門
　
悠

(記入注意)

「内訳」欄には、件数、単価 理由を適宜記入すること。

様式第 9号 ―付表 9
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様式第 9号―付表 10
現 年 度 分 支 払 取 消 額 内 訳 (市等分 )

(記入注意)

「全部支給者J及び「一部停止者」稲には、該当する受給者数を「力u算額」欄には、該当する支給対象児童数をそれぞれ記入すること`
なお この付表は、現年度において支出した額のうち 現年度中に取消 しをした額について記入すること。

様式第 10号
略

区 分

支払取消額 (A) 歳出戻入額 (3) 差引歳出戻入未済額

備 考延 月 人 数 取 消 額 延 月 人 数 戻 入 済 額 延 月 人 数 戻入未済額

全 部 支 綸 者 人 円 人 円 人 円

部 停 止 者

2子 加 算

,疇靭 3子 以 降 加 算

計

邸
　
円
　
悠

様式第 9号 ―付表 10

度 分 支 払 取 消 額 内 訳

(言こ入注意)

「全部支綸者」及ひ「一書F停止者」相には 該当する受給者数を「加算額」欄には、該当する支給対象児童数をそれぞれ記入すること。

なお、この付表は 現年度において支出した額のうち、現年度中に取消 しをした額について記入すること。

様式第 10号
略

差引歳出戻入未済額
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母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金交付要綱一部改正新旧対照表 (案 )

新 1日

厚生労働省発雇児第 1014001

平 成 20年 10月 14
ロ
ウ

Ｈ

殿

事

長

長

知

市

市
州櫛市

道

定

核

都

指

中

各

厚 生 労 働 事 務 次 官

母 子家庭等 x「策総合支援事業費の国庫補助について

標記の国庫補助金の交付については、別紙 「母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金交付

要綱Jに より行うこととされ、平成 20年 4月 1日 より適用することとされたので通知する。
なお、各都道府県知事におかれては、本通知中、市町村に対して補助を行うこととされてい

る部分については、貴管内市町村長に対する周知につき配慮願いたい。

厚生労働省発雇児第 1014001

平 l」k20年 10月 14

Ｍ

櫛

市

道

定

核

都

指

中

各

知

|「

市

殿

事

長

長

日
了 生 労 働 事 務 次 官

母 F家庭等対策総合支援事業費の国庫補助について

標記の国庫補助金の交付については、別紙 「母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金交付

要綱Jに より行うこととされ、平成 20年 4月 1日 より適用することとされたので通知する。
なお、各都道府県知事におかれては、本通知中、市町村に対して補助を行 うこととされてい

る部分については、貴管内市町村長に対する周知につき配慮願いたい。

ヽ
ヽ
）
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新 1日

紙

母子家17cI等対策総合支援事業費国庫補助金交付要綱

(通則 )

略

(交付の目的 )

2  冊各

(交付の対象)
3略

紙

母子家liL等対策総合支援事業費ll庫補助金交付要綱

(通則)

母子家庭対策等総合支援事業費FTl庫補助金については、 予算の範,H内において交付するモ)の
とし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 (昭和30年法律第179弓 )、 補助金等
に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令 (昭和30年政令第255号 。以下

随 正化法施行旬 とい先 )及び厚生労働舗 管補助金等交付規則 評 成2年
辱概暮
令

第 6号 )の規定によるほか、この交要綱の定めるところによる.

(交 イヽ1の 目的)
2 この補助金は、別表の第 1欄に掲げる母子家庭等対策総合支援事業の実施に要する経費に
対し補助金を交付し、もつて地域における母子家庭等対策の一層の普及促進を図ることを目
自勺と→
~る
。

(交付の対象)
3 この補助金の交付の対象となる事業 (以下「交付対象事業」という。)は、次の事業とする。
(1)平成20年 7月 22日 雇児発第0722003号 「母子家庭等就業・ rい

'支
援事業の実施についてJ

に基づき、都道府県、指定都市、中核市、市 (指定都市及び中核市を除き、特別区を含む。
以下同じ。)及び福祉事務所を設置する町村が行う母子家庭等就業・「いア支援事業
(2)平成15年 6月 18日 雇児発第0618003号 「母子家庭等日常生活支援事業の実施についてJに
基づき、都道府県、指定都市及び中核市が行う母子家庭等日常生活支援事業並びに市町村 (指
定都市及び中核市を除き、特別区を含む。以下同じ。)が行う事業に対して都道府県が補助
する事業

(3)平成15年 6月 18日 雇児発第0618005号 「ひとり親家庭生活支援事業の実施についてJに基
づき、都道府県、指定都市及び中核市が行うひとり親家庭生活支援事業並びに市町村が行
う事業に対して都道府県が補助する事業

(4)平成 15年 6月 30日 雇児発第0630009号 「母子家庭「l立支援給付金事業の実施についてJに
基づき、都道府県、指定都市、中核市、市及び福祉事務所を設置する町村が行 う母子家庭
自t支援給付金事業
(5)平成 19年 4月 17日 雇児発第0417003号 「母子自立支援プログラム策定等事業の実施につい
てJに基づき、都道府県、指定都市、中核市、市及び福祉事務所を設置する町村が行う母
子白、ア支援プログラム策定等事業



ω
一
ω

新 1日

(交付額の算定方法)
‖各

(交付額の下限)
5 略

(交付の条件)
6 ‖磨

(交付額の算定方法 )
4 この補助/1N σ)交付額は、次に.1り 算|||された額の合計額とする。ただし、算|||された合Iキ |

額に 1, 0 0 0 1lJ未 満の端数が′liじ た場合には、これを切捨てるモ)の とする。
(1)3υ )(5)以 外の事業
ア 都道府県、指定欄

`市

及び中核市が行う事業 (3の (1)(4)に ついては市及び福祉事務
所を設晨する‖J村が行う事業を含む。)

(ア ) 別表第 2欄の各種日ごとに、第 31111に 定める基準額と第 4 1plに 定める対象経費の実
支出額とを比較して少ない方の額と、総事業ιをから寄付金その他の収入額をlit除 した額
とを比較して少ない方の額を選定する。
(イ )(ア )に より選定された額 (3の (2)の 事業については、選定された額から平成 1
5年 6月 18日 雇児福発第0618001号 厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長通知
の「母i子家庭等日常生活支援事業の円滑な運営についてJの別紙 2に定める費用負担基
準に.1る 徴収額を控除した額)に第 5欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額とする。

イ 市田「村が行う申:業に対して都道府県が補助する事:業
アの(ア )に準じて選定された額 (3の (2)の事業については、選定された額から平成
15年 6ナ118H雇児福発第0618001号 厚生労働省雇用均等・児童家庭局家 llt■福祉課長通知
の「母了家庭等日常生活支援市:業の円,′「 な運営に

ついてJの別紙 2に定める費用負担基準
による徴収額を控除した額)に 4分の 3を乗じて得た額の合計額と、都道府県が補助した
額の合計額とを比較して少ない方の額に第 5欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額と
する。

(2)3の (5)の 事業
別表第 3111に 定める基準額と第 4欄に定める対象経費の実支||1額 とを比較して少ない方の
額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を交付額
と

'‐

る。

(交付額の下限)
5 4で定める算定方法により算出された補助金の交付額が、10千円に満たない場合には、交
付の決定を行わないものとする。

(交付の条件 )
6 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるモ)の とする。
(1)事業の内容の変 lll(軽微な変更を除く。)をする場合には、厚生労働大臣の承認を受けな
ければならない。

(2)事 業を中 にし、又は廃 |11す る場合には、り早:生労働大臣のノR認を受けなければならない。
(3)事業により取得し、又は効用σ)増加|した価格が、単価 50万円以上1の機械及び器共につ
いては、適 11化法施行令第 14条第 1項第 2号 の規定により、17u生労働大臣が別に定める
期 Fnlを 経過するまです学生労働大臣の承認を受けないで、この補助金の交イ」の「1的に反して
使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。
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(中 請手続 )

7 略

(変更申請手続 )

8 略

(4)厚生労働人臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があつた場合には、その収
入の全部又は一部を「■l庫に納付させることがある。

(5)事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完 了後においても善良
な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。

(6)こ の補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式第 1に よるprul書
を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について訂E拠書類を整理し、かつ調書及び

証拠書類を事業完 J´ の日 (事業の中 |に 又は廃 I11の承認を受けた場合にはその承認を受けた

日)の属する年度の終 r後 5年間保管しなければならない。
(7)都道府県は、国から概算払いによりFnl接補助金に係る補助金の交付を受けた場合には、
当該概算払を受けた補助金にIII当 する額を遅滞なく間接補助事業者に交付しなければなら

ない。

(8)都道府県は、間接補助金を聞接補助事業者に交付する場合には、(1)から (6)に掲げ
る条件を付さなければならない。
この場合において (1)、 (2)及 び (4)中 「厚生労働大臣Jと あるのは「都道府県知
事Jと 、「国庫Jと あるのは「都道府県 |と 、(3)中 「厚生労働大臣の承認Jと あるのは
「都道府県知事の承認Jと 、(6)中 「補助金Jと あるのは「問接補助金Jと 読み替えるもの
とする。

(9)(8)に より付した条件に基づき都道府県知事が承認する場合には、あらかじめ厚生労
働大臣の承認を受けなければならない。

(10)問接補助事業者から財産の処分による収入の全部又は 一部の納付があった場合には、そ
の納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。

(中 請手続)
7 この補助金の交付の中請は、次により行 う1)の とする。
(1)市及び福祉事務所を設障する町村が実施する母子家庭等就業・ |′い1支援事業、母子家庭

白サ支援給付金事業及び母子自立支援プログラム策定等事業

市町村長は、印l紙様式第 2に よる中請書を都道府県知事が別に定める日までに都道府県
知事に提出し、都道府県知事は、前記申請書を受理 したときは、必、要な審査を行い、適正

と認めたときはこれをとりまとめのうえ、毎年度 5月 末目までに17‐生労llll大 臣に提出する

ものとする。

(2)上記 (1)以外の事業
別紙様式第 3に よる中請書を毎年度 5月 末日までに厚生労働大臣に提出して行うものと

する。

(変更申請手続)

8 この補助金σ)交付決定後の事情の変更により、交付申請の内容を変更して追加交付中請等
を行う場合には、7に定める中請手続きに従い、毎年度別に定める日までに行うt)の とする。
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(交付決定までの標準的期間)
9略

(補助金の概算払)

10 略

(実績報告)
ll 略

(補助金の返還 )

12 略

(そσ)他 )

13 ‖1各

(交付決定までの標準的期間)
9 国は、交付申請書又は変更交付中請書が到達した日から起算して原則として 2か月以内に
交付の決定 (決定の変更を含む。)を行 うものとする。

(補助金の概算払)
10 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の範レH内にお
いて概算払をすることができる。

(実績報告)
11 この補助金の事業実績報告は、次により行うものとする。
(1)市及び福祉事務所を設置する町村が実施する母子家庭等就業・自立支援事業、母子家庭
'い

'支
援給付金事業及び母子自立支援プログラム策定等事業

市町村長は、事業が完 Fした日から起算して lヶ 月を経過した日 (6の (2)よ り事業
の中 |卜 又は廃 l卜の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から起算して lヶ 月

を経過した日)又は都道府県知事が]1に 定める日のいずれか早い日までに別紙様式第 4に
よる報告書を都道府県知事に提出し、都道府県知事は、前記報告書を受llllし たときは、必

要な審査を行い、適正と認めたときはこれを取りまとめのうえ、翌年度 4月 末日 (6の (2)
により事業の中 |11又は廃 |卜の承認を受けた場合にあっては、当該承認通知を受理した日か

ら起算して 1か月を経過した日)ま でに厚生労働大臣に提出しなければならない。
(2)上記 (1)以外の事業
別紙様式第 5に よる報告書を、事業の完 fした日から起算して lヶ 月を経過した日 (6
の (2)に より事業の中 |卜又は廃 |卜の承認を受けた場合にあっては、当該承認通知を受理
した日から起算して 1か月を経過した日)又は翌年度 4月 末日のいずれか早い日までに厚
生労働大臣に提出しなければならない。

(補助金の返還)
12 厚生労101大臣は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補
助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について国庫に返還すること

を命ずる。

(その他)

13 特別の事情により4、 7、 8及びHに定める算定方法、手続きによることができない場合
には、あらかじめ1学生労働大臣の承認を受けてそ′)定めるところによるt)の とする。
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り1表 り1表

4対象経費 4対象経費

次により算出された額の合計額。なお、(1)～ (3)及 び
(5)の各事業については、事業毎の金額に、事業の

実施数に応じ次の率を乗して得られた額の合計額
・1事業又は2事業を実施している場合 09
・3事業を実施している場合
・4事業を実施している場合

1母子家lt■等就業。自立支援センター事業
(1)就業支援事業
1センター当たり、事業の週当たり実施 日数に応じ
以下のア～ウに定める金額

ア 週5月 以下の実施の場合 6.709.000円

イ 週6日 実施の場合   8,010,0001]]

ウ 週7日 実施の場合   9、 310.0001:l

(2)就業支援講習会等事業

1センター当たり 8,842,0001[]

(3)就業情報提供事業
1センター当たり 2,575,000円

(4)在宅就業推進事業
1センター当たり 2,000,000111

(5)母子家庭等地域生活支援事業
1センター当たり、事業の週当たり実施日数に応じ
以下のア～ウに定める金額

ア 週5日 実施の開所の場合 3,497,000円

イ 週6日 実施の場合   3,911,000円

ウ 週 7日 実施の場合   4,324,0001:l

(6)母子家庭等就業・自立支援センター

指導職員養成セミナー事業

1ブロック当たり  1,082,000円

母子家
庭等就
業・自
立支援
事業

母子家
庭等対
策総合
支援事
業

母子家
庭等就
業。自
立支援
事業

1/2
次により算出された額の合計額。なお、(1)～ (3)及 び
(5)の各事業については、事業毎の金額に、事業の

実施数に応じ次の率を乗して得られた額の合計額
・1事業又は2事業を実施している場合 09
・3事業を実施している場合
・4事業を実施している場合

1母子家 1/t■等就業・自立支援センター事業
(1)就 業支援事業
1センター当たり、事業の週当たり実施 日数に応じ
以下のア～ウに定める金額

ア 週5日 以 ドの実施の場合 6.705.000円

イ 週6日 実施の場合   8,006,0001[J

ウ 週7日 実施の場合   9,306.0001]

(2)就 業支援講習会等事業

1センター当たり 8,541.000円

(3)就業情報提供事業

1センター当たり 2,575,0001リ

(4)在宅就業推進事業

1センター当たり 2,000,000円

(5)母子家庭等地域生活支援事業
1センター当たり、事業の週当たり実施日数に応じ
以下のア～ウに定める金額

ア 週5日 実施の開所の場合 3,497,000円

イ 週6日 実施の場合   3,911,000円

ウ 週 7日 実施の場合   4,324,0001Ч

(6)母子家庭等就業・自立支援センター

指導職員養成セミナー事業

1ブロック当たり  1,082,000円

母子家庭等就
業・自立支援セン

ター事業の実施に
必要な報酬、共済
費、報償費、賃
金、旅費、需用費
(食糧費、印刷製
木費、消耗品費)、
役務費 (通信運搬
費)、 委託料、使用
料及び賃借料、備
品購入費

母手家庭等就
業・自立支援セン
ター事業の実施に
必要な報酬、共済
費、報償費、賃
金、旅費、需用費
(食糧費、印刷製
本費、消耗品費)、
役務費(通信運搬
費)、 委託料、使用
料及び賃借料、備
品購入費

母子家
庭等対
策総合
支援事
業

1/2

一般市等就業・

自立支援事業の

実施に必要な報
酬、共済費、報償
費、賃金、旅費、
需用費 (食糧費、
印刷製本費、消耗
品費)、役務費 (通
信運搬費 )、 委託
料、使用料及び賃
借料、備品購入費

次により算出された額の合計額□

2-般 市等就業 ,自 立支援事業
1市又は1福祉事務所設置町村当たり 2,000,000円

一般市等就業・

自立支援事業の

実施に必要な報
酬、共済費、報償
費、賃金、旅費、
需用費 (食糧費、
印帰」製本費、消耗
品費)、役務費 (通
信運搬費)、 委託
料、使用料及び賃
借料、備品購入費

次により算出された額の合計額□

2-般 市等就業・自立支援事業
]市又は1福祉事務所設置町村当たり 2,000,000円
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母子家
庭等日
常生活
支援事
業

次により算出した額の合計額

1事務費分

1か所当たり 1,602,00011J

派遣手当分

)子育て支援

ァ
資篤 )朝

以外の通常勤務時間0:00～

なお、講習会会場、そのほか適切な施設にて

子育て支援をする場合については、次のイの

単価とする。

(ア)児童1人の場合

740円 ×延活動単位数

(イ )児童2人の場合

740円 ×延活動単イ立数×15

(ウ )児童3人の場合

740円 ×延活動単位数×2

(工 )児童4人 の場合

74011〕 ×延活動単位数×25

(オ )児童5人の場合

7401]1× 延活動単位数×3

イ 講習会会場等

1,110円 ×延活動単位数

ウ 早朝、深夜等 (18:00～翌日9:00)

なお、宿泊する場合については、宿 /n分 (22
時～翌5時 )の時間については次の工の単位
とう
~る
。

(ア )児童 1人の場合

92011× 延活動単位数

(イ )児童2人の場合

920円 ×延活動単位数×15

(ウ )児 童3人の場合

920円 ×延活動単位数×2

(工 )児童4人の場合

920円 ×延活動単位数×25

母子家庭等 日
常牛活支援事業
の実施に必要な

報酬、賃金、報
債費、旅費、需
用費 (印刷製本

費)、 役務費
(通信運搬
費)、 委託料

1/2

囲
酬
初

母子家
庭等 日

常生活
支援事
業

2派遣手当分

(1)子育て支援

ァ
資篤 )早
朝以外の通常動

r時
間①:00～

なお、講習会会場、そのほか適切な施設にて
子育て支援をする場合については、次のイの

単佃iとす
~る
。

(ア )児童1人の場合

740円 ×延活動単位数

(イ )児童2人の場合

740円 ×延活動単位数×15

(ウ )児童3人の場合

74011]× 延活動単位数×2

(コ 1)児童4人の場合

740円 ×延活動単位数×25

(′ )児童5人の場合

74011× 延活動申イ立数×3

イ 講習会会場等

1,110円 ×延if動 単位数

ウ 早朝、深夜等 (18:00～翌日9:00)

なお、宿泊する場合については、宿泊分 (22
時～翌5時)の時間については次の工の単位
とう
~る
。

(ア )児童 1人の場合

920 il× 延活動中{立数

(イ )児童2人の場合

920円 ×延活動単位数×15

(ウ )児童3人の場合

92011× 延活動単位数×2

(工 )児 童4人の場合

920円 ×延活動単位数×25

次により算出した額の合計額

l事務費分

1か所当たり 1.204.00011J

母子家ll■等 日
常/1活 支援事業
の実施に必要な

報酬、賃金、報
償費、旅費、需
用費 (印刷製本
費)、 役務費
(通信運搬
費)、 委託料

1/2

市町村
が行う

事業に

対して

都道府
県が補
助する
場合

2//3
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(オ )児童5人の場合

920111× 延活動単位数 ×3

工 宿泊分

3,680円 ×延児童数

オ 移動時間

移動時間については、訪間先かる次の派遣
先に移動する場合について、次のように活動
単位数を換算し、1,5301lJを 乗じて得た額とす
る。

1,530円 ×延活動単位数

(ア )30分未満は、0単位

(イ )30分以 111時間未満は、05単位

(ウ )1時間以 llは 1単位

(2)生活援助

ア 深夜、早朝以外の通常勤務時間 (9:00～ 18:00)

1,53011× 延活動単位数

イ 早朝、深夜等(18100～翌日9:00)

1,910円 ×延活動単位数

ウ 移動時間

移動H寺間については、訪間先から次の派遣
先に移動する場合について、次のように7舌動
単位数を換算し、1,530]1を乗じて得た額とす
る。

1,53011× 延活動単位数

(ア )30分未満は、0単位

(イ )30分以 Ll時間未満は、05単位

(ウ )1時間以 11は 1単イt

(オ )児童5人の場合

920円 ×延活動単位数×3

工 宿泊分

3,680円 ×延児童数

オ 移動llt問

移動時間については、訪 昌1先から次の派遣
先に移動する場合について、次のように,舌動
単位数を換算し、1,5301を 乗じて得た額とす
る.

1,530円 ×延活動単位数

(ア )30分未満は、0単位

(イ )30分以 LiH寺間未満は、05単位

(ウ )l時間以 11は 1単位

(2)生活援助

ア 深夜、早朝以外の通常勤務時間 (9:00～ 18:00)

1,530円 ×延活動単位数

イ 早朝、深夜等 (18Ю O～翌日9:00)

1,910円 ×延活動単位数

ウ 移動時間

移動時間については、訪間先から次の派遣
先に移動する場合について、次のように活動
単位数を換算し、1,5301[lを 乗じて得た額とす
る。

1,530円 ×延活動単位数

(ア )30分未満は、0単位

(イ )30分以 111時間未満は、05単位

(ウ )1時間以 11は 1単位
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Uヽ と
りyll

家 7t■

生活
支援
事業

次により算出した額の合計額

1 ひとり親家庭相談支援事業

4,6132,0001

2生活支援講習会事業

178,000円 ×講座開催FHI数

旦 児童訪惜1援助事業

(1)1回 の訪間が1日 場合

7,66011× 訪問延回数

(2)1回 の訪 1間が
｀
r日 の場合

4,910円 ×訪問延回数

4ひとり親家庭情報交換事業

1カリ奸当たり 239,000円

ひとり親家庭4[活
支援事業の実施
に必要な報酎‖、賃
金、報償費、旅費、
需用費 (食糧費、
消耗品費)、 役務
費(通信運搬費)、
委託料、使用料及
び賃借料

1/

|ド町付
が行う
事業に

対して

都道府
県が補
助する
場合

2/ 3

ひと
り親
家庭
/li,舌

支援
事業

次により算出した額の合計額

1 ひとり親家庭本H談支援事業

4,632,000111

241活 支援講習会事業

162,000円 ×i青座開催回数

3児童訪間援助事業

(1)1回 の訪間が1日 場合

7,66011× .ll昌 1延回数

(2)1回 の訪間が
｀
「
日の場合

4,910円 ×.l」間延|口 1数

4ひとり親家 /7■情報交換事業

1カリ万当たり 213,0001[l

ひとり親家庭41活

支援事業の実施
に必要な報酬、賃
金、報償費、旅費、
需 ,日費 (食糧費、
消耗品費)、 役務
費〈通信運搬費)、
委託料、使用料及
び賃借料

l

市田「本す
がイ]う
事業に

対して

都道府
県が補
助する
場合

2//3

母子家
庭自立
支援給
付金事
業

次により算出した額の合計額

自立支援教育訓練給付金事業

教育訓練経費の20%相当額

(4,0011i]以 11100,00011以 下)

母子家庭自立支
援給付金事業の

実施に必要な負担
金、補助及び交付
金、扶助費

3//4 母子家
庭自立
支援給
付金事
業

次により算出した額の合言1額

自立支援教育訓練給付金事業

教育訓練経費の20%相当額

(4,001円 以上100,0001可以下)

母子家庭自立支
援給付金事業の

実施に必要な負担
金、補助及び交付
金、扶助費

3//4



ω
Ｎ
Ｏ

"l紙

様式第 1～第5

高等技能訓練促進費等事業

(1)高等技能訓練促進費(母子及び寡婦福祉法
施行令 (昭和39年政令第224号。以下「令」とい
う。)第 30条 に基づく高等職業副練促進給付金)

ア 平成 19年度以前に修業を開始した者

141,000円 ×支給延月数

イ 平成20年度以後に修業を開始した者

(ア )市町村民税非課税世帯に属する者

141,000円 ×支給延月数

(イ)市町村民税課税 it帯に属する者

70,500円 ×文給延月数

(2)入学支援修「 一時金Q第 30条 の2に基づく高
年
職業訓練修 r支援給付金)

ア 市町村民税非課税世帯に属する者

50,000円 ×支給件数

イ ア以外の者

25,000円 ×文給件数

別紙様式第1～第5 略

高等技能訓練促進費等事業

(1)高等技能訓練促進費(母子及び寡婦福祉法施
行令 (昭和39年政令第22477。 以下「令Jという。)第
30条に基づく高等職業副1練促進給付金)

ア 平成 19年度以前に修業を開始した者

141,000円 ×支給延月数

イ 平成20年度以後に修業を開始した者

(ア )市町村民税非課税世帯に属する者

141,000円 ×支給延月数

(イ)市町村民税課税 1性帯に属する者

70,500円 ×支給延月数

(2)入学支援修 f一時金G第 30条の2に基づく高
年
職業訓練修 r支援給付金)

ア 市町村民税非課税世帯に属する者

50,000円 ×支給件数

イ ア以外の者

25.00011× 支給イ十数

母子自立支援ブ
ログラム策定等事
業に必要な報酬、
報償費、賃金、旅
費、需用費 (消耗
費、燃料費、印
刷製本費)、 役務
費 (通信運搬費)、
委託料、共済費

次により算出した額の合言1額

1母子自立支援プログラム策定事業

1プログラム当たり 20,000円

2就職準備支援コース事業

1人 1か月J`たり 30,000111(3か 月を L限 )

10/10 次により算出した額の合計額

1母子自立支援プログラム策定事業

1プログラム当たり 20,000111

2就職準備支援コース事業

1人 1か月当たり 30,0001(3か 月を 11限 )

母子自立支援ブ
｀

ログラム策定等事
業に必要な報酬、
報償費、賃金、旅
費、需用費(消耗
品費、燃料費、印
刷製本費)、 役務
費(通信運搬費)、
委託料、共済費



(資料45)

雇児発  第
平成 23年  月

都道府県知事

指 定 都 市 長

中 核 市 長

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金 (母子生活支援施設に

おける特別生活指導費)の交付の取扱いについて

「児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金について」(以 下、「交付要綱」とい

う。)は、本日付で別途厚生労働事務次官通知をもつて一部改正されたところであるが、今

回、母子生活支援施設における特別生活指導費について下記のとおり定め、平成 23年 4月

分の支弁から適用することとしたので、その適正かつ円滑な実施を期されたく通知する。

○対象施設等

特に保護。指導が必要な母子を支援する職員を配置しようとする者は、都道府県知事、

指定都市市長及び中核市市長 (以下 「都道府県知事等」というc)力 定`める期間内に都

道府県知事等へ申請を行い、次により都道府県知事等が各年度ごとに指定するものとす

る。

なお、都道府県、指定都市及び中核市民生主管部 (局 )長は、当該年度の 4月 末日ま

でに別紙様式 1により、この申請及び指定の結果を、また、実施状況については、翌年

度 4月 末実までに別紙様式 2により、当局家庭福祉課まで報告すること。

(1) 当該施設において、「「児童福祉最低基準J(昭和 23年 12月 29日 厚生省令第
63号)が遵守されており、かつ、法人及び施設運営が適正に行われている場合に

限ること。

(2)次 のように特に保護 。指導が困難な母子が 4人以上入所し、その母子に対し必

(案 )

号

日

殿各

記
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要な支援を実施する施設であること。

①心身に障害等を有する母又は子

②種々複雑な生活課題を抱える母子

(例 )

。日常生活における基本的生活習慣や人間関係構築等ができない母親

。金銭管理が十分にできない母親
。勤労意欲に欠ける母親

・児童の養育・家事能力が不十分な母親

・精神的に不安定な母又は子

(3) 夫等からの暴力を受けた母や外国籍の母子については、それだけを理由に対象
となるものではなく、上記 (2)の母子に該当し、必要な支援を実施する場合に

対象となること。

(4)母 子指導員及び少年指導員兼事務員が交付要綱の職種別職員定数表に掲げられ
ている定数を満たし、かつ、それ以外に母子生活指導員がおかれている場合に限

り、保護単価を設定することができるものであること。

(5) 指定を受けた施設であつても、年度途中の実績が上記 (2)を下回つており、
かつ、F回つていることについて、やむを得ないと認められる事由がない場合は、

当該指定を取り消すこと。
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別紙様式 1

番         号

平成  年  月  日

厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長

都道府県

指定都市 民生主管部 (局)長
中 核 市

平成  年度母 子生活支援施設における特別生活指導費加算分
保護単価適用施設指定状況について

標記について、平成 年 月 日雇児発 第 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知
に基づき報告する。

1.平成  年度特別生活指導費加算分保護単価適用施設指定状況

所管母子生活

支援施設

特別生活指導費加算分保護単価

適用申請施設数 (注 1)
うち指定施設数 (注 2)

(注 1)都 道府県市に申請があった施設の数を記入すること。
(注 2)都 道府県市に申請があつたもののうち、指定された施設の数を記入することc

2.平成  年度母子生活支援施設における特別生活指導費加算分保護単価適用施設指定
施設一覧 ………別紙
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別紙

平成  年度母子生活支援施設における特別生活指導費加算分保護単価適用施設一覧

(都道府県・指定都市 。中核市名 :     )

番
号 指定施設名 経営主体

特別生活指導費加算分

保護単価適用年月 日
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別紙様式 2

番         号

平成  年  月  日

厚生労働省雇用均等 。児童家庭局家庭福祉課長

都道府県

指定都市 民生主管部 (局 )長
中 核 市

平成  年度母子生活支援施設における特別生活指導費加算分
保護単価適用施設指定状況について

標記について、平成 年 月 日雇児発 第 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知
に基づき報告する。

1.平成  年度特別生活指導費加算分保護単価適用施設指定状況

所管母子生活支援施設数 うち指定施設数 (注 )

(注)都道府県市に申請があったもののうち、指定された施設の数を記入すること。

2.平成  年度母子生活支援施設特別生活指導費加算分保護単価適用報告書…………別紙
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別紙

母子生活支援施設特別生活指導費加算分保護単価適用報告書

1 指定する施設の状況

施設名 設置主体 経営主体
(暫定定員)
定  員

暫定定員
設  定
年 月 日

用

日月

適
年

職 】目 の 状

施設長
子
員導

母
指 保育士

少年指導
員兼事務
昌
調理員等 嘱託医 計

年
日

成
日
平 年

日

成

月

平

(

2 対象となる母子指導員
氏 名 年 齢 最 終 学 歴

当該母子指導員に係る
職種についての資格等

採 用 年 月 日 備 考

歯 年   月   卒 平成  年  月  日

ω
Ю
〇

3 指定する施設の入所の状況
(1)在所期間別入所世帯数

(3)特に保護・支援が必要な入所者の状況

本報告書は、適用日における状況を記入すること。

指定する施設の状況の「職員の状況」の欄のうち()内には、兼務職員数を記入すること。
対象となる母子指導員の「当該母子指導員に係る職種についての資格等」欄には、具体的にその資格等について記入すること。
「その他特に指導を必要とする入所者」欄には、種々複雑な生活課題を抱える母子世帯で例えば、日常生活における基本的生活習慣や人間関係構築等ができない母親、金銭管理が十分にできない母親、
勤労意欲に欠ける母親、児童の養育・家事能力が不十分な母親、精神的に不安定な母又は子などを記入すること。
「備考」欄には、特に保護・支援が必要な入所者の状況について記入すること。

(注)1
2

3

(2)就 学別入所児童数

総  数 就 学 前 4｀ 7校性字
年 (1～ 3年 )

小学校高学年
(4～ 6年 ) 中 学 校 中 学 卒

人 人 人 人 ス 人

その他特に指導を
必要とする入所者



[育成環境課関係 ]
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1.平成 23年度子ども手当について

(別冊参照 )
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2.放課後児童対策について

(1)「放課後子どもプラン」の着実な推進について
「放課後子どもプラン」については、原則 としてすべての小学校区において、

放課後や夏休み等の長期休暇時にお―ける子どもたちの安全
。安心で健やかな

活動場所の確保を目指 しているところである。

平成 22年度においては、放課後児童クラブが 19, 946か 所 (平成22年
5月 現在 )、 放課後子ども教室が 9, 280か 所 (平成22年度予定)の実施とな
っている。また、放課後子ども教室と連携 している放課後児童クラブは、対前

年 860か 所増の 5, 300か 所 (平成22年 5月 現在)と なってお り、年々増
加 しているところである。

放課後子どもプランの着実な推進を図るため、「安心こども基金」の地域子

育て創生事業に、「放課後児童クラブと放課後子 ども教室との連携を促進する

ための支援」にかかる経費を盛 り込んでいる。また、平成 23年度予算案にお
いても、プランの着実な推進を図るために必要な運営費等の経費を計上したと

ころである。

各自治体におかれては、両事業の連携を含め必要な地域で必要なサービスが

提供されるよう、放課後子どもプランの着実な推進に向けて積極的な取組をお

願いしたい。

(2)「子ども 口子育てビジョン」に基づく放課後児童クラブの充実について

平成 22年 1月 29日 に閣議決定された 「子ども・子育てビジョン」におい
ては、放課後児童クラブについても 5年後の新たな目標値を設定したところで

ある。

本ビジヨンの目標値は、各自治体における女性の就労希望等の潜在的ニーズ

を踏まえた目標事業量の積み上げを基に設定したものであり、厚生労働省 とし

ては、放課後児童クラブの利用児童数を現在の 81万人 (小学 1～ 3年生の5人
に1人 (サービス提供害」合21%))を平成 26年度までに 111万 人 (小学1～ 3
年生の3人に1人 (サービス提供害J合32%))と することを目指 し、取 り組みを
進めていくこととしている。また、本ビジョンにおいては、量的拡充とともに、
「放課後児童クラブガイ ドライン」を踏まえてクラブの質の向上を図るとされ

ている。

放課後児童クラブヘのニーズは依然として高い状況にあり、希望してもクラ

ブを利用できない児童 (いわゆる待機児童)は、平成 22年 5月 現在で約 8千
人に上っている。また、待機児童そのものを把握 していないクラブも存在 して

いる。各自治体におかれては、待機児童の把握及びその解消に向け、それぞれ

の地域におけるニーズを踏まえた積極的な取組をお願いしたい。
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(3)「子ども・子育て新システム」に向けた検討について
現在、「子ども・子育て新システム検討会議Jの 「基本制度ワーキングチー
ム」において、放課後児童クラブのサービスが必要な子どもに対するサービス

保障の強化を図る観点から、制度のあり方について検討 しているところである
のでご F知願いたい。

(4)放課後児童クラブの国庫補助について
平成 23年度予算案においては、「子 ども 。子育てビジョンJ等を踏まえ、
クラブを利用 したい人が必要なサービスを受けられるよう、受入児童数の拡大

に必要なソフ ト・ハー ド両面での支援措置を盛 り込んだところである。
ソフ ト面 (運営費)については、「ノJヽ 1の壁Jの解消に向け、保育サービス
利用者が就学後に引き続きサービスが受けられるよう、放課後児童クラブのか

所数の増 (24,872か所→25,591か所)や開設時間の延長促進のための加算額の
増を図るとともに、運営費補助額の改善を図ることとしている。各自治体にお
かれては、開設時間など、利用者のニーズに応 じた放課後児童クラブの運営の

促進を一層図つていただくようお願いする。
また、ハー ド面 (整備費)については、放課後児童クラブ室を新たに設置す
る際の創設費や大規模クラブの解消等に向けた改修費・設備費について、必要

なか所数を計上したところである。

なお、「安心こども基金」に、放課後児童クラブに対する賃借料や開設準備

経費の支援、放課後児童指導員の資質向上を図るための支援 (以上、地域子育
て創生事業)及び小学校の空き教室等を活用 した放課後児童クラブの設置促進
経費を盛 り込んでいるところであるので、各自治体におかれては積極的な活用

をお願いしたい。

(5)放課後児童クラブの運営について
放課後児童クラブの運営については、クラブを利用する子どもの健全育成を

図る観点などから、クラブを運営するに当たつて必要な基本的事項を示 した「放

課後児童クラブガイ ドライン」を平成 19年 10月 に策定したところである。
本ガイ ドラインは、国庫補助金の交付・不交付を問わず、全ての放課後児童
クラブが運営を行 う際に参考としていただくことにより、クラブ全体の質の向
上を図ることを目的としているため、管内市町村及び放課後児童クラブ関係者

に対 して、本ガイ ドラインの内容のよリー層の周知及び本ガイ ドラインの内容

を踏まえた運用を図つていただくようお願いする。
また、放課後児童クラブの利用児童については、小学校 4年生以上の児童や
特別な支援を必要とする児童 (障害児等)の積極的な受入れや、ひとり親家庭
の児童の優先的利用について特段の配慮をお願いする。
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(6)放課後児童クラブにおける安全確保等について
放課後児童クラブにおける安全確保については、平成 22年 3月 の通知によ
り、放課後児童クラブにおいて発生 した全治 1カ月以上の重篤な事故について
報告をお願いし、平成 22年 10月 に半年間の報告状況を公表 したところであ
る。引き続き、報告についてご協力をお願いするとともに、当該報告状況等を

踏まえ、事故防止及び事故発生時の迅速かつ適切な対応等について一層の徹底

に努めていただきたい。

また、毎年ご協力いただいている放課後児童健全育成事業 (放課後児童クラ
ブ)実施状況調査については来年度も実施する予定であるので、引き続き本調
査へのご協力をお願いしたい。
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3.児童厚生施設等の設置運営について

(1)児童厚生施設等整備費の国庫補助について
平成 23年度における児童館、児童センター及び放課後児童クラブに係る
施設整備の国庫補助については、平成 23年 1月 26日 付け雇児育発第 01
26第 1号育成環境課長通知 「平成 23年度児童厚生施設等整備費の国庫補
助に係る協議等について」により、平成 23年度整備計画協議書の提出をお
願いしたところであるので、管内市町村にも当該整備費の積極的な活用につ

いて改めて周知いただき、 3月 1日 (火 )ま での協議書の提出をお願いした
い 。

なお、平成 23年度の協議書については、作成事務の簡素化等を図る観′点
から、協議施設の関連施設の種別の削減等の見直しを行つているところであ

る。 (関連資料 1参照 )

また、平成 23年度の国庫補助基準単価については、平成 22年度と同額
であり、交付要綱の改正は予定していないので、ご了知いただきたい。

(2)児童館、児童センターの機能強化について
① 児童館の機能について
児童館・児童センターは、地域にあつて①健全な遊びを手段として児童の

成長・発達を支援、②地域の子育て支援活動の拠点、③放課後児童の健全育

成活動の推進、④母親クラブなどの地域活動の支援、などを基本的機能とし

て実施されているところである。
また、当該施設は、専門性を有 した職員 (児童の遊びを指導する者)が配
置され、乳幼児から中高生まで地域のすべての児童を連続的に支援 していく
ことができる施設であるので、各市町村等において積極的な取組をお願いし

たい。

なお、平成 22年 3月 に報告 された 「児童館の活性化に関する調査研究
((財 )こ ども未来財団)」 等を踏まえ、平成 23年 2月 7日 に育成環境課に
おいて 「児童館ガイ ドライン検討委員会Jを立ち上げ、国としての 「児童館
ガイ ドライン」の作成に向け、検討を始めたところである。児童館において、
遊びを通 しての子どもの発達の促進や子育て支援活動等の役害Jが十分に発揮
されるよう取組を進めてまいりたい。

② 地方分権改革推進計画について
地方分権改革推進委員会 「第 3次勧告Jを受けて、閣議決定された地方分
権改革推進計画においては、児童館の最低基準は条例で都道府県等 (都道府

県、政令指定都市)力 定`めることとし、その際、児童福祉施設最低基準に第
38条に定める児童館の職員 (児童の遊びを指導する者)については、国の
基準と同じ内容でなければならない 「従 うべき基準Jと し、同第 37条、第
39条、第 40条に定める集会室、遊戯室、図書室等の設備の基準などにつ
いては、国の基準を参考にすればよい「参酌すべき基準」とすることとした。
これに伴 う所要の法律案について、平成 22年通常国会に提出され、現在継
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続審議中である。各地方自治体においては、今後、それぞれの条例により、

適切な基準を定め、弓|き 続き児童厚生施設の機能・役害1が確保 されるよう、

適切な措置を講 じていただくこととなるので、留意されたい。
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4.児童委員及び主任児童委員について

(1)円滑な児童委員・主任児童委員活動について
平成 22年 12月 1日 に、 3年に一度の民生委員・児童委員、主任児童委
員の一斉改選が行われ、 228, 550人 (う ち主任児童委員21,098人 )の
方の委嘱がなされたところであり、都道府県、指定都市、中核市をはじめ関

係各位に格段のご尽力をいただき厚 く御礼申し上げる。
全国的には、改選前を上回る委嘱がなされたが、依然 として定数を下回つ

ている市町村も見受けられる状況であり、適任者の確保について一層のご努

力を御願いする。

また、各地方 自治体におかれては、地域住民に対 して、児童委員、主任児

童委員制度の正 しい理解が得 られるよう努めていただくとともに、児童委員
。主任児童委員活動を円滑に行 うには、 日頃から地域住民の状況を適切に把

握 しておくことが重要であるので、必要な情報の提供に特段のご配慮をお願
いしたい。 (関連資料2参照 )
なお、児童委員、主任児童委員の活動の一助にしていただくため、児童委

員・主任児童委員 自己紹介用名刺型 リーフレットを一斉改選に合わせて、児

童委員に配布 したところであるが、本 リーフレッ トについては、厚生労働省
のホームページ (「行政分野ごとの情報Jの “子 ども 。子育て支援"→ “子育
て支援"→ “児童委員 。主任児童委員")か らも、ダウンロー ドが可能 となっ
ているため、必要に応 じ、自治体において増刷 していただく等活用いただい

きたい。
これまで、児童委員、主任児童委員を対象 とした研修事業等を、「地域子育
て環境づ くり支援事業」において、助成 してきたところであるが、 23年度
からは 「子育て支援交付金Jに より助成を行 うこととしたので、積極的にご
活用いただきたい。

(2)関 係機関との連携について
児童委員 。主任児童委員は、市町村の 「子どもを守る地域ネットワーク (要

保護児童対策地域協議会 )」 に積極的に参画するとともに、児童相談所や学校

等の関係機関と連携を図 り、地域の子 どもやその家族の実情を把握する等、

児童虐待防止の上で大きな役害1を果たすことが期待 されている。研修などの

様々な機会を通じて特段のご指導をお願いしたい。
なお、平成 22年 9月 に文部科学省とともに、各都道府県等の教育委員会、
家庭教育担当部局、児童福祉担当部局に対 し、「生徒指導、家庭教育支援及び

児童健全育成に係る取組の積極的な相互連携について」とい う連名通知を発

出し、学校における生徒指導や家庭教育支援、児童の健全育成に積極的な相
互連携を図り、一層の充実を御願いしたところである。各自治体においては、

教育委員会 と児童福祉部局、家庭教育支援団体、学校等の関係機関との連携
を強化 し、児童委員・主任児童委員が活動 しやすい環境づくりに努めていた

だきたい。

(3)地方分権改革について
平成 22年 6月 22日 に閣議決定された地域主権戦略大綱に基づき、児童
委員の研修に関する計画の作成義務 (児童福祉法第18条の2関係)に係る規定
を廃止する方向で、現在所要の法改正を検討 しているところである。
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5.母親クラブ等の地域組織活動等について

母親クラブや子育てNPO等 の地域組織については、地域における親子交流
。世代間交流をはじめ、子どもの健全育成の向上のための研修会の実施や子 ど

もの事故防止等のための活動など、多様な地域子育て支援活動を実施いただい

ているところであるが、 23年度からは 「子育て支援交付金」により母親クラ
ブ等の活動費の助成を行 うこととしたため、本交付金の活用も図りながら、引

き続き活動の推進に努めていただきたい。

6.児童福祉週間について

(1)趣旨について
子どもや家庭について社会全体で考えること、また、子どもの健やかな成長

について社会的な喚起を図ることを目的に、昭和 22年より、毎年 5月 5日 の
「こどもの日」から 1週間を「児童福祉週間Jと 定めて、児童福祉の理念の普
及 。啓発のための各種事業及び行事を行つてきている。

(2)児童福祉週間の標語について
平成 22年 9月 1日 ～ 10月 15日 にかけて、児童福祉週間の理念を広 く
啓発する標語を全国募集 したところ、管内市区町村をはじめ広 く周知いただ

く等ご協力いただき、御ネL申 し上げる。 5, 613作 品の応募があり、選考
の結果、次の作品を平成 23年度児童福祉週間の標語と決定した。

《平成 23年度児童福祉週間標語》

おいでおいでみんなで一緒に遊ぼうよ

(大瀬 美乃里さん 11歳 長崎県)
この標語を児童福祉週間の象徴として、広報 。啓発ポスターや、厚生労働

省のホームページ等で広く周知することとしているが、貴管内市区町村への

周知及び啓発事業、行事等に幅広くご活用いただき、児童福祉週間の趣旨等

について普及されたい。

(3)児童福祉週間の事業展開について
子どもが家庭や地域で心豊かに生活できる環境づくりが重要であるとの認識
の下に、児童福祉の理念の普及に努め、行政のみならず、民間企業、団体等の
一層の協力を得て、広報啓発活動を推進 していくこととしている。
また、地方 自治体における児童福祉週間の取組について、毎年お知 らせい

ただき、取 りまとめの うえ報道発表資料 としているところである。本年 も各

自治体における児童福祉週間に関連 した取組をまとめることとしているので、

貴管内市区町村の取 り組みについて、幅広くご報告願いたい。
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児童福祉文化財の普及について

社会保障審議会では、児童の健やかな育成に役立てるため、優れた出版物や

演劇、ミュージカル、コンサー ト等の舞台芸術、映画、放送、ビデオ等の映像
・メディアについて、推薦を行つてお り、各自治体の児童福祉主管部局、教育

委員会等に情報提供 している。厚生労働省ホームページ (「行政分野ごとの情

報Jの “子ども 。子育て支援"→ “子育て支援"→ “児童福祉文化財")には
最新の推薦児童福祉文化財一覧を掲載 しているので、児童福祉文化財の普及に

御協力を御願いしたい。
なお、子どもや子育て中の親子が集まる機会の多い保育所や児童館、図書館、
地域子育て拠点、乳幼児健診の場等で活用していただくため、児童福祉文化財

啓発ポスターを作成・配布 しているところであるが、 22年度は、文部科学省
にも協力いただき、小学校、中学校にも配布 したところである。本ポスターは

厚生労働省のホームページからも、ダウンロー ドできるので、活用いただきた
い。 (関連資料3参照 )

8.(財 )こ ども未来財団の事業について

(財)こ ども未来財団の実施する「子育て支援サービス事業費等」について
は、平成 22年 10月 の行政刷新会議 「事業仕分け」において、「子育てと仕
事の両立とい う本来 の目的に合致する施策に厳 しく絞 り込む」との指摘がな
されたところである。
この結果を踏まえ、「子育て支援サービス事業費等Jについては、すべての
子 育て家庭への支援に関する予算を見直し。圧縮を図るとともに、放課後児
童クラ ブなどの両立支援に資する事業に対 して予算を重点的に配分 し、平成
23年度予 算案へ反映 したところである。
小規模放課後児童クラブに対する助成等、引き続き、 (財)こ ども未来財団
に よる助成事業等の関係者への周知 。活用をお願いする。 (関連資料4参照 )
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[育成環境課 関連資料 ]
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（Ｖ鯉い５世卜●●ｏ輯）。却けЮ卜Ｋ騨ｐ＝●Ｎ＝卜ヽ簑覇く′世椰旧〈ｒ）

躍や綱＝椰Ｏ　ｏ

。却ロトこ＝

０世ま世“嗜Ｓ籠製薫尋′世椰世“ｒｅ部製“単メデ一湘ヽ製でヽ世駅“ｅ匈籠暑ｅ翠′
世測“椰（Ｎ）

。測ロトｔ＝０■ま，世“ｒｅ

器絲撻せ■′量仲世“ｒｅ＝椰埠調メデ一やヽ日Ю擬せ国せ騒椰策臣黒椰ＨＣＳ赳筆Ｋ′世

掏準識（５

躍Ｄ一■眠　Ｎ

。Ｎ日Ю卜■撃ツ曇ヾく世菜肛●Ｋｂ襄伸離摯Ｋ　ｒ

（翠＝く腱）

き円部

ホ）哄挙眠興Ｓ匈仲Ｒ邸Ｓ潟理Ｖ肛ヰ０壺ЮＯＳ中簗′壺Ｒ昼′壺暉民喫ｅＶＤ測梃昼ｓ堅枢Ｖ肛中（ヾ）

。ＮけЮ卜く腱榊（製卜）察挙眠Ｒｅ勾●螺繋ｅ継冊郡早

製Ｄ測縣狡枷期事樋〓ユ♯′劇雪暉＝′製悩′眠楔ＳＣ型ヾ図却＝暉Ｓ侵撫Ｓ晨興奪軍贅増ｅ締憫や

勾ヰ

，

ヽい０緊嗽

，

郵側Ｃ匈ヽい０劇雪部騰騒Ｓ遂颯喘一Ｒ軍イ一暉眠典ｅｖＤ測妥黒ｅ褒肛畑型（０）

。判日Ю卜く腱ユ“響いＬ伸暉劇Ｐひ当歴世理肛Ｓ■躙

′世ユ締回いＬ伸椰にい晨♯′む製悩（＝ぐ雄圏）肛薇Ｓ製♯♀回型Ｓ製華′世暉暉劇Ｓ肛歯製肛〈
倒）

（測日マトこＫＶＤ判単晨′世Φ姿‘●゛椰選世ｇ＃）。判日Ю卜く腱せ軍絶′Ｅ雄叫（ｒ）

暉＝回市民喫　∞

（暉創せ開螺３●むⅨ

枷昼準や゛く長卜‘）。却”マトく日枷叩靭椰昌鐸Юむ掟せぷ籠ド昼華撃剛秘増Ｉ一暉Ｗ靭椰Ｓ準（ゆ）

。却けマト測暉創む開製３゛む駆却Ｓ繹ｐ゛く長卜６′掟徴。測日縁卜く隧枷

′叩騰論籠攣昼準〓苗愕悩柵世“姿ｅ（０゛昌筆駆喋・世日）靭椰晨年〓どに（０）

′押勝離籠撃Ｓ撃崚蝶翔聯怜珊む“嗜Ｓ（Ｄ゛昌準世回）冊冊Ｓ奪鰈撻錮綸（ヽ）

′押唄縄蓼Ｓ繹Ｌ仰籠Ⅲむ“囀Ｓ＝冊Ｓ準世回（卜）

ユ却拘聞増中′世暉ぷ籠撃Ｓ撃撃翻開製（ヾ）

。劇

Ｉ
Ｊくヽく隧伸即洗佃興せ慰椰Ｓ“いＳ継椰螂準′壼世ｇ（　）Ｓ暉＝椰Ｈ（ｏ）

。判月Ю゛ユ繹旧蟹制ＳＫ畑ヽ側′世市ｅ暉椰旧Ｋ劇（Ｎ）

。■日Ю卜く隧Ｖ£枷や開撻籠撃輩Ｋ′Ｄく腱ぐｅ“嗜ｓ開鵜ф椰む二暉К（ｒ）

露黙“ｅ離沢“椰０　ヽ

。測りЮ卜К腱伸訃疑歯似串ｅ蝶

蝶黒ЖＫ′厳苺Ｓ螺奪累駅事′ま仲ｅ麟轟伸櫻腫できＥ製型世区肛燎′世暉黙部や製ｅ摯響習倅ば

暉瞑“Ｓ雲鵬０　０

。匈日Ю卜く腱枷Ｉ剛゛８Ｋ暉Ｃ却＝Ю‘ＶＯ゛匈製認Ｅ古゛Ｓ錮）コ壼■Ю卜眠冨

く劇駅暉せＳ●習聘開′く（歴古理歴′ユ♯）踵世理歴′壼暉雄肛Ｓ却長く眠ｅ劇雪暉せ匈肛世埋歴

暉和興０　り

。測日卜理榊凶繹訃そ壺ツヾ＝騨．凶繹訃〓むｐＮ＝峰′壼鱗雲橿籠Ｃ躍ヽ挙ｅ＝部製刑肛〈ヾ）

。匈＝Ю卜く

腱枷締繋“ス醸Ｓ計圏胆霞回ｂ氣案挙Ｓ櫻Ｅ・５縞Ｒ雲゛製£■聞製開製′逆暉哄挙Ｓ中ＥＲＰ（ｏ）

。却口Ю卜く腱枷計ヽ部製響ゴ凶ｅ預晨♯鱗ヨ岬中ｂ褻口‡Ｓ督増開製′む暉案挙Ｓ野習〈劇）

。却ロマトく腱枷柿ヽ挙Ｃ在郷回ホ壼製悩（計盤剛埋ｒせ凶輝訃そ）回轟胆

聞聞契劇Ц劇鴎収３や瑚ユや回古昴に緊枢侵撫ギコヽ製Ｄ製悠く

，

ど悟絲珊′壼暉右択撃剛〓ど据〈
，
）

軍計黙部Ｓ鱗雲旧開〇　ヾ

。却日Ю卜枷０■Ｓｐマト獅籠′↓

ｅ蜃い却「ｖ６ｏ■‘緊麟Ｓ撃剛撃開く士総ユ駆撃剛調Ｒ期Ц＝鴎」鍵刑機椰雄蛛卜騰螂麟優極嘔製係

椒駅・冊Ｆ眠凹卸暉ぶ期趾●回ＮＮЩ一せＯｒ侵叶′饉Ｖ３０ユ響察“撃測Ｓ躍漱ミ珊早撃開撻尽（０）

。測ロマト暉晨伸即く警Ｃ製Ｃや準盤伸′世せＡ　Ｖ′Ｄ却却ロマト＝古掏騨鮨

Ю卜珊悩世暉中Ｓ（ｒ）豪晨ｅ堅椰●枢′世ユ暉椰（便ネ）■Ⅸ“ｅ瓢聖縣狡′駆器絲鍵′製椰（ヾ）

。測日暉卜＝市伸騨鞘マト珊籠世暉中Ｓ（ｒ）豪晨ｅ襄＝●颯′世望準駆Ｓ輝

世回郎′騨Ｋ瑚Ｓ軍Ц日′躍製中昌撃（Ｆ蝉■・に輪製絆）鰈燦錮躊′騨絆瑚昼筆世回Ｓ駆撃剛秘螺（０）

。製けでヽく

“榊耶市“悩廿轟椰ｅфｒｃ器椰爆型′世世ｇ（　）Ｓ暉即〈似卜）■●＝Ｓ駆騨縣夜ｂ囃麒器椰縫（Ｎ）

（Ｖ鯉いＳ世卜●●ｏ鵬）。匈りЮ卜Ｋ椰ｐ悩●劇雲トバモ轟く′世繹旧（ｒ）

暉や＝靭椰ｅ　０

。測＝卜■面ド

０ユま世“呻ｅ開Ｒ轟■′二無む“やＳ聞Ｒ“澤メデつ伸Ｓ釧Ю馬Ｊ酬“ｅ測秘ＲＳ翠′世却“椰〈劇）

。測ロト●伸０■ま′世“警Ｓ

冊椰螂せ叫′世梓壼“宙Ｓ縦冊纏譲メデＪ榊測日

，

集せｕせ掻早くＥ薇椰ＨｅＳｕ‘Ｋイ一却饉議（〓）

暉Ｄヨ四　Ｎ

。却日Ю卜■撃ｐ晏ヾく世菜駆ｔ嘆６麒伸縄撃Ｋ　一
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(資料 2)

事 務 連 絡

平成21年 12月 22日

各

都道府県

指定都市 児童委員、主任児童委員事務担当者 殿
中 核 市

厚 生 労 働 省 雇 用 均 等・児 童 家 庭 局 育成 環 境 課

円滑な児童委員・主任児童委員活動について(依頼 )

児童委員、主任児童委員活動の推進につきましては、平素よりご協力を賜り厚く

御礼申し上げます。

さて、近年、少子化や核家族化に伴う育児不安や子育ての孤立化に加えて、児

童虐待をはじめ、いじめや不登校、少年非行等、支援を必要とする子どもや家庭を

めぐる問題が複雑化・深刻化している中、児童委員・主任児童委員は、住民の立

場に立ち、住民との信頼関係の中で子どもや子育て家庭への支援活動を行う地域

のボランティアとして活動を行つており、児童委員・主任児童委員に対する期待は

高まっています。

子育て家庭等が必要な時に児童委員・主任児童委員へ相談できる環境づくりが

求められているところあり、子育て家庭に「児童委員・主任児童委員」制度を周知

し、児童委員・主任児童委員についての理解を広げることが重要であると考えてい

ます。

このため、今般、平成 21年 12月 21日 付け雇児母発 1221第 1号 厚生労働省雇
用均等・児童 家庭局母子保健課長通知により、母子健康手帳の任意様式に児童

委員・主任児童委員の活動についての記述を盛り込んだところです (別 紙参照 )。

管内市区町村及び関係機関等に御周知いただき、地域住民に対して、児童委

員、主任児童委員制度の正しい理解が得られるようご配慮願います。

また、児童委員・主任児童委員活動には、日頃から地域住民の状況を適切に把

握しておくことが重要であることから、各 自治体におかれましては、活動の重要性を

ご認識いただき、円滑な活動に必要な情報の提供につき特段のご配慮をお願いい

たします。

(本 件担当 )

厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課

育成環境係 斉藤、岡田
TEL 0 3-5253-1111内 7905、 7910
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児童福祉文化財について
1.社会保障審議会による児童文化財推薦
社会保障審議会は、厚生労働大臣の諮間に対して答申や意見の具申を行う他、児童福祉法第8条第7項の規定により、児童の福祉の向上を図る
ために、芸能、出版物等の推薦を行い、又、それらの製作者や興行者に対して必要な勧告を行う権限が与えられている。

社会保障審議会福祉文化分科会は、平成13年 3月 23日 より児童福祉文化財の推薦を実施している。

児童福祉法第8条第7項

社会保障審議会及び都道府県児童福祉審議会は、児童及び知的障害者の福祉を図る
ため、芸能、出版物、がん具、遊戯等を推薦し、又はそれらを製作し、興行し、若しくは販

売する者等に対し、必要な勧告をすることができる。

2.児童福祉文化財の推薦業務
福祉文化分科会は、優れた作品・公演等の審査を円滑に行うため「委員会」を設置して

審議。福祉文化分科会は、3つの委員会で構成。推薦の決定が委任されている。

各委員会は、社会保障審議会の本委員、各分野における学識経験者の臨時委員と

専門委員若干名から構成されている。
出版物委員会 (図書等)

舞台芸術委員会 (演劇、ミュージカル、コンサート、舞踏等 )

映像・メディア等委員会 (映画、放送テレビ、ビデオ、CD等 )

推薦基準
・ 児童に適当な文化財であって、児童の道徳、情操、知能、体位等を向上せしめ、その

生活内容を豊かにすることにより児童を社会の健全な一員とするために積極的な効果
をもつもの。
・ 児童福祉に関する社会の責任を強調し、児童の健全な育成に関する知識を広め、
または、児童問題の解決についての関心及び理解を深める等、児童福祉思想の啓発普

及に積極的な効果をもつもの。
・ 児童の保育、指導、レクリエーション等に関する知識及び技術の普及に積極的な効果

をもつもの。

推薦数
平成21年度の推薦数 90点
出版物 :58点 舞台芸術 :14点 映像・メディア等:18点
平成21年度の特別推薦※ 16点
出版物 :6点 舞台芸術 :5点 映像・メディア等 :5点

※特別推薦 "・推薦作品の中で特に優れた作品

厚生労●省社無 春護会織麟
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ヽ
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平成23年度における(財 )こども未来財団による助成事業等

ω
一
劇

国 庫 補 助 事 業 名 事 業 内 容 主 な 内 容 (案 ) 照 会 窓 口

子育て支援サービス事業費等
民間企業やNPO等が行う放課後児童クラブ
の整備や商工会等が行う子育て支援活動な
どの取組を実施するための経費を助成する。

・放課後児童クラブ・子育て支援のための拠点
施設整備事業
・授乳室等整備費助成事業
・事業所内保育施設環境づくり支援事業
・商工会等児童健全育成活動助成事業
・コンサート・講演会等託児室支援事業

(財 )こども未来財団事業振興部
03-6402-4823

特別保育事業等推進施設の助成
延長保育や一時保育、夜間保育等の特別保
育事業等を実施する民間の保育所に対し、軽
微な改修工事等に要する経費を助成する。

・特別保育事業等推進施設助成事業
(財 )こども未来財団事業振興部
03-6402-4823

ボランティア育成支援等事業費

子育てNPO指導者や子育てサークルリー
ダー等の育成と資質の向上を図るための研修
等を行う。

。子育て支援者向け研修事業 (大規模研修会)
。子育て支援者向け研修事業 (ノ lヽ規模研修会 )
。地域子育て支援拠点研修事業
・企業関係者・団塊世代等の子育て支援協働推
進セミナー

(財 )こども未来財団研修事業部
03-6402-4821
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平成23年度放課後子どもプラン推進事業費補助金交付要綱 新 1日対照表  (案)
案正改

`〒

現

18文 科 生 第 586号
厚生労働省発雇児第 0330019号
平 成 19年 3月 30日

号

号

日

　

号

号

日

４

　

　

　

　

　

２

２

０

１

　

８

２

１

３

・ 。

３

　

．

１ 。

３

６

３ ３

月

　

８ ．

３ ３

月

第

０

３

　

　

。

３

第

　

　

第

第

罐
卿
嗜
　
け
卿
】

文
餡
２
　
文
齢
２

９
り
成
　
０
９
成

１
厚
平
　
２
厚
平
21文 科 生 第 719号 ‐

厚 生労働 省発雇 児 0331第 39号
平 成 22年 3月 31日

第四次改正  2 2 文 科 生 第   ※   号
厚 生 労 働 省 発 雇 児 ※ 第 ※ 号

平 成 ※ 年 ※ 月 ※ 日

文部科糊 次官

厚生労働事務次官

第
‐
次改正

第1_1次改正

第二次改正

殿

者硼 府縣 蒔

各 指定都市市長
中核市市長

号

号

日

　

号

号

日

９

　

　

　

　

　

４

６

１

０

　

２

０

１

０

　

　

　

　

　

０

８

０

３

　

３

・

３

５

３ ３

月

　

６

３ ３

月

第

０

３

　

第

０

３

を弟

　

　

第

生
児
年
　
生
児
年

科
類
９
　
科
梅
０

文
齢
１
　
文
齢
２

８
９
成
　
９
り
成

１
厚
平
　
１
厚
平

号

号

日

　

号

号

口

，
“
　

　

　

　

　

　

　

９^

８

２

１

　

９

３

．

．

。

３

　

１

第

３

１

３

月

　

７

３

月

８

３

　

　

　

　

　

３

０
９
成
　
１
鵠
成

２

厚

平

　

２

厚

平

文部科学事務次官

厚生労働事務次官

第 次改正

第二次改正

第二次改正

都道府県知事

各 指定都市市長
中核|lf市長
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ヽ
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改    正   案

蛹 4子どもプラン推進事業の国庫補助について         1         爛 餐f´どもプラン推進事業の国庫補助について

了̂どもを取り巻く環境の変化、家庭や地域のβ育て機能。教育力の低ドが指摘される中、1 了ど1)を取り巻く環境の変化、家庭や地域の子育て機能・教育力の低下が指摘される中、
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別  表 別  表

事業

名

1

lXう) 基準額

3

対象経費

4
補助率

事業

名

１

区

2

基準額

3

対象経費

4
補助率

放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
等

放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
費
等

放課後児童健
/TN育
成事業 (放謀後児

童クラブ)費

1)開設 日数 250日 以上
① lク ラブ(年間平均児童数10～ 19
人)当たり年額

② 卿 間平聯 童数20～ 35
人)当 た り年額
1,930,000円 ×か所数
③ T雨看万薫肇間平均児童数36～ 45
人)当たり年額
3,101,000円 ×か所数
④  lク ラブ (年間平均児童数46～ 55
人)当 たり年額
2,943,000円 ×力、折数
⑤  lク ラブ (年間平均児童数56～ 70
人)当たり年額
2,784,000円 ×か所数
⑥  lク ラブ (年間平均児童数71人以
上)当 たり年額
2,626,000円 ×か所数
⑦ 開設 日数加算額 (原則としてlH
8時間以上開所する場合 )
14,000円 ×251日 ～300日 まで~~~~の

250日 を超える日数
③ 長時間開設加算額
(ア)平 日分 (1日 6時間を超え、かつ
18時を越えて開設する場合)
260,000円 ×「18時を越える時
間Jの年間平均時間数

(イ)長期休暇等分 (1日 8時間を超え
て開設する場合 )
117,000円 ×「l H8時間を超え
る時間Jの年間平均時間数

放課後児
童クラブ
の運営に
Z、要な経
費 (飲食
物費を除
く。 )

1/3 放
課
後
児
童
健
今
育
成
事
業
等

放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
費
等

放謀後児童健全育成事業 (放課後児
童クラブ)費

1)開設 日数 250日 以上
①  lク ラブ (年間 F`均児童数 10～ 19
人)当 たり年額

②       翠錮童数20～ 35
人)当たり年額
1,885,000円 ×か所数
③ lク ラデで年間平均児童数36～ 45
人)当 た り年額

④

3,026,000円 ×か所数
1ク ラブ (年間平均児童数46～ 55
人)当 たり年額
2,873,000円 ×か所数
1ク ラブ (年間平均児童数56～ 70
人)当たり年額
2,719,000円 ×か所数

⑤

⑥  lク ラブ (年間平均児童数71人以
上)当たり年額
2,566,000円 ×か所数
⑦ 開設日数力‖算額 (原則として 1日
8時間以上開所する場合)
13,000円 ×251日 ～300日 まで

の250日 を超える日数
③ 長時間開設加算額
(ア )平 日分 (1日 6時 FH5を超え、かつ
18時を越えて開設する場合)
215,000円 ×「18時を越える時
間」の年間平均時間数

(イ )長期休暇等分 (1日 8日寺間を超え
て開設する場合 )
97,000円 ×「1日 8時間を超え
る時間Jの年間平均時間数

児
ブ
に
経
食
除

後
ラ
営
な
飲
を
＞

課
ク
運
要
＜
費

ｏ

放
童

の
必
費
物
く
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(2)特例分 (開設日数 200～ 249日 )
①  lク ラブ (年間平均児童数20人以
上)当 たり年額
1,859,000円 ×カリ折数

② 長時間開設加算額 (1日 6時間を
超え、かつ18時を越えて開設する
場合)
260,000円 ×「18時を越える時
間」の年間平均時間数

放課後子ど()環境整備事業費
現行のとおり (略 )

放課後 f‐
ども環境
整備事業
に必要な
経費

3 放 rl k後児童クラブ支援事業費
(1)ボ ランティア派遣事業
1事業当たり年額
469,000円 ×事業数

(2)放課後児童等の衛生 。安 /TN対策事
業
1市町村当たり年額 613,000円

(3)障害児受人推進事業 ~
1ク ラブ当たり年額
1,520,000円 ×か所数

放課後児
童クラブ
支援事業
に必、要な
経費

資
質
向
上
事
業
費

放
課
後
児
童
指
導
員
等

放課後児童指導員等資質 |`ll上 事業費
現行のとおり (略 )

放謀後児
童指導 it
等資質向
[1事 業に
必要な経
費

※放諜後 Fど も教室推進事業等

別紙様式 1～ 8 (略 )

(文部科学省所管分) は (略 )

(2)特例分 (開設 日数 200～ 249日 )
①  lク ラブ (年間平均児童数20人以
上)当たり年額
1,814,000円 ×か所数

② 長時間開設力‖算額 (1日 6時間を
超え、かつ18時を越えて開設する
場合)
215,000円 ×「18時を越える時
間」の年間平均時間数

2 放課後了ども環境整備事業費
(1)放課後児童クラブ設置促進事業
1事業当たり   7,000,000円

(2)放課後児童クラブ環境改善事業
1事業当なり   1,000,000円

(3)放課後児童クラブ障害児受入促進
事業
1事業当たり   1,000,000円

放課後了
ども環境
整備事業
に必、要な
経費

3 放課後児童クラブ支援事業費
(1)ボ ランティア派遣事業
1事業当たり年額
463,000円 ×事業数
放課後児童等の衛生 。安全対策事

1市町村当たり年額 584,000円
(3)障害児受人推進事業 ~
1ク ラブ当たり年額
1,472,000円 ×か所数

(2)
業

児
ブ
業
な

後
ラ
事
要

諜
ク
援
必
費

放
童
支
に
経

放資
課質
後向
児上
童事
指業
導費
員
等

放課後児童指導員等資質向上事業費

都道府県、指定都市、中核市 1か所
当たり年額      950,000円

放課後児
童指導員
等資質向
上事業に
必要な経
費

別紙様式 1～ 8 (1各 )
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1.国と自治体が一体的に取り組む待機児童解消「先取り」
プロジェクト [待機児童ゼロ特命チーム]について

(別冊参照 )
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2.多様な保育サービス等の推進について

延長保育や休 日保育等の多様な保育サービスについては、平成 22年 1月 に
閣議決定した 「子ども 。子育てビジョン」に基づき、平成 26年度までの具体的
な目標を掲げて重点的に推進 しているところである。

平成 23年度予算案においても、「子ども 。子育てビジョン」の目標の達成に
向けた必要な予算を計上するとともに、以下のとお り事業内容の見直し (改善 )

を図つているところであるので、積極的な取 り組みをお願いしたい。

あわせて、管内市町村及び保育所が地域における多様な保育需要に対する積極

的な取 り組みができるよう、特段のご配慮をお願いする。

(1)家庭的保育事業の推進について
家庭的保育事業については、平成 23年度予算案において、連携保育所経費
の増を図るとともに、家庭的保育補助者経費の加算を行い、家庭的保育事業の

取 り組みの拡大を図ることとしているので、積極的な取 り組みをお願いしたい。

さらに、「安心こども基金」において、家庭的保育の実施場所に係る改修費

の補助を実施する「家庭的保育改修事業」、家庭的保育者が自宅以外で保育を

行 う場合の賃借料の補助を実施する 「家庭的保育賃借料補助事業Jを実施 して
お り、平成 23年度においては、待機児童解消 「先取 り」プロジェク トに参加
する自治体においては、補助率の嵩上げ要件の緩和、賃借料単価の引き上げを

予定している。

また、市町村がNPO法 人等に委託 して実施する事業について、平成 21年
より安心こども基金を利用 して試行的に行われてきたが、平成 23年度からは、
保育対策等促進事業の委託先の要件を緩和することにより実施する予定である

ので、ご留意願いたい。

なお、これ らの経費は、グループ型小規模保育事業も同等に取 り扱 う予定と

しているので、将来の需要を見込み、積極的な事業の推進をお願いしたい。

《主な改正点》 (関連資料1参照 )

① 平成 23年度予算案
連携保育所経費の増、家庭的保育補助者経費の加算

② 安心こども基金 (改修事業、賃借料補助事業 )
待機児童解消 「先取 りJプロジェク トに参加する自治体において、平成
23年度より補助率の嵩上げ要件の緩和、賃借料単価の引上げを予定
③ NPO法 人等への事業委託
安心こども基金にて試行的に実施 していたNPO法 人等への委託につい
て、平成 23年度より保育対策等促進事業の要件緩和にて実施予定
④ i_4携先機関の拡大 (平成22年 11月 から)

相談 0指導、代替保育等、家庭的保育者への支援を行 う「連携保育所」
の規定について、一定の要件を満た した幼稚園についても認め、また、

市町村自らが支援体制を図る場合においても国庫補助対象とした。
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(2)病児・病後児保育事業について
① 非施設型 (訪問型)について
平成 23年度より医療機関・保育所等にて実施する施設型に加えて、非
施設型 (訪問型)をモデル的に実施することとしているので、積極的な取 り
組みをお願いしたい。

その内容は、看護師等が医療機関等と連携 し、対象児童の自宅に訪問する

事業を実施するとともに、その安全性、安定性及び効率性等について検証

するための事業を行 うこととしている。 (関連資料2参照 )

② 利用料について
本事業に係る利用料については、事業費の 2分の 1相 当の額が適当である
と周知 しているところであるが、低所得者 (生保世帯、市町村民税非課税
世帯)に対 しては、実施施設の判断により利用料の減免ができるよう、平成
21年度より減免分についても国庫補助することとしているので、引き続き、
適切な利用料の設定を行っていただくよう、管内市町村及び実施施設への

周知方よろしくお願いしたい。

③ 体調不良児対応型の実施要件について
体調不良児対応型については、これまで実施要綱に定める要件のほか、
採択基準 (国庫補助を受けるための要件)を別途定めていたところであるが、
平成 23年度においては、これ らの要件について、実施要綱に新たに規定
することとしたので、ご留意願いたい。 (関連資料3参照 )

(3)保育所運営費の改善について
待機児童の解消を図るため、「子ども 。子育てビジョン」に基づく保育所等
の受入れ児童数 (毎年約 5万人)の増に伴 う運営費の拡充を図ったところで
ある。

また、平成 23年度より、 4月 2日 生まれの児童に対する保育単価の適用
年齢を見 10~し、学校教育法に基づくクラス編制の実態との整合性を図ることと

している (関連資料4参照)力 、`詳細な取扱いについては、 2月 末を目途に
お示 しする予定の交付要綱等の改正 (案)を ご覧いただきたい。

(4)いわゆる「宅幼老所」をはじめとする共生型サービスの推進について
共生型サービスには、個々のニーズに応 じたきめ細かなサービスを提供する
ための地域ケア拠′点として、高齢者や児童などが、住宅地等に立地 した安全に

配慮された建物で、かつ家庭的な雰囲気の中で運営する取 り組みなどがあるが、

今国会において、菅総理から、これ らの 「共生型サー ビス」の推進は重要な

方向であり、高齢者、児童などの各種施策を生かしながら、地域の実情に応 じ

た創意工夫ある取 り組みを評価 し支援 していく旨の答弁があったところで

ある。

lyllえ ば、長野県では、身近な生活圏域に居住する高齢者、障害児・者、乳幼

児などが小規模で家庭的な雰囲気の中で、個々のニーズに応 じたサー ビスを
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受けることのできる「宅幼老所」と呼ばれる取 り組みを県単独事業として実施

している。

現行制度において、こうしたいわゆる「宅幼老所」を運営する場合、子育て

支援施策の観点からは、所要の要件を満たせば、子育て支援交付金 (仮称)の
「一時預かり事業」の対象となりうることなどから、各都道府県におかれては、

管内市町村に対 し、こうした取 り組みや当該支援制度の一層の活用を周知 して

いただき、指定通所介護事業所の取 り組みと併せた 「宅幼老所」など、地域の

実情に応 じた創意工夫ある取 り組みの普及推進につなげていただきたい。

358



3.幼保一体化について

(1)認定こども園の状況について
認定こども園の認定状況については、平成 18年 10月 1日 の法律施行以来、
平成 22年 4月 1日 現在で 532件 の認定があり、今後、 2, 000か 所以上
とすることを目標 としているところである。 (関連資料5参照 )

各都道府県におかれては、今後 とも、利用者や事業者 (施設)等の視点に
立ち、認定こども園に関する窓国の一元化等、関係機関相互の密接な連携協力

を図るなど、認定こども園の設置促進に向けて積極的な取り組みをお願いしたい。

特に、会計処理、税制上の取扱いについては、「社会福祉法人が設置 。経営

する認定こども園に係る会計処理の取 り扱いについて」 (平成19年 4月 6日 雇児

保発第0406002号 )、 「認定こども園の税制上の取扱いに関する留意事項につい
て」 (平成 19年 4月 20日 19初幼教第5号・雇児保発第0420001号‐)を踏まえ、市
区町村及び事業者等の制度に関する認識を深めるため、情報提供や普及啓発に
ついて、格別の配慮をお願いしたい.
なお、国においても、厚生労働省 と文部科学省が連携 して幼保連携推進室を

設置 し、認定こども園に関する照会への一元的な対応やホームページを通 じた

情報提供等を行つてお り、全国の認定こども園に関する情報や関係法令、通知

等を随時掲載 しているところである。各都道府県におかれては、認定予定状況
をはじめ、関連する情報を幅広く提供されたい。

(参考 )

○ 幼保連携推進室ホームページ http://www.youho.go.jp/index.html
O 幼保連携推進室メールア ドレス info@youho.go.jp

(2)幼保一体化の検討ついて
政府 としては、幼保一体化を含む子ども 。子育て新システムについて、平成
22年 6月 29日 に少子化社会対策会議において決定された 「子ども 。子育て
新システムの基本制度案要綱」に基づき、幼保一体化の具体的な制度の詳細に
ついて、 「子 ども 。子育て新システム検討会議」の下に置かれた幼保一体化
ワーキングチームを中心に検討 しているところである。
今後、所要の法案を国会に提出するため、更に検討を進めていくが、子ども
。子育て新システムの実施主体は市町村であることから、制度の施行に向け、
各都道府県、市町村 との緊密な連携を図る必要があると考えてお り、情報提供
等積極的に行つてまいりたい。
なお、これまでのワーキングチームにおいて提出された資料や議論の経過等
については、とりまとめである内閣府のホームページにおいて、公開している
ところであるので、各都道府県におかれては、関連する情報を幅広くご承知
いただきたい。

(参考 )

○ 内閣府 子ども 。子育て検討会議ワーキングチーム開催状況
http://www8.cao.go.jp/shOushi/10mOtto/08kosodate/wg/index.html
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4.地域主権改革及び構造改革特区について

(1)地域主権改革について
① 地域主権改革推進法案 (平成22年通常国会提出)について
平成 21年 10月 の地方分権改革推進委員会 「第 3次勧告」により、保育
所の基準について、廃止又は条例委任するとされたことを受けて、同年 12
月に 「地方分権改革推進計画Jを閣議決定したところである。 「地方分権
改革推進計画Jにおいては、保育所の最低基準は条例で都道府県等 (都道府
県、政令指定都市、中核市)が定めることとし、その際、保育士の配置基準、
居室の面積基準、保育の内容 (保育所保育指針 )、 調理室などについては、

国の基準と同じ内容でなければならない 「従 うべき基準」とし、屋外遊戯場

の設置、耐火上の基準などのその他の基準については、国の基準を参考に

すればよい 「参酌すべき基準」とすることとした。ただし、居室の面積基準

については、東京等の一部の地域に限 り、待機児童解消までの一時的措置と

して、合理的な理由がある範囲内で、国の基準と異なる内容を定めることが

できる 「標準」とすることとした。 (関連資料6参照 )

これ らに係る所要の法律案は、平成 22年通常国会に提出されてお り、
現在継続審議中である。今後、それぞれの条例により、適切な基準を定めて

いただく必要があり、その際には、引き続き保育の 「質Jが確保されるため
に適切な措置を講 じていただくようお願いしたい。

② 今後の地域主権改革について
平成 22年 6月 22日 に 「地域主権戦略大綱」が閣議決定されたが、大綱
においては、地域主権改革の推進に関 して、当面講ずべき必要な法制上の

措置その他の措置が定められたほか、今後おおむね 2～ 3年を見据えた改革
の諸問題に関する取組方針が明らかにされたところである。

保育施策に関しては、児童福祉法の規定により特定都道府県及び特定市町

村において策定 している保育計画の公表について、関連する規定を努力・

配慮義務化する方向で、現在所要の法案について、検討 しているところで

ある。 (関連資料6参照 )

(2)構造改革特区について
① 保育所における給食の外部搬入について
「公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業」については、平成

22年 2月 4日 の構造改革特別区域推進本部評価・調査委員会における結論
として、 3歳以上児については、地域を限定することなく全国において公 。

私立ともに外部搬入方式を採用することを可能とし、3歳未満児については、
公立のみについて、引き続き特区の認定を受けた市町村に限り外部搬入方式

を採用することが可能 (私立は自園調理)と の意見がとりまとめられた。
これを受けて、平成 22年 6月 1日 に、関連する省令改正を行つたところ
であり、各都道府県に対 しては、 「保育所における食事の提供について」
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(平成22年6月 1日 雇児発0601第 4号)において、通知 したところである。
(関連資料7参照 )

家庭における食育の機能が低下している中で、保育所において乳幼児期か

らの適切な食事のとり方や望ましい食習慣の定着、豊かな人間性の育成等に
ついて、しっか りと実施 していくこ_と が求められる。各市町村におかれては、
これらの観点を踏まえ、適切な給食の提供をお願いしたい。

② 保育所における保育士配置要件の緩和事業 (看護師等の配置)について
これまで、保育所の保育士の配置に関して、乳児を 6人以上入所 させる
保育所が、乳児の保育に看護師を配置 している場合は、 1名 に限り、保育士
の配置基準上保育士と見なしてよいこととしていたところ、乳児 6人未満を
保育する場合においても、同様の措置を行えるよう、構造改革特区の提案が

あつたところである。
これを受けて、「「明日の安心と成長のための緊急経済対策」における構造

改革特区に係る臨時提案等に対する政府の対応方針J(平成22年 6月 2日 構造
改革特別区域推進本部決定)に より、「保育所における看護師配置補助要件
の緩和」が新たに特区において講 じるべき規制の特例措置として決定された。
(関連資料8参照 )

厚生労働省としては、平成 22年 10月 14日 に、所要の省令改正を行つ
たところである。各都道府県におかれては、本事業が円滑に実施できるよう、
特段のご配慮をお願いしたい。

③ 保育所を運営する法人の評議員の設置及び経理区分の明確化の緩和について
「「明 日の安心 と成長のための緊急経済対策」における構造改革特区に

係る臨時提案等に対する政府の対応方針」において、保育所を運営する社会
福祉法人が一時預かり事業又は地域子育て支援拠′点事業を行 う場合について

は、評議員会の設置及び経理区分の明確化の適用を除外するとされた。
これを受け、 「「社会福祉法人の認可について」の一部改正について」
(平成22年 10月 14日 雇児発1014第 3号)及び 「「保育所における社会福祉法人
会計基準の適用について」の一部改正についてJ(平成22年 10月 14日 雇児保
発 1014第 1号)において、保育所を経営する事業と併せて、一時預か り事業
又は地域子育て支援拠′点事業を行つている社会福祉法人については、評議員
会の設置及び各事業の経理区分の明確化を求めない旨通知 した ところで
ある。 (関連資料8参照 )

各都道府県におかれては、これ らの通知の趣旨をご理解の上、保育所を

運営する法人の適切な指導監督に努めていただくようお願い したい。
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5.保育所等における安全管理及び事故防止について

保育所及び認可外保育施設における児童の安全管理については、従前よりご

尽力いただいているところであるが、思いもよらぬ原因により尊い命が失われる

事故等が発生している。

近年、発生した死亡事故等の主なものは、

① 午睡中に保育士が異変を発見し、病院搬送後亡くなった。
② おやつをのどに詰まらせ、窒虐、し亡くなった。
③ ポット等が倒れてお湯がかか り火傷。

等であり、様々な状況下で事故等が発生 している。

今後とも、貴管内の保育所等に対し、事故の発生防止に努めるよう指導方お願

いする。

また、「保育所保育指針J(平成20年3月 28厚生労働省告示第141号)の 「第 5章
健康及び安全Jに基づき適切に対応するようお願いしたい。
なお、 「保育所及び認可外保育施設における事故の報告についてJ(平成22年
1月 19日 厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知)に より事故等が発生
した場合の報告様式を定めているので、引き続き周知徹底を図るとともに、迅速

な報告をお願いする。

(参考 )

○ 平成21年 12月 から平成22年 12月 までに厚生労働省に報告があった
事故件数  50件

骨折 死 亡 火 傷 そ171他 意識不明 計

認可保育所 28 5 2 3 0 38

認可外保育施設 3 7 0 0 ９
″ 12

(厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課調)
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6.保育所におけるア レルギー対応ガイ ドラインの策定について

平成21年 4月 1日 に施行された「保育所保育指針」において、健康及び安全
についての規定の充実と、「保育所保育指針解説書」でのアレルギー対応につい

ての明記が図られたところである。

また、保育所保育指針の告示化と同時に策定された 「保育所における質の向上

のためのアクションプログラムJにおいて、平成 22年度中に 「保育所における
アレルギー対応ガイ ドライン (仮称)Jについても策定することとされた。
現在、アレルギー対応ガイ ドライン作成検討会において、ガイ ドラインの内容

について検討 しているところ (関連資料9参照)であり、平成 22年度中に策定
。公表 し、各都道府県等あて通知する予定である。各都道府県におかれては、

子どもの健康と安全を確保する観点からも、このガイ ドラインを参考に、アレル

ギー対策について万全の対応を図られるようお願いしたい。
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7.認可外保育施設に対する指導監督について

事業所内託児施設を含む認可外保育施設の指導監督については、児童福祉法

第 59条及び 「認可外保育施設に対する指導監督の実施についてJ(平 成 13年
3月 29日 雇児発第 177号)に より行われているところであるが、平成 20年度の
認可外保育施設の点検結果においては、都道府県知事等への設置の届出等が

義務づけられている施設 (届 出対象施設)の うち、認可外保育施設指導監督
基準に適合 している施設は 52%(1,965か所 )、 届出対象施設の うちベ ビーホ
テルについては、基準に適合 している施設が 37%(519か 所)であり、平成
22年度から改善 したものの、依然 として低い水準にある。
一方で、多数の死亡事故が発生 しているほか、滞在期間が数年にもわたる

長期滞在児の存在が明らかになるなど、認可外保育施設に対する適切かつ厳正

な指導監督の徹底が改めて必要不可欠である。
このため、都道府県等におかれては、改めて児童福祉法及び認可外保育施設

指導監督基準に基づ く指導監督の徹底を図るとともに、特に改善を求める必要

がある施設に対 しては、

① 改善状況を確認す るため、必要に応 じて施設の設置者等に対す る出頭
要請や、施設に対する特別立ち入 り調査を行 う、

② 改善指導を繰 り返 し行つているにもかかわらず改善の見通 しがないなど
の悪質な場合には、児童福祉法第 59条第 3項に基づ く改善勧告を行 う、

等、速やかに改善がなされるよう厳格な措置を講 じるなど、届出対象であるか

否かにかかわらず、適切な指導監督の実施をお願いする。

さらに、急な事業廃上により、保育を利用する者が緊急に他の保育手段を選ぶ

必要が生 じることなどによつて、子どもの育ちに影響を与えるなど、不適切な

事例が生じていることも踏まえ、特段のご指導をお願いしたい。

また、児童の生命又は身体の安全を確保するために緊急を要する場合で、

あらか じめ都道府県児童福祉審議会の意見を聴 くい とまがない ときは、当該

手続 を経ないで事業停止又は施設閉鎖を命 じることができることとされて

お り、施設の施設長や設置者が利用児童に虐待を加 え、危害を及ぼ している

ことが明白である場合などは、こういつた緊急時に該当すると想定されるので、

特段の配慮をお願いしたい。
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家庭的保育事業の充実について

家庭的保育事業とは

保育士又は研修により市町村長が認めた家庭的保育者 (保育ママ)が、保育所等と連携しながら自身の居宅等において少数の主に3歳未満
児を保育する事業 (平成12年度に、保育需要の増に対応するための応急的措置として創設 )

子どもE子育てビジョン等により、家庭的保育の拡充が言及される一方、実施自治体が少なく、普及が進んでいない。(21年度実績 (交付決定
へ
゛
―ス)【実施自治体数】27、 【保育ママ数】223、 【利用児童数】828(地方単独施策【保育ママ数】917、 【利用児童数】1,764))

課 題

・家庭的保育者への支援体制の不足

(巡回指導・相談体制、家庭的保育

者の休暇時の代替保育の確保等)

・事故発生時の保証の体制

・家庭的保育者のなり手がいない

口実施自治体が少ない

改善内容 (平成20年度 )

・家庭的保育者を支援する専任職員

の配置

・補助単価の見直し(賠償責任保険料

の追加 )

・補助単価の見直し(俸給の引上げ等 )

・対象児童数の増

改善内容 (平成21年 3月 ～ )

・個人実施型の対象児童の年齢を3歳未満から就学前に
引上げ

・家庭的保育者自身に養育する児童がいないこととする要
件を撤廃

・連携保育所に最低基準を満たす認可外保育施設を追加

・家庭的保育支援者の配置基準の引下げ

平成23年度予算案

予 算 額 :3,501百万円 (H22予算 2,787百万円)
対象児童数 :10,000人
事業の委託先 :家庭的保育者又
口家庭的保育者 :約 52,000円 (児童 1人当たり月額 )
・連携保育所 :約200万 円 (年額 )
・家庭的保育支援者 :約450万 円 (年額 )
・家庭的保育補助者 :約 25,000円 (児童 1人当たり月額 )

「安心こども基金」

等における対応
口平成20年度補正予算で都道府県に設置された「安心こども基金」において、家庭的保育事業を推進するため、実施場所に係る
改修事業、賃借料補助事業及び家庭的保育に対する研修事業を実施 (平成22年度実施分まで一括計上 )
・緊急雇用対策において「安心こども基金」を活用したNPO法人等による家庭的保育の試行事業を実施
口平成21年第2次補正予算により実施場所に係る改修費、賃借料について、一定の条件により基準額の増及び補助率の嵩上げ
口「新成長戦略に向けた3段構えの経済対策」において、一定の条件を満たす幼稚園等についても連携機関の対象とした。    菫
※ 平成23年度より、複数の家庭的保育者が同一の場所で実施する事業について、現物サービスを拡充するための新たな交付金にV
より実施予定。また、安心こども基金を積み増し、賃借料の嵩上げ等を行う予定。

事業の法定化

○「児童福祉法等の一部を改正する法律」(平成20年 12月 3日法律第85号 )
により、家庭的保育事業を法定化 (平成22年4月 1日 施行 )

・保育士に限らず、研修により市町村長が認めた者へ資格要件を拡大

○「児童福祉法施行規則等の一部を改正する省令」(平成21年厚生労働省令

第150号 )及び「家庭的保育の実施について」(平成21年 10月 30日雇児発第

1030第 2号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知)により、実施基準及

びガイドラインを策定
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病児・病後児保育事業 (非施設型 (訪間型))について
施設型

(新規)非施設型(訪問型) 体調不良児対応型
病児対応型 病後児対応型

事 業 の 体 系
地域の子どもを対象に病児を受入

(病後児も対応可)
地域の子どもを対象に病後児を受入 病児対応型・病後児対応型と同様 自園の子どもを対象に体調不良児への対応のほか、保育所入所児童に対す

る保健的な対応や地域の子育て家庭等に対する相談支援を実施

実 施 主 体 市町村又は市町村が適切と認めた者

対 象 児 童

当面症状の急変は認められないが、病気
の回復期に至つていないことから、集団保
育が困難であり、かつ保護者の勤務等の
都合により家庭で保育を行うことが困難な
児童であって、市町村が必要と認めた小
学校3年生までの児童

病気の回復期であり、かつ、集団保育が
困難で、かつ、保護者の勤務等の都合に
より家庭で保育を行うことが困難な児童で
あつて、市町村が必要と認めた小学校3
年生までの児童

病児対応型・病後児対応型と同様
事業実施保育所に通所しており、保育中に微熱を出すなど体調不良となつた
尼童であって、保護者が迎えに来るまでの間、緊急的な対応を必要とする児
童

実 施 場 所 病院・診療所、保育所等 利用児童 (保護者)自 宅 保育所

実

施

要

件

設 備 基 準

・病院・診療所、保育所等に付設された専用スペース又は本事業のための専用施設
であること
・保育室及び児童の静養又は隔離の機能を持つ観察室又は安静室を有すること
・調理室を有すること(本体施設等の調理室との兼用可)
・事故防止及び衛生面に配慮されているなど、児童の養育に適した場所とすること

・保育所の医務室、余裕スペース等で、衛生面に配慮されており、対象児童の
安静が確保されている場所とすること

人 員 基 準
・看護師…・利用児童おおむね10人につき1名以上配置すること
,保育士…・利用児童おおむね3人につき1名以上配置すること

・看護師または一定の研修を受けた保育
±1名以上
・看護師または一定の研修を受けた保育
±1名に対し、子ども1名程度

・看護師等を常時2名以上配置
ただし、次のア～工いずれかの要件を満たす場合には、体調不良児の看護
を担当する看護師等を1名 以上配置
ア 延長保育を2時間以上実施している保育所
イ 夜間保育所
ウ ヘき地(山間地・離島・過疎地)に所在する保育所
工 1日 自園型実施保育所
・預かる体調不良児の人数は、看護師等¬名に対して2名程度とすること

そ の 他

・集団保育が困難であり、かつ、保護者が家庭で保育を行うことができない期間内で
対象児童の受け入れを行うこと

(この他に、留意事項として医療機関との連携、感染の防止の規定あり)

・報告書の作成

※上記の他、医療との連携等について、
規定

・実施保育所における児童全体の健康管理・衛生管理等の保健的な対応を日
常的に行うこと
・地域の子育て家庭や妊産婦等に対する相談支援を地域のニーズに応じて定
期的に実施すること
(この他に、留意事項として医療機関との連携、感染の防止の規定あり)

負 担 割 合 国 1/3都道府県 1/3市町村 1/3 (国 1/3指定都市・中核市 2/3)

（腑
羊
じ



体調不良児対応型の実施要件について

O 病児 口病後児保育事業実施要綱 (抄 )

ω
0
0

改正後 (案 )

5 実施要件
(3)体調不良児対応型
① 看護師等を常時 2名 以上配置すること。
ただ し、次の (ア )～ (工 )いずれかの要件を満たす場合には、体
調不良児の看護を担 当する看護師等を 1名 以上配置することc
ア)本通知別添 6「 保育促進事業 |(以 下、「 保育促進事業

Jの 実施 要件を具

の給与 に関す る法律 (日イイ和 25年 法律 143号 )

こあっては 19年 度 よ り

②  (略 )

③  (略 )

④  (略 )

⑤  (略 )

実施要件
)体調不良児対応 Ill l

① 体調不良児の看護を担当する看護師等を 1名 以上配置すること。

`参

考ノ体調不要〃ガか
‐
■■採夕X4`γう受22年 2〃 25″ ″事務連絡ソ

ο 看護絲 r″健師・功ど
"〃
看護自輌を含む。ノを″″ 2多〃■夕どι

ていろ″れ″
O Zf″ 声を′″間以上実施 ιaヽ 6深 訪グ

`滋

z、 ど 2ソ
0 反間深肯所 僣 θソ
0 へまを 作/洋昇哲・膠′亭・辺″″ノだ

"す
る深れ″ 催 イノ

θ ≠炭ノクケ疫務 ご″麿分 (″″周″実施″浄フ刀
″ ′ √深 声ガ策 争″″ 業の実施 だついてノ

`平
成 2θ ケ δ〃 θ/7

〃蒼券争θ6θ 9θθ′ゲをタノの〃添 δ √をf深 芦燿ご 事業ノ /ご遊・める
々深がだご事

‐
業の店義だ基づま′″間以上に f深 育実施 ιている

深浄うフ
r

″′ 公立 /R‐ が″ /c~あ っては″ 7ど 層争の要〃を真″ナろ深弩りiであっ
て、ル
‐
ηl″かを当ど詔ろ深浄/74

″て9 √深 F―~気
=策
γκ畔 の動 だついてノ r―ん″2 θttδ ガθ/7

〃発多
‐
θ6θ9θθ′;J初 のF/7啄 2√夜間深育推進真勤 1/2実施要

を実″する深言所
だ イ  投 霧 //瀦貞のを与だ〃すろ法″ r″ X/725年法″″ 7イ θ;ノ
第 ゴθ姿の2第 7石のオにようわ %″ 好 当の支給 を受 /ノ ている
多

`ス

事1院規員」θ―JJ男=1表)″ らヽ≠〃イ肋内だ所在 ナろ深蔑〃

② 預かる体調不良児の人数は、看護師等 1名 に対 して 2名 程度とする
ことc
③ 本事業の実施場所は、保育所の医務室、余裕スペース等で、衛生面
に配慮されており、対象児童の安静が確保されている場所とすること。
④ 本事業を担当する看護師等は、実施保育所における児童全体の健康
管理・衛生管JI「等の保健的な対応を日常的に行 うこと。
⑤ 本事業を担当する看護師等は、地域の子育て家庭や妊産婦等に対す
る相談支援を地域のニーズに応 じて定期的に実施すること。

の 2第 1項 の規 定 に て

（踏
羊
３



【現行】4月 2日生まれの児童に対する年齢区分(クラス編制)の取扱い

ω
劇

〇

「年齢計算に関する法律」・…年齢は出生の日よりこれを起算し、起算日に応答する日の前日をもつて満了する

誕生日の前日に年齢が加算されることになつている

【(例 )4歳の誕生日を迎える児童の場合のクラス編制】

基づく

|【
4/1から保育所に入所する場合】

|・  4/1に おいて、4歳に達していなければ
l n歯
lF

・ 4/1において、4歳に達していれば4歳児

誕生日     4/1        4/2 4/3

O学 校教育法に基づくクラス編制

「
「
ン1乃ち動確離入薗銘場合r一一一―|

|・虎観記左壼躍聾題麗鉱 |

|・戒観        |
L_________……………―――――̈――――̈―――――: （ヽ

羊
ヽ
）

4/3生まれ の児童
・ 月1日の4/2に 4歳に
達する。
・ 保育の実施がとられ

た日の属する月の初

日である4/1時点で1ま

3歳児。

4/1生まれの児童
・ 前日の3/31に 4歳に

達する。
・ 保育の実施がとられ

た日の属する月の初

日である4/1時 点では

4歳児。

4/2生まれの児童
・ 前日の4たに4歳に

達する。
・ 保育の実施がとられ

た日の属する月の初

日である4/1時点では

4歳児。

4歳以上児

4歳児クラス

4/1生まれの児童
・ 前日の3/31に 4歳に

達する。
・ 学年の初めである

4/11ま『満4歳に達し

た日の翌日(4/1)以

後』のため、4歳児

3歳児クラス 3歳児クラス

4/2生まれ の児童
・ 前日の4/1に 4歳に

達する。
・ 学年の初めである

4/1は『満4歳に達し

た日の翌日(4/2)以

後』ではないため、

3歳児クラス。

4/3生まれの児童
・ 前日の4/2に 4歳に

達する。

・ 学年の初めである

4/1は『満4歳に達し
た日の翌日(4/3)以

後』ではないため、

3歳児クラス。



「認定こども園」とは

○幼稚園、保育所等のうち、以下の機能を備えるものを都
道府県が認定

①教育及び保育を一体的に提供
(保育に欠ける子どもにも、欠けない子どもにも対応 )

②地域における子育て支援の実施
(子育て相談や親子の集いの場の提供 )

認定こども園制度の概要 認定状況

各都道府県の認定状況
(幼保連携推進室調べ (平成22年 4月 1日 現在 ))

ω
劇
一

（踏
章
９

(幼保連携推進室調べ (平成22年4月 1日 現在 ))

認定件数
(内訳 )

幼保連携型 幼稚園型 保育所型 地方裁量型

532 241 180 86 25

都道府県
認
定

数
都道府県

認
定
数
都道府県

認
定
数

北海道 32 石川県 7 岡山県 6

青森県 4 福井県 2 広島県 14

岩手県 山梨県 2 山口県 3

宮城県 2 長野県 8 徳島県 2

秋田県 20 岐阜県 3 香川県 1

山形県 7 静岡県 5 愛媛県 10

福島県 12 愛知県 9 高知県 10

茨城県 22 三重県 1 福岡県 14

栃木県 8 滋賀県 14 佐賀県 20

群馬県 21 京都府 0 長崎県 37

埼玉県 13 大阪府 13 熊本県 2

千葉県 15 兵庫県 31 大分県 7

東京都 51 奈良県 4 宮崎県 17

神奈川県 25 和歌山県 6 鹿児島県 24

新潟県 10 鳥取県 0 沖縄県 0

富山県 5 島根県 2 合  計 532



地域主権改革 (保育所関係)について

21響二10月 7

保育所の基準について、廃止又は条例委任する。

ω
劇
Ｎ

O地 方分権改革推進計画の内容く平成盆1年 12月 15日爾議決定)
保育所の最低基準は条例で都道府県、指定都市、中核市が定める。その際、

1.〇保育士の配置基準  ○居室の面積基準 (手L児室1.65面、ほふく室3.3面、2歳以上の保育室1.98r)
○保育の内容 (保育指針)、 調理室 (自園調理)

などについては、国の基準と同じ内容でなければならない。

2.○屋外遊戯場の設置  ○必要な用具の備え付け ○耐火上の基準
○保育時間 ○保護者との密接な連絡
などについては、国の基基盗参考にすればよい。

3.ただし、居室の面積基準については、東京等の一部の地域に限り、待機児童解消までの一時的な措置として、合理的な
理由がある範囲内で、国の基準と異なる内容を定めることができる。

→ 地域主権改革推進整備法案 (平成22年 3月 5日 閣議決定)を、第174回通常国会に提出。 ⇒ 衆議院で継続審議

→ 所要の法案について検討中。

○ 地域主権戦略大綱の大容 (平成22年6月 22日鷹議決定)
特定者F道府県及び特定市町村の策定する保育計画の公表について、現行制度で年1回以上の公表が義務づけられていた
ものを、努力義務化する。



保育所における給食の外部搬入方式について

○「構造改革特別区域において講じられた規制の特例措置の評価に係る評価・調査委員会の意見に関する
今後の政府の対応方針」※1(平成22年 3月 25日構造改革特別区域推進本部)に基づき、保育所における
3歳以上 児に の提供について | 22年 6月 1 ことを百
とした。【児童福祉施設最低基準第32条の2】

※1 3歳以上児に対する給食については、特区における規制の特例措置の内容・要件のとおり、全国展開を行うこと。なお、併せて、子どもの発
達状況に応じた対応、アレルギー児口体調不良児への対応、食育の視点の重要性を踏まえて、更なる対応力の向上を図るための好事例集薔

ガイドライン等を策定し、周知を図るとともに、給食提供の実態について、引き続きモニタリングしていくこと。

H22.6.1より来従

ω
判
ω ○ 特区の認定を受けた市町村で

は、公立保育所の全年齢におい

て外部搬入方式を採用すること
が 可 能 。

平成22年 5月 末現在で、91市町村475施設
が特区認定 (うち3歳以上児のみ :188施設 )

公立 私立

(特区 )
自園調理

外部搬入可能

○ 満3歳以上児については公・私立と
もに外部搬入方式を採用することが可
育 ヒ 。

○ 満3歳未満児については、公立の
みについて、引き続き特区の認定を受
けた市町村※2に限り外部搬入方式を

採用することが可能。(私立は自園調
理 )

公 立

3～ 5歳

※ 満3歳以上児の給食の外部
搬入にあたっては、従来の特区
認定要件を踏まえ、基準を策定
し、質を担保した場合のみ実施
できることとする。

(認定要件 )
・ 調理室として加熱、保存等のための

調理機能を有していること。
・ 入所児童の発達段階に応じた食事
を提供すること。

私立

特区によらず

外部搬入可能

(特区 )
自園調理

外部搬入可能

※2平 成22年 11月 末現在で、62市町村284施設が特区認定されている。
(その他、特区認定されているものの、自園調理に変更または廃止したものが10施設ある。)

、lfIIilジ_i][髯][__奎
V

0～ 5歳

0～2歳



「明日の安心と成長のための緊急経済対策」における構造改革特区に係る
臨時提案等に対する政府の対応方針
(平成22年6月 2日構造改革特別区域推進本部決定)

【保育所における看護師配置補助要件の緩和】
新たに特区として対応

乳児6人以上を入所させる保育所
の保育士定数について、当該保育
所に勤務する保健師又は看護師1

名に限つて保育士としてみなすこと
ができる。

保育所を運営する社会福祉法人
が一時預かり事業及び地域子育
て支援拠点事業を行う場合には評
議員会の設置及び経理区分の明
確化が必要となつている。(ただし

、経過措置として、平成23年度末
まで猶予期間あり)

ω
劇
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○ 乳児4人以上6人未満を入所させる保育所の保育士定数に関
し、新たに、看護師等を1人に限つて保育士とみなして算入するこ
とが可能になるよう特区において必要な措置を講ずる。

実施時期 :平成22年 10月 14日 より実施

○ 保育所を経営する事業のみを行う社会福祉法人が一時預かり
事業及び地域子育て支援拠点事業を行う場合 (両方の事業を行
う場合も含む)については、評議員会の設置及び経理区分の明
確化の適用を除外する。

実施時期 :平成22年 10月 14日 より実施

※地域子育て支援拠点事業については6月 の本部決定はないが、7月 に特
区要望として挙がり、10月 の本部決定で全国的措置として対応する事となつ

た。

【一時預かり事業及び地域子育て支援拠点事業を行う場合の評議員の設置及び経理区分の明確化の緩和】

全国的措置として対応来従

半一
∞
）



「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン」について

○ 保育所保育指針の改定口告示(平成20年 3月 公布、平成21年 4月 施行)

第5章「健康及び安全」の充実と「保育指針解説書」でのアレルギー対応について明記

○ 保育所における質の向上のためのアクションプログラムの策定(平成20年 3月 )

(2)子どもの健康及び安全の確保 ①保健衛生面の対応の明確化

○ 保育所におけるアレルギー対応にかかわる調査研究 (平成22年 3月 (財 )こども未来財団)

ガイドライン内容(案)の主な項目とポイント

O保 育所におけるアレルギー疾患の実態
保育所でのアレルギー疾患への対応の現状と課題を記載し、

保育所において、保育所・保護者・嘱託医が共通理解の下、ア
レルギー疾患に対応できるよう「アレルギー疾患生活管理指導

表」を提示

○ アレルギー疾患各論

保育所における代表的なアレルギー疾患(気管支喘息、アト

ピー性皮膚炎、アレルギー性結膜炎、食物アレルギーロアナフィ

ラキシー、アレルギー性鼻炎)について、その原因や治療方法、

保育所での生活上の留意点を記載

O食 物アレルギーヘの対応
保育所で特に対応に苦慮している食物アレルギーについては、

誤食や除去食の考え方等について詳述。

また、アナフィラキシーが起こつた時の対応について、エピペン

の使用を含めた対応方法を明記。

保育所におけるアレル

ギー対応ガイドライン作成
(平成22年度中策定予定)

ω
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ガイドラインの活用に向けて

Oガ イドラインの周知徹底
→ 各自治体への周知だけでなく、保育団体へも協力要請し、

各保育所ヘガイドラインが直接届くよう、周知を図るとともに、

厚生労働省のHPに掲載し、活用しやすい体制を整える。また、
日本医師会、小児科医会等へも協力要請し、嘱託医へも周知

を図る。

OQ&Aの 作成
→ ガイドラインの活用に際し、あらかじめ想定される質問事項
はQ&Aを作成し、保育現場でより使いやすいガイドラインとす
る。

O研 修体制の強化
→ アレルギーの問題は専門性が高く、関係機関が共通認識
の下、対応できるよう、研修体制の強化が必要である。各保育

団体で実施する研修会等で、アレルギーに関する研修機会を

組み込むよう協力要請する。

′
姉
型

↓
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合計

青森県
岩手県

宮城県

県

県

県

島

城

木

福

茨

栃

千葉県

東京都
神奈川県

示
県
県
県

四
川
井
梨

昌
石
福

山

静岡県
愛知県
二重県

大阪府
兵庫県
奈良県

島根県
岡山県
広島県

香川県
愛媛県

高知県

長崎県
熊本県
大分県

沖縄県
札幌市
仙台市

横浜市
川崎市

新潟市

名古屋市
京都市
大阪市

岡山市
広島市
北九州市

旭川市
函館市
青森市
盛岡市

いわき市
字都宮市
前橋市

船橋市
横須賀市
相模原市

市
市
市
去

野
阜
橋
“

長
岐
豊

回

大津市
高槻市
東大阪市

尼崎市
奈良市
和歌山市

下関市
高松市
松山市

長崎市

熊本市
大分市

(資米斗10)
特別保育実施状況 (都道府県・指定都市・中核市別)
ll延長保育促進事業                  ②特定保育事業                    0休 日保育事業

合計

青森県
岩手県
宮城県

福島県
茨城県
栃木県

埼玉県
千葉県

東京都
神奈川県

石川県
福井県
山梨県

岐早県

静岡県
愛知県
二重県

大阪府
兵庫県

奈良県

宗
県
県
県
直

取
根

山
島

ｎ

局
島

岡
広

‐―‐

香川県
愛媛県
高知県

長崎県
熊本県
大分県

沖縄県
札幌市
仙台市
さいだ末市

市
市
市
ホ

浜
崎
潟
ｍ

横

川
新
餡

名古屋市
京都市
大阪市
堺市

岡山市
広島市
北九州市

旭川市
函館市
青森市
盛岡市

いわき市
宇都宮市
前橋市

船橋市
横須賀市
相模原市

長野市
岐阜市
豊橋市
岡崎市

大津市
高槻市
東大阪市

尼崎市
奈良市
和歌山市

叩
市
市
市
市

四
関
松
山
輌

輌
下
高

松
童

長崎市
熊本市
大分市

(注 1)実施か所数は平成21年度交付決定ベースである。(ただし、延長保育 (公立分 )については、保育課調べ )
(注 2)都道府県の実施か所数は、その区域内の政令指定都市、中核市に係る数値を除いたものである。

青森県
岩手県
宮城県

示
県
県
県
旧

形
島
城
木

Ｅ

］
福

茨
栃

驚

千葉県

東京 lll
神奈川県

冨山県
石川県
福井県
山梨県

静岡県
愛知県
二重県

大阪府
兵庫県
奈良県

島根県
岡山県
広島県

示
県

県

県

旧

島
川

媛

知

□

偲
香

愛

高

Ｆ

長崎県
熊本県
大分県

,中縄県
札幌市
仙台市

千葉市

横浜市
川崎市

新潟市

名古屋市
京tll市
大阪市

岡山市
広島市
北九州市

函館市
青森市
盛岡市

いわき市
字都宮市
前橋市
l誠市

嚇̈鰤̈
乖印市
市
市
古

バ
野
阜
橋

饉

立
長
岐
豊

ｍ

大津市
高槻市
東大阪市

尼崎市
奈良市
和歌山市

下関市
高松市
松山市

長崎市
熊本市
大分市
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0夜間保育所の設置状況

大阪府
兵庫県
奈良県

ある。

0病児病後児保育事業

合計

青森県
岩手県
宮城県

福島県
茨城県
栃木県

千葉県

東京都
神奈川県

石川県

福井県

山梨県

静岡県
愛知県
二重県

大阪府
兵庫県
奈良県

示
県

県

県

Ｌ

琺
根

山

島

日

市
島

岡

広

‐―‐

香川県
愛媛県

高知県

長崎県

熊本県
大分県

沖縄県
札幌市
仙台市

巾
市
市
市
去

栗
浜
崎
潟
回

十
横

川
新
機

名古屋市
京都市
大阪市

岡山市
広島市
北九州市

函館市
青森市
盛岡市

いわき市
宇都宮市
前橋市

船橋市
横須賀市
相模原市

長野市
岐阜市
豊橋市

大津市

高槻市
東大阪市

嚇̈赫̈
一巾市
市
市

市

四
関
松
山
如

侵
下
高

松
菫

長崎市
熊本市
大分市

0-時預かり事業

合計

青森県
岩手県
宮城県

示
県
県
県
Ｅ

形
島
城
木
Ｅ

口
福
茨
栃

警

千葉県
東京都
神奈川県

‐２

６９

２５

９９

ｍ

石川県
福井県
山梨県

静岡県
愛知県
二重県

大阪府
兵庫県
奈良県

島根県
岡山県
広島県

香川県
愛媛県
高知県

佐賀県
長崎県
熊本県
大分県

沖縄県
札幌市
仙台市
さい■t市

横浜市
川崎市
新潟市

名古屋市
京都市
大阪市

岡山市
広島市
北九州市

旭り‖市
函館市
青森市
盛岡市
秋田市

いわき市
宇都宮市
前橋市
,,1識市

船橋市
横須賀市
相模原市

金沢市
長野市
岐阜市
豊橋市

大津市
高槻市
東大阪市

尼崎市
奈良市
和歌山市

ｍ
市
市
市
去

口
関
松
山
如

侵
下
高

松
童

長崎市
熊本市
大分市
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都道府県・指定都市・中核市別×公民別特別保育実施保育所の割合
1 延長保育促進事業

公立保育所の実施割合

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県
福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県
新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛矢0県

二重県

滋賀県

京都府

大阪綺

兵庫県

奈良県

和歌山県
鳥取県

島根県

岡山県

広島県
山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県
沖縄県

札幌市

仙台市

さいたま市
千葉市
横浜市

川崎市

新潟市
静岡市

浜松市

名古屋市

京都市

大阪市

堺市

神戸市

岡山市

広島市

北九州市

福岡市

旭川市

函館市

青森市

盛岡市

秋田市

いわき市

宇都官市

前橋市

川越市

粕市

船橋市

横須賀市

相模原市

富山市
金沢市

長野市
l●阜市

豊橋市

岡崎市

登田市
大津市

高槻市

東大阪市

西宮市

姫路市

尼崎市

奈良市

和歌山市
倉敷市

福山市

下関市

高松市

松山市

高知市

久留米市

長崎市

熊本市

大分市

宮崎市

鹿児島市

平均

※ 実施割合 =実 施保育所数 (H21年度)/全保育所数(H223現 在

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県
山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県
山梨県
長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

二重県

滋賀県

京都府
大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県
山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

札幌市

仙台市

さいたま市
千葉市

横浜市

川崎市

新潟市

静岡市
浜松市

名古屋市

京都市
大阪市

堺市

神戸市

岡山市
広島市

北九州市

福岡市

旭 11市

函館市

青森市
盛岡市

秋田市

郡山市
いわき市

宇都官市

前橋市

川越市

柏市

船橋市
横須賀市

相模原市

宮山市
金沢市

長野市

岐阜市

豊橋市
岡崎市

豊田市

大津市

高槻市

東大阪市

西宮市

姫路市
尼崎市

奈良市

和歌山市

倉敷市

編山市

下関市

高松市

松山市

高知市

久留米市

長崎市

た本市

大分市

宮崎市

鹿児島市
平均

ヽ
い
　
‐００
ｍ
鍬
醜
嘲
削
叫
ヽ
ハ

ヽ
　

ム
　

　

　

　

島

ｍ
　

ｍ
“
”
　

島
向

)
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2特定保育事業

い
い
い
い
い
い
コ
咄
咄
咄
』
叫
咄
い
い
い
目
』
咄

公立保育所の実施割合

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福丼県

山梨県

長野県

岐阜県

静同県

愛知県

二重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和 llt山 県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香′県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

人分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

札幌市

さいたま市

横浜市

川崎市

新潟市

静岡市

浜松市

名古屋市

京都市

堺市

神戸市

同山市

広島市

,t九 州市

福岡市

旭川市

青森市

秋田市

いわき市

前橋市

川越市

粕市

船橋市

横須賀市

富山市

長野市

書橋市

岡崎市

塁田市

大津市

高槻市

尼崎市

奈良市

和歌山市

倉敷市

福山市

下関市

高松市

松山市

高知市

久留米市

長崎市

大分市

宮崎市

鹿児島市

平均

民間保育所の実施割合

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県
二重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県
和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県
福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

,中縄県

札幌市

仙台市

さいたま市
千葉市

横浜市

川崎市

新潟市

静岡市
浜松市

名古屋市

京都市

大阪市

堺市
神戸市

岡山市

広島市

北九州市

福岡市
旭川市

函館市

青森市

盛岡市

秋田市

郡山市
いわき市

宇都宮市

前橋市
,I越市

柏市

船橋市

横須賀市

相模原市

富山市

金沢市

長野市
崚阜市

豊橋市

岡崎市

豊国市
大津市

高槻市

東大阪市

西宮市

姫路市

尼崎市

奈良市

和歌山市

倉数市

福山市

下関市

高松市

松山市

高知市

久留米市

長崎市
熊本市

大分市

宮崎市

鹿児島市

平均

Ａ
　
　
３８

榔
い
い

い

い

い

い

い
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3休 日保育事業

儡

島

ヽ

い

ヽ

獅

儡

も

ヽ

慟

島

島

い

ヽ

」

必

島

』
輛
い
い
い
い
』
咄
』
嚇
』
嘲
】
嚇
嚇
叫
』
』
』
』
』
咄
必

公立保育所の実施書1合

lι海道

青森県

岩手県

官城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県
千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県
石川県

福丼県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県
二重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県
岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県
大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

札幌市

仙台市

さいたま市

千葉市

横浜市

川崎市

新潟市

静岡市

浜松市

名古屋市

京都市

大阪市

堺市

神戸市

岡山市

広島市

北九州市

福岡市
旭
'市函館市
青森市

盛岡市

秋田市

郡山市
いわき市

宇都宮市

前橋市

"越
市

粕市

船橋市

横須賀市

相模原市

富山市

金沢市

長野市

岐阜市

豊橋市

岡崎市

壼田市

大津市

高槻市

東大阪市

西宮市

姫路市

尼崎市

奈良市

和歌山市

倉敷市

福山市

下関市

高松市

松山市

高知市

久留米市

長崎市

熊本市

大分市

宮崎市

鹿児島市

平均

民間保育所の実施割合

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県
山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県
千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

崚阜県

静岡県

愛知県
二重県

滋賀県

京都府
大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県
山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

,中縄県

オし幌市

仙台市

さいたま市

千葉市

横浜市

川崎市

新潟市

静岡市

浜松市
名古屋市

京都市

大阪市

堺市

神戸市

岡山市

広島市

北九州市

福岡市

旭川市

函館市

青森市

盛岡市

秋田市

郡山市

いわき市

宇都宮市

前橋市

"越
市

柏市

船橋市

横須賀市

相模原市

富山市

金沢市

長野市

岐阜市

豊橋市

岡崎市

豊田市

大津市

高槻市

東大阪市

西宮市

姫路市

尼崎市

奈良市

和歌山市

倉敷市

福山市

下関市

高松市

松山市

高知市

久留米市

長崎市
熊本市

大分市

宮崎市

鹿児島市

平均

９８
儡
　
　
　
　
ヽ
３

い
い

い

い
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障害児保育の実施状況について

実施か所数 (か所 ) 受入れ児童数 (人 )

平成 20年度 7,260    (+140) 10,719     (-30)

平成 2¬ 年度 7,376    (+116) 113    (+394)

※ ( )は対前年度増減数

【実施か所数】

平成 21年度の障害児保育の実施か所数は 7,376か 所で、前年から 116か所
(16%)の増。

【対象児童数】

平成 2¬ 年度の障害児保育対象児童数は 11,113人 で、前年から394人 (37%)
の増。

障害児保育の実施状況推移

12000
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※児童数は、特別児童扶養手当受給対象児童数   (年 度 )
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平成21年度 障害児保育の実施状況調査(集計表)

市町村名

実保育所郵 実障害児数

備考

`A

設置

公

主体

私

経営

公

主体

私
rR、

特別児童扶 i

合 計

誨手当支給対象実障害

児数 (C)

1 1締  | ク締

北海道

か所

240

か所

161

か所

79

か所

153

か所

87

人

852

メ

389

人 | 人

251

青森県 9 9 161 199-

岩手県 96 1      65

宮城県

秋田県

71

66

６

一

〇

一

３

64

32

7
一

４

210 ０

一

９

３８

一

４７

72

62

山形県

福島県

57

53

28

27

126

130

74 1

50 1

５

一

８

茨城県 208

栃木県

群馬県

474

418

９

一

９

５

一

４

４

一

４

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

125

117

238

47

71

34

161

40

223

45

73

40

176

42

1,121

583

3,234

347

７４

一

‐ ７

一

６９

一

‐ ７

２

一

２

一

４

一

１

142

73

230

54

132

144

239

63

新潟県 127 1.319

富山県 283

石川県

福井県

山梨県

長野県

77

91

50

231

59

45

33

208

18

46

17

６

一
５

一

２

一

８

21

46

18

23

333

294

304

1.622

94

136

58

325

46

45

29

76

岐阜県 109 56

45静岡県 124

301

254

155

42

110

105

90

８２

一

９‐

一

４９

一

６５

愛知県

二重県

滋賀県

９‐

一

５２

一

〇６

161

112

73

３〇

一

４〇

一

３３

159

112

72

32

40

34

1,619

868

969

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

204

78

41

43

92

105

19

4

８５

一
６７

一
９８

一
５３

¨
３６

46

93

106

25

5

716

2,514

795

２７６

一

４‐８

一

３２６

一

‐ ５５

一

５９

８

一

‐５

一

‐０７

一

３４

一
‐４

９‐

一
６６

一

‐ ９

一

２‐

一

４５

１

一
２

一

２

一

１

一

490

390

鳥取県

島根県

57

124

19

81

37

35

０

一
９

252

230

68

190

40

135

岡山県

広島県 142

山口県

徳島県

香川県 8 238

愛媛県

高知県

福岡県

８６

¨
４３

６４

一

５２

22

91

４

一

８

148

210

28

100

０

一

〇

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

７ ５

一

‐ ３

一

124

47

20

17

39

16

181

241

573

86

112

163

158

60

81

６４

一
７２

一
７９

一
３３

一　

　

一　

　

一

48

91

79

27

９

一

８

一

３

96

85

31

宮崎県

鹿児島県 122

沖縄県 336
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市町村名

実保育所型 実障害児数

備考

(A

設置

公

主体

私

経営

公

主体

私

`R

特別児童扶

合 計

褒手当支給対象実障害
児数 (C)

1 1綿  | ,級

札幌市

漸

５８

カ か所

10

か助

48

か PIT

9

か所

49
人

253

403

人

81

人

４６

人

３５

仙台市

さいたま市 6

千葉市

横浜市

川崎市

新潟市

４

一
１

一
３

10

70

12

26

37

42

15

34

10

72

13

26

190

545

130

616

80

174

33

96

43 1     37

67 1     107

13 1      20

52 1     44

静岡市 17 7 7 17

浜松市 9 34

84

122

211

20

185

201

名古屋市

京都市

大阪市

堺市

７６

０〇

一
７７

一
２９

36

11

96

13

４〇

一
８９

一
８‐

一
１６

３６

‐０

一
７８

一
‐３

40

90

99

16

905

886

1,123

357

112

160

396

40

神戸市

岡山市 11 5 563 18

3

13 1 5

広島市 3 2 1 2 1 262 2 1 |

北九州市 ２

一

福岡市 6 6

旭川市 7 1 1 !6

11

13

２６

一
‐ ２

２

一
３函館市 1 0

青森市 0 3

8

1

7

盛岡市 5 5 ０

一
５

11 7

秋田市 5 5

郡山市 5 5

いわき市

宇都宮市

46

13

33

3

13

10

13

10

118

118

98

16

68

12

前橋市 1 7

0

1 7 8

12川越市

船橋市 11 1 1 17 8         9

4        4

4 1       6

13 1      22

14 1     11

本白¬F ! 5 1

横須賀市

相模原市

富山市

8

13

20

4

6

12

4

7

8

４

一
６

一
２

4

7

8

30

133

93

10

35

25

金沢市 4 ０

一
４長野市 17 15

8岐阜市 8 72

63

22

豊橋市

豊田市

16

20

4 12

2

4

18

12

2

２

一
２

7 1      17

6 1     15

市
一市

市

崎
一津
一槻

岡
一大
一高

26

22

17

６

一
０

一
８

10

12

9

16

9

8

10

13

9

140

201

86

36

40

22

8 1      28

23 1      17

91     13
20 1      50東大阪市

姫路市

西宮市

尼崎市

奈良市

17

13

29

12

3

15

5

10

14

12

3

15

71

121

53

18

17

31

7

8

14

11

9

17

和歌山市 7 2 7 2 1

13倉敷市 9

福山市 17

下関市

高松市

松山市

16

28

13

8

18

8

8

10

5

8

10

7

210

170

98

25

44

17

82

151

11 1

7 1

高知市

久留米市 4

長崎市

熊本市

大分市

宮崎市

32

55

8

11

5

2

24

44

8

14

8

11

5

2

２４

・
４４

一
8

14

41

86

15

20

４

一
５

一
７

一
２

鹿児島市 2

合計 7.376 3,310 3939 41,399 11113 4,299 6,814
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[母子保健課関係 ]

385



386



1.妊婦健康診査等について

(1)妊婦健康診査支援基金について
妊婦の健康管理の充実と経済的負担の軽減を図るため、必要な回数 (14回
程度)の妊婦健診を受けられるよう、地方財政措置されていなかった残 りの

9回分について、平成 20年度第二次補正予算 (790億円)に より、都道府県に
妊婦健康診査支援基金を造成 し、国庫補助 (1/2)と 地方財政措置 (1/2)
により支援を行ってきたところである。
この基金事業は平成 22年度末に終了する予定であったが、平成 22年度
補正予算において、実施期限を延長するとともに積み増 し (111億円)を行い、
平成 23年度についても事業を継続することとしたところである。

(2)HTLV-1抗 体検査等について

平成 22年 10月 6日 より、HTLV-1抗 体検査について、妊婦健診の

標準的な検査項目に追加 したところである。また、平成 23年度からは、性器
クラミジアの検査も妊婦健診の標準的な検査項目に追加する予定なので、各市

区町村等への周知をお願いしたい。

(3)妊婦健康診査の公費負担の状況調査について
平成 22年 4月 現在における妊婦健診の公費負担の状況について調査を行つ
たところ、全ての市区町村で 14回以上実施され、公費負担回数の全国平均は
14.04回 であつた (平成21年4月 時点では13.96回 )(関連資料1参照 )。
各自治体におかれては、必要な妊婦健診が行われるよう、引き続き積極的な

取組みをお願いしたい。

なお、平成 23年 4月 現在の状況調査については、 3月 中に調査依頼を行 う
予定であるので、ご協力をお願いしたい。

(4)その他
妊娠中は母体や胎児の健康の確保を図る上で定期的に健診を受診 し、普段

以上に健康に気をつけることが必要であることから、妊婦健診の受診を勧奨

するため、厚生労働省において、健診の重要性の理解を促進するためのリーフ

レットデザインを作成 し、ホームページに掲載 している。各自治体におかれて

は、広報誌・ホームページヘの掲載、リーフレットの作成、各種窓口での配布

等の普及啓発に活用されたい。

【すこやかな妊娠と出産のために】
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kOdomO/boshi― hoken10/index.html

また、 B型肝炎母子感染防止については、 「B型肝炎母子感染防止対策の
周知徹底について (平成16年 4月 27日 雇児母発第0427001号 )」 等によりお願い

しているところであるが、引き続き各医療機関において適切な対応が行われる

よう指導等をお願いしたい。
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2.HTLV`-1母 子感染に対する対応について

平成 22年 9月 、総理官邸にHTLV-1(ヒ トT細胞白血病 ウィルスー 1
型)特命チームが設置され、HTLV-1母 子感染予防対策 として、妊婦健診

におけるHTLV-1抗 体検査の実施、母子感染予防のための保健指導やカウ

ンセ リング体制づくりを行 うことが決定された。

これを受け、妊婦健診においてHTLV-1抗 体検査が実施できるよう、

平成 22年 10月 6日 付けで通知を改正 し、HTLV-1抗 体検査を妊婦健診

の標準的な検査項 目に追加 し、妊婦健康診査臨時特例交付金に基づく公費負担

の対象 とできるよう、補助単価 (妊婦 1人 当た り)の上限額を改定、平成 22
年 11月 1日 付けで自治体、医師会等に対 し、抗体検査の実施方法等について
通知 したところである。

また、HTLV-1特 命チームの決定に基づき、平成 22年度補正予算に
より、妊婦健康診査支援基金の実施期限を延長するとともに、積み増 しを実施

し、妊婦健診 (HTLV-1抗 体検査を含む。)の公費助成を平成 23年度も
継続することとしたところであり、各自治体におかれては、引き続き積極的な

取組みをお願いしたい。

HTLV-1母 子感染予防対策 としては、保健指導・カウンセ リング体制

づくりが特に重要であることから、平成 22年度中に国が作成 。配布するマニ
ュアル (医師向け、保健師等向け)、 妊婦向けリーフレット、HTLV-1母 子
感染予防対策全国研修会 (3月 2日 (水 )東京、3月 9日 (水)大阪)を活用 して
いただきたい。

平成 23年度予算案では、母子保健医療対策等総合支援事業の 「生涯を通 じ
た女性の健康支援事業」の一部 として 「HTLV-1母 子感染対策事業Jを
新設 し、都道府県において 「HTLV-1母 子感染対策協議会Jを設置 し、
都道府県内のHTLV-1抗 体検査、保健指導等の検討を行 うとともに、市区

町村職員等への研修及び普及啓発の経費を計上 したところである。このため、

各都道府県におかれては、 「HTLV-1母 子感染対策協議会」を設置の上、

HTLV-1母 子感染対策のさらなる充実が図られるよう、積極的な取組みを

お願いしたい。 (関連資料2参照 )

なお、平成 23年 2月 1日 時点の市区町村におけるHTLV-1抗 体検査の

公費負担の実施状況及び、平成 23年度に都道府県において実施 していただく
予定のHTLV-1母 子感染対策事業の検討状況についての調査を行つている

ところであり、ご協力をお願いしたい。
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3.不妊に悩む方への特定治療支援事業について

子 どもを生み育てたいとい う希望を持ちながら不妊に悩む夫婦に対する支援

は、子ども 。子育て施策の一環としても重要である。

このため、高額な不妊治療を選択せ ざるを得ない夫婦の経済的負担の軽減を

図るため、体外受精、顕微授精を対象に特定不妊治療費助成事業を実施 し、夫婦

間の不妊治療に要する費用の一部を助成 してきたところである。

平成 23年度予算案においては、新たに「不妊に悩む方への特定治療支援事業 J
として「元気な日本復活特別枠に関する評価会議」の評価結果 (B評価)を受け、

従来 「1回あた り15万円を年 2回 、通算 5年までJの ところを、年齢が低い
うちに短期間に集中して治療を行 う環境を整える観′ほから、 1年度 目の助成回数
を 3回まで (通算 5年、通算 10回を超えない)に拡大したところであるので、
各都道府県等におかれては、不妊に関する専門的な相談に応 じる不妊専門相談

センター事業と併せて積極的な取組みをお願いしたい。 (関連資料3参照 )

また、不妊治療の実施医療機関の指定については、平成 21年 5月 に 「特定不
妊治療費助成事業の実施医療機関における設備 。人員等の指定要件に関する指

針Jを改正 し、「医療法施行規則に定められている安全確保のための体制確保」
や 「実施責任者の責務」などを明記 したところであるので、引き続き各都道府県

等におかれては実施医療機関の指定や再審査に当たって留意願いたい。

なお、申請書の配布について、中請者の負担に配慮 して、保健所等の行政機関

での窓国のほか、医療機関の窓口やインターネット等でも申請書が入手出来る

よう、可能な限り配布方法を工夫いただくようお願いしたい。
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4.子どもの心の診療ネットワーク事業について

様々な子 どもの心の問題、児童虐待や発達障害に対応するため、都道府県に

おける拠′点病院を中核とし、地域の医療機関並びに児童相談所、保健所、市町村

保健センター、要保護児童対策地域協議会、発達障害者支援センター、児童福祉

施設及び教育機関等 と連携 した支援体制の構築を図ることを目的として、平成

20年度に 「子どもの心の診療拠′像病院機構推進事業」を創設 し、都道府県を
実施主体として、 3年間のモデル事業を実施 したところである。

当該モデル事業の実施状況を踏まえ、 「子どもの心の診療拠点病院の整備に

関する有識者会議Jにおいて、本事業は、地域の診療連携や地域の診療関係者の

研修等による地域の子どもの心の診療体制整備に寄与するとともに、患者の相談

すべき医療機関等について適切な情報提供が行われていることが推測される等、

地域の子どもの心の診療体制の構築のために重要な役害Jを果たしていると考えら

れる、との意見が取 りまとめられた。

これらの結果を元に、平成 23年度予算案においては、名称を「子どもの心の
診療ネットワーク事業」として、事業の本格実施を図ることとしてお り、各都道

府県におかれては、本事業を活用 して、地域の子どもの心の診療拠点病院を中心

とした子どもの心の診療体制の充実に積極的に取 り組んでいただきたい。

(関連資料4参照 )
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5.妊娠期から育児期に係る支援体制の充実について

(1)妊娠について悩む者が相談 しやすい体制の整備等について
社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会に

よりとりまとめられた「「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」

(第 6次報告)」 (以下 「6次報告Jと いう。)において、生後間もない日齢
0日 で死亡した事例が相当数あり、これ らの事例については、日齢 1日 以上で

死亡した事例に比べ、妊婦健診の未受診や母子健康手帳の未発行などの害1合が

高い結果 となってお り、望まない妊娠や計画 しない妊娠を予防するための方策

と妊娠に悩む者が相談をしやすい体制の整備、相談先の周知徹底が提言されて

いる。

このような死亡事例の防止のためには、妊娠期から関係機関が関わりの端緒

をつかみ支援につなげることが必要であり、妊娠の早期届出や妊婦健診の受診

勧奨に努めていただいているところである。引き続き、この取組みの徹底を

お願いしたい。

特に、妊娠に悩む者に対する相談体制については、母子保健事業を通 じた

相談支援や女性健康支援センターにおける相談事業が行われているところで

あるが、これらの窓口の存在について周知を図るため、地域の実情に合わせて

各種の媒体により広く情報提供するほか、妊娠前から妊娠に関する性 と健康に

関する知識の普及啓発を図る必要がある。このため、平成 23年度予算案に
おいては、生涯を通 じた女性の健康支援事業の うちの女性健康支援センター

事業に下記経費を計上 したところであるので、積極的な取組みをお願いしたい。

① 妊娠に悩む者に対する専門の相談員を女性健康支援センターヘ配置
②  ドラッグス トア等において、妊娠に関して相談できる連絡先を記載 した
パンフレットを配布するなど、広報啓発を図る

③ 相談対応の充実や関係機関との連携など相談体制を向上させるための
検討会を開催

(2)乳幼児健診の未受診者の受診勧奨について
第 6次報告において、乳幼児健康診査 (以下 「乳幼児健診Jと い う。)の
未受診は、児童虐待のリスク要因のひとつとして挙げられてお り、乳幼児健診

未受診者については、その把握に努め、家庭訪問等により受診勧奨するととも

に、子どもの安全確認を行 うべきことが提言されている。

これを受け、未受診者の把握 と訪問等による受診勧奨を徹底するとともに、

受診勧奨をしてもなお未受診の状態が続いている場合には、児童福祉担当部署、

要保護児童地域対策協議会の調整機関等を交えて対応を検討 し、子どもの状態

の確認を徹底するよう通知 (平成22年 7月 28日 「児童虐待防止対策の推進に
ついてJ)し たところであるので、各自治体におかれては、引き続き平L幼児
健診未受診者の受診勧奨等に努められたい。
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6.妊産婦ケアセンター運営事業の廃止について

妊産婦ケアセンター運営事業については、実施状況等を勘案 して、平成 22年
度をもつて廃止することとしたので御了知願いたい。

7.「健やか親子 21」 について

「健やか親子 21」 は、妊産婦死亡や平L幼児の事故死などの課題 と、思春期に

おける健康問題や親子の心の問題などについて、 21世紀の母子保健の取組の
方向性 と目標 (値)を示 して、関係機関・団体が一体となって取 り組む国民運動
計画である。その達成のためには、国民をはじめ、医療・保健・福祉 0労働・

教育・警察等の関係者、関係機関 。団体がそれぞれの立場から寄与することが

重要である。

このため、関係機関・団体が一体 となって各種取組を効率的に進めることを

目的として、平成 13年 4月 に 「健やか親子 21推進協議会」が設立され、平成
23年 1月 現在で 87団体が参加 している。
○ 「健やか親予 21」 公式ホームページ

http://rhino.med.yamanashi.ac.jp/sukoyaka/

(1)「健やか親子 21」 第 2回中間評価について
21世紀の母子保健の国民運動計画である 「健やか親子 21」 については、
母子保健分野において 「健康 日本 21」 の一翼を担 うとい う位置づけと、

次世代育成支援対策の一環 としての位置づけを有 してお り、次世代育成支援

対策推進法に基づ く都道府県行動計画及び市町村行動計画 とともに一体的に

推進することが効果的であるとの観点から、平成 21年 3月 に、平成 22年
までの 「健やか親子 21」 の実施期間を4年間延長 し、平成 26年度までとし
たところである。

平成 21年 3月 ～ 22年 3月 まで、厚生労働省において、「『健やか親子 21』
の評価等に関する検討会Jを 開催 し、国民運動計画の実施状況の評価、今後
5年間の重′点取組等についての検討を行い、平成 22年 3月 に 「『健やか親子
21』 第 2回中間評価報告書」を取 りまとめた。

各自治体におかれては、母子保健に関する計画策定及び見直しの際に、当該

報告書を参考にするなどして、引き続き、「健やか親子 21Jの 一層の推進に
ついて、ご尽力をお願いしたい。

○ 「健やか親子 21」 第 2回中間評価報告書
http://www.mhlw.go.」 p/shing1/2010/03/s0331-13a.html
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(2)健やか親子 21全国大会について
平成 22年度の全国大会は、「笑顔あふれる家族・地域 !!～今、できるこ
と、すべきこと～」をテーマに埼玉県で開催 された。平成 23年度は、「支え
よう小さな命 とその家族みんな笑顔で楽 しい子育て (仮 )」 をテーマとして、

平成 23年 11月 9日 (水)～ 11日 (金)に、福井県 (AOSSA県民ホール )
において開催される予定である。

(3)マタニティマークについて
「健やか親子 21」 の取組の一環として、妊娠・出産に関する安全性 と快適

性の確保を目指 し、妊産婦に対する社会の理解 と配慮を促すため、平成 18年
3月 に 「マタニティマーク」を発表 した。

平成 19年度から、各市町村において、母子健康手帳と併せてマタニティマ
ークの配布を行つたり、マタニティマークの趣旨を普及啓発 したりできるよう、

地方財政上の措置を行つている。

平成 22年 8月 に各都道府県・政令市・特別区を通 じ調査 したところ、啓発
の取組を実施 している自治体が 1, 011、 妊産婦個人用グッズを配付 してい
る自治体が 1, 457で あった。 しか しながら、未だ国民への周知が十分で
ないとの指摘もされている。国においても啓発に取 り組んでいるところであり、

都道府県、市町村においても、更なるマタニティマークの周知、普及に向けた

取組の推進をお願いしたい。 (関連資料5参照 )

○ マタニティマークのホームページ
http://www.mh]w.go.jp/houdou/2006/03/h0301-1.html
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8.児童福祉施設における食事の提供等について

(1)「 日本人の食事摂取基準」の改定について

日本人の食事摂取基準については、平成 21年 5月 に、「日本人の食事摂取
基準 (2010年版 )」 を策定し、報告書としてとりまとめられたところである。

この 「日本人の食事摂取基準 (2010年版 )」 は、平成 22年度から使用する
ものとして、平成 22年 3月 18日 に告示されたところであり、母子保健事業
や周産期の栄養指導等において活用いただくとともに関係者等

への周知・普及

啓発をお願いしたい。

(2)「児童福祉施設における食事の提供ガイ ド」について

児童福祉施設における食事は子 どもの健全な発育
。発達及び健康の維持・

増進の基盤であるとともに、望ましい食生活習慣の形成を図るなど、その果

たす役割は極めて大きい。

食事摂取基準の改定を受けて、児童福祉施設における食事の提供及び栄養

管理のあり方について、子どもの健やかな発育
。発達を支援する観点から、

「児童福祉施設における食事の提供ガイ ドJ(平 成22年 3月 )を作成すると
ともに、「児童福祉施設における食事の提供に関する援助及び指導について」

(平成22年 3月 30日 雇児発0330第 8号、障発0330第 10号 )、
「児童福祉施設におけ

る「食事摂取基準」を活用した食事計画について」 (平成22年 3月 30日 雇児母発

0330第 1号 )を通知 したところであり、管内市町村等においても保育所等の

児童福祉施設 と連携 した食育の推進など積極的な取 り組みをお願いしたい。

9.乳幼児身体発育調査について

全国の乳幼児の身体発育の状態を調査し、我が国の乳幼児の身体発育値を定め

て、乳幼児の保健指導の改善に資するため、平成 22年 9月 に乳幼児身体発育
調査 (10年周期の調査)を実施 したところであるが、調査に携わった担当課につ

いては、厚 く御ネL申 し上げる。

調査結果については、平成 23年度秋までにとりまとめた うえ公表 し、平成
24年度からの母子健康手帳において活用する予定である。 (関連資料7参照 )
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10.基礎自治体への権限移譲について

地域主権戦略大綱 (平成22年 6月 22日 閣議決定)において、都道府県並びに
保健所設置市及び特別区が処理 している低体重児の届出の受理、未熟児の訪問

指導及び未熟児養育医療給付 (母子保健法 (昭和40年法律第 141号 )第 18条、
第19条第1項、第20条第1項)については、すべての市町村に移譲することとされた。
これを踏まえ、今通常国会において、母子保健法の改正を含む 「地域主権改革

の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案 (仮称 )」 の提出を予定して

いる。

11.タ ンデムマス法による新生児マススクリーニングについて

病気を新生児期に見つけて対策を講 じ、重篤な障害の発生を予防する事業

として、新生児マススクリーニングが地方交付税により実施 されているとこ

ろである。

国としては、平成 16年度から新生児マススクリーニングの新 しい検査法
であるタンデムマス法に関す る研究に取 り組んでお り、タンデムマス法に

よる新生児マススクリーニングが有効な疾患が、明 らか となつてきた とこ

ろである。
※1

※ 1 「タンデムマスQ&A 2009J(「 タンデムマス等の新技術を導入 した新生児マススクリ

ーニングの確立に関する研究」 (研究代表者 :山 口清次島根大学教授 )が 平成 21年 に作成 )

の 22ベ ージに従来の 3疾患に加え 13疾患を 「早期治療が障害の発生の予防・軽減に効果

的と判断される疾患J(一次対象疾患 )と している。)

国 としては、引き続き、研究
※2を
実施 して、タンデムマス法により発見

された疾患の新たな治療法開発や予後の調査等に取 り組む とともに、地方

交付税による検査 と機器の費用の確保 について要望 を行 つているところで

ある。

※ 2 厚生労働科学研究 「タンデムマス導入による新生児マススクリーニング体制の整備 と

質向上に関する研究J(研究代表者 :山 口清次島根大学教授、平成22年度～ )
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回数 市区町村数 割 合

無制限 0 8%

20回 0 0 0%

19回 1 0 1%

18回 0 0%

17回 0 0%

16回 4 0 2%

15回 3 0%

14回 1,679 95 9%

合計 1,750 100 0%

ω
Ｏ
Φ

妊婦健康診査の公費負担の状況について (平成 22年 4月 1日 現在 )

都 道 府 県名

14回 以 上

(無制限含む )

(市区町村数 )

14回 未 満
(市区町村数 )

公費負担額
(平均)

北海道 89,201(注 )

青森県 0 99,792

岩手県 0

宮城県 0 103 586

秋田県 0 93,785

山形県 0 75 000

福島県 0 100 955

茨城県 0

栃木県 0 91.074

群馬県 0 85,640

埼玉県 0 91 636

千葉県 0 89.594

東京都 0 76.513

神奈川県 0 61,838

新潟県 0 98,003 ()主 )

富山県 0 86 560

石川県 0 90 270

福井県 1 0 93.200

山梨県 0 84.000

長野県 0

岐阜県 0 102,757

静岡県 0 91 200

愛知県 0 101 587

二重県 0 90 580

全国平均 (回)  1404

(無制限を除く)

（踏
羊
じ

都道府県名
14回 以 上

(無制限含む )
(市区町村数 )

14回 未 満
(市 区町村数 )

公費負担額
(平均 )

滋賀県 0 86.035

京都府 0 86 730

大阪府 0 46 086

兵庫県 0 78.581

奈良県 0 84,692

和歌山県 0 92,090

鳥取県 0 89,420

島根県 0 99 906

岡山県 0 93 940

広島県 0 87 593

山口県 0 112,457

徳島県 0 108,130

香川県 0 80,400

愛媛県 0 60 635

高知県 0

福岡県 0 93.650

佐賀県 0 92.500

長崎県 0 98 000

熊本県 0 93 656

大分県 1 0 92.552(注 )

宮崎県 0

鹿児島県
Л
■ 0 94 300

沖縄県 0

合  計 1,750 0 90,948 (え主)

(注)公費負担額が明示されていない市区町村は除く



ヽ
〇
〇

HttLV-1(LhT細 胞白血病ウイルスー型 )母子 感 染 予 防 対 策 に つ い て

2.HttLV-1母子感染予防対策 (平成22年度中に実施、実施主体は国)
保健指導ロカウンセリングの体制づくりとして、以下を実施
・マニュアル(医師向け、保健師等向け)の印刷・配布
・妊婦向けリーフレットの作成日配布
・HttL∨-1対策全国研修会 (3月 上旬・東京及び大阪)の実施

3.HttLV-1母子感染対策協議会 (平成23年度予算 (案 )に計上、実施主体は都道府県)

・都道府県内のHttL∨-1抗体検査、保健指導・カウンセリング体制の検討・実施状況の把握
・市町村職員等への研修
・H丁 L∨-1母子感染予防対策に関する普及啓発  等
(母子保健医療対策等総合支援事業 (統合補助金 )「生涯を通じた女性の健康支援事業」の一部 )

（腑
羊
じ

HTLV-1特命チーム

平成22年 9月 、総理官邸にHttLV-1特命チームが設置され、HttLV-1母子感染予防対策として、妊婦健康診査
におけるHttLV-1抗体検査の実施、母子感染予防のための保健指導やカウンセリング体制づくりを行うことが決定。
平成22年 12月 には、医療体制の整備や研究開発の推進を含めた総合対策がとりまとめられた。

1口 妊婦健診におけるHTLV-1抗体検査の実施
①平成22年 10月 6日付けで、通知を改正、発出
・HttL∨-1抗体検査を、妊婦健康診査の標準的な検査項目に追加
・HttL∨-1抗体検査を、妊婦健康診査臨時特例交付金に基づく公費負担の対象とできるよう、補助単価
(妊婦1人当たり)の上限額を改定
②平成22年 11月 1日付けで、自治体及び関係団体に対し、抗体検査の実施方法等について通知
③平成22年度補正予算により、妊婦健康診査支援基金の実施期限を延長するとともに、積み増しを実施、
妊婦健診(H丁LV-1抗体検査を含む)の公費助成を平成23年度も継続



「不妊に悩む方への特定治療支援事業」について

ヽ
〇
一

元気な日本復活特別枠

1.事業の目的

不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用されず高額の治療費が
かかる夫婦間の不妊治療に要する費用の一部を助成する。

3.平成23年度予算案

予算額 95億円
(母子保健医療対策等総合支援事業 (統合補助金)99億円)

2.補助概要

<給付内容>1年 度あたり1回 15万円、1年度目は年3回まで、
2年度日以降年2回まで、通算5年、通算10回を超えない

<所得制限>730万 円未満 (夫婦合算の所得ベース)
<実施主体>都 道府県・キ旨定都市・中核市
<補 助 率>国 1/2 都道府県・事旨定都市・中核市1/2



子どもの心の診療ネットワーク事業について

○ 「子どもの心の診療拠点病院機構推進事業」(平成20年度から3年間のモデル事業)の評価

・地域の診療連携や地域の診療関係者の研修等は、地域の子どもの心の診療体制整備に寄与
・患者の相談すべき医療機関等について適切な情報提供が行われていると推測
・地域の子どもの心の診療体制の構築のために重要な役割を果たしていると考えられる

(「子どもの心の診療拠点病院の整備に関する有識者会議」意見)

平成23年度から「子どもの心の診療ネットワーク事業」として、事業の本格実施を図る。

ヽ
Ｏ
Ю 子どもの心の診療ネットワーク事業 (都道府県)

様々な子どもの心の問題、児童虐待や発達障害に対応するた
め、都道府県における拠点病院を中核とし、各医療機関や保健
福祉関係機関等と連携した支援体制の構築を図る。

□ 事業内容
●地域の医療機関や、関係機関から相談を受けた困難な症
例に対する診療支援や医学的支援 (アドバイス)
●子どもの心の問題に関する地域の関係機関の連携会議の

開催
● 医師、関係専門職に対する研修の実施、関係機関・施設の

職員に対する講習会の開催
●問題行動事例発生時やPttSD対応など専門家派遣
●専門機関に対する情報提供、地域住民に対する普及啓発
等

※事業内容の詳細は検討中である。

中央処点病院の整備 (国立成育医療研究センター)

人材育成や都道府県拠点病院に対する技術的支援等を行う。

□ 事業内容
●都道府県拠点病院に対する技術的助言、連携会議の開催
●都道府県間格差の解消と医療水準の底上げの推進
●強度の問題行動事例やPTSDへの対応などのための都道府
県拠点病院等への専門家の派遣
●専門医や関係専門職の養成
●基盤的研究の実施、都道府県拠点病院における調査結果の
高度な研究口解析
● 国内外の最新の医学的知見の収集、情報発信

闘
楽半
ヽ
）



(資料5)

マタニティマークについて

1 趣旨
21世紀の母子保健分野の国民運動計画である「健やか親子 21」 では、その課題の

一つに「妊娠・出産に関する安全性と快適さの確保」を挙げている。この課題の達成

のためには、妊産婦に対して理解のある地域環境や職場環境の実現、受動喫煙の防止、

各種交通機関における優先的な席の確保等について、国民、関係機関、企業、地方公

共団体、国がそれぞれの立場から取り組むことが重要である。

とりわけ、各種交通機関における優先的な席の確保については、優先席のマークな

どにおなかの大きな妊婦のマークが使われているが、妊娠初期には外見からは妊娠し

ていることが分かりづらいことから、周囲からの理解が得られにくいという声も聞か

れるなど、さらなる取組が必要とされている。

こうした課題の解決に向けて、「健やか親子 21」 推進検討会において、マタニティ

マークを募集し、マークを妊産婦に役立てていただくとともに、妊産婦に対する気遣

いなど、やさしい環境づくりに関して広く国民の関心を喚起することとし、平成 18

年 3月 に発表した。

〇マタニティマークとは?
・妊産婦が交通機関等を利用する際に身につけ、周囲が妊産婦への配慮を示しやすくするもの。
・さらに、交通機関、職場、飲食店、その他の公共機関等が、その取組や呼びかけ文を付してポ

スターなどとして掲示し、妊産婦にやさしい環境づくりを推進するもの。

2 マタニティマークの利用方法等について
マークは厚生労働省ホームページからダウンロー ドし、個人、自治体、民間団体

等で自由に利用できる。http://w―.mhlw.gojp/hOudou/2006/03/h0301-l html

3 マークの普及に向けた取 り組み
厚生労働省のホームページ、政府広報、ポスター等様々な機会をとおして多くの

人に広く周知するとともに、関係省庁をとおして、交通機関、職場、飲食店等に本

取組への協力を依頼している。また、各市町村において、母子健康手帳と併せてマ

夕ニティマークの配布を行えるよう、平成 ¬9年度から地方財政上の措置を行つて

いるところである。都道府県、市町村においても、マタニティマークの周知、普及

に向けた取組の推進をお願いする。
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マタニティマークに関する取組の状況調査結果

平成22年8月 末現在

1 マタニティマークに関する広報やグッズの配付に関する取組の状況

マタニティマークをとおした「妊産婦にやさしい環境づくり」に関する一般向けの広報や、妊産婦個人が使用するマ

タニティマーク入リグッズの配付に関する市区町村事業の実施状況
※平成20年度までは作成。購入した市区町村数を記載、平成21年度からは取組を実施している市区町村数へ変

更

平成20年度 平成21年度

実施 (作成・購
入)している

市区町村数

実施 (配付)し
ている市区町

村数

一
般
向
け
啓

発
用

熙
経

ポスター 80 1,011

リーフレット 59 579

シール・ステッカー・マグネット 59

ホームページヘの掲載
※平成20年度までは、「その他の取組」に含む

246

その他の取組

渇)上記のうちいずれかの方法で、啓発のための取

実施している市区町村の実数
1,448

妊

産
婦
個

人
用

服や持ち物につけるマーク入リグッズ

(キーホルダー・ストラップ。バッジ等)
594

マーク入リシール・ステッカー・マグネット 222 944

その他の取組
′
υ

(再掲)上記のうちいずれかの方法で、妊産婦個人用

グッズを配付している市区町村の実数
1,457

その他 80

2マタニティマーク入り妊産婦個人用グッズの配付状況

平成21年度の市区町村の事業として、妊産婦個人用グッズを配付している場合におけるグッズの配付方法別の

市区町村数

母子健康手帳
交付と同時配付

母親。両親学級
で配付

その他の方法 合計

原則として全員 1,300 2 1,308

希望者のみ
ｎ
υ 5

その他 5

合計 1,418 17 1,457

市区町村におけるその他の取組例

○ 役所の駐車場にマタニティマークを表示し、妊産婦が優先的に駐車できるスペースを設置

○ 広報誌等を用いた普及啓発

○ 学生を対象とした思春期講座等でマタニテイマークの趣旨を説明

都道府県における取組例

〇 大型店舗や公共的施設に妊婦用駐車スペースの設置を依頼し、当該スペースにマタニティマークを表示
〇 連絡用封筒や配布資料等にマタニテイマークを印刷

○ マタニティマーク入リグッズを、市町村が活用できるように市町村に配付
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5マタニティマーク入り妊産婦個人用グッズの配付に関する取組状況別の市区町村数

平成21年度において、「1_作成・購入して配付」40.4%、「2_以前に作成。購入した在庫を配付」3.7%、「3_団体等から

ゆずりうけたグッズを活用」37.4%、「4_その他の取組」1.7%であり、合計すると、妊産婦個人用グッズを何らかの方法で配

付している市区町村は833%(1,457か 所)になる。

都道府県名
回答
市区町
村数

平成21年度
(最も当てはまるものを1つ回答。重複回答なし。)

(注)%については、端数処理の

影響で合計すると100%に なつて

いないものもある。

1_作成・購
入して配付

2_以前に作

成・購入し
た在庫を配

付

3_団体等か
らゆずりうけ
たグッズを
活用を配付

4その他の
取組を実施

5必要だが
財政的に困
難

6_活用の場
が少なく要
望もない

7_グッズなし
でも妊産婦
にやさしい
環境である

8_取組の
実施がない

その他の理

由

16冽■■ヨ

青森県

岩手県

宮城県

秋田県
山形県

福島県
茨城県

栃木県

群馬県
埼玉県
千葉県
東京都

神奈川県

新潟県

富山県
石川県
福井県
山梨県

長野県

岐阜県

静岡県
愛知県
二重県
滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県
和歌山県

鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県
熊本県

大分県

宮崎県
鹿児島県
仲編 lH

179

40

34

35

25

35

59

44

27

35

64
54

62

33

30

15

19

17

27

77

42

35

57

29

19

26

43

41

39

30

19

21

27

23

19

24

17

20

34

60

20

21

45

18

26

43
41

bり

8

14

12

4

12

16

27

17

19

53

23

32

21

14

1

4

7

17

20

22

21

41

14

2

15

30

16

14

8

7

10

11

9

8

12

13

11

7

19

8

4

14

9

8

6

R

1

3

1

１

一
２

一
２

一
３

１

一
６

２

一
２

一
１

1

06

14

12

16

11

13

28

15

7

11

9

26

12

8

10

13

7

7

4

34

13

10

13

12

14

8

8

21

17

12

7

2

9

11

6

4

1

5

10

26

10

14

20

3

11

21
,7

2

2

1

2

1

2

3

７

一
５

一
３

一
２

一
１

一
３

一
９

一
１

２

一
１

１

一
５

一
１

一
１

一
１

一
２

一
　

一
１

一
７

一
２

2

２

一
２

一
１

一
３

一
４

一２

一
２

１

一
２

一
１

一
１

一
１

一
１

一
３

一６

一
１

一２

一
４

一
４

一３

一３

う

３ ７

一
５

一
１

一
４

一
７

一
３

一
６

一
　

一
１

一
２

１

一
３

一
５

一
２

一
３

一
２

一
　

一
３

一
４

3

2

1

1

2

1

2

1

1

1

1

,

l

1

1

1

4

2

‐

一
‐２

一
４

一
１

一
１

一
７

一
１

一
４

一
７

合計 1,750
1

%
1000%

40_4q0 3.7% 37.4% 1.7% 6.2% 9.0% 1.0% 0.6%

833% 167%
100.0%
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◆取組の方向性

子ども・子育てビジョン

(平成22年 1月 29日 閣議決定)

○「食育」の普及促進
【参考指標】
食育に関心を持つている国民の
割合 90%以上

取組を推進している市町村の
害11合  100%

食育の推進について (母子保健 =児童福祉分野)

ヽ
〇
〇
食育基本法

(食育推進基本計画 平成18年
3月 31日食育推進会議決定)

○妊産婦拝L幼児に対する
栄養指導の充実

○保育所等における食育の推進

健やか親子 21

0「食育」の推進

取組を推進している地方公共団
体の割合 100%

○朝食を欠食する子どもの割合

なくす

◆具体的施策

普及啓発等

○自治体における取組
自治体における取組の推進 (次世代育成支援対策交付金 )
妊産婦・手L幼児の栄養指導の実施

O促萱所における取組
「保育所保育指針」の改定 (食育についても明記)(平成20年 )
「保育所における食育計画づくリガイド」の公表(平成19年 )

基盤整備
○ガイドの作成等

・子どもの食に関する支援マニュアル「楽しく食べる子どもに
～食からはじまる健やかガイド」 (平成16年 )
口「保育所における食育に関する指針」(平成16年 )

・「妊産婦のための食生活指針」(平成18年 )

・「授乳・離乳の支援ガイド」(平成19年 )

・「児童福祉施設における食事の提供ガイド」(平成22年 )
○科学的根拠の整理等
・「乳幼児栄養調査」の実施 (平成17年 )

・「日本人の食事摂取基準」(平成21年 )

(妊婦・授乳婦・手L幼児に関する分科会設置)

・「乳幼児身体発育調査」の実施 (平成22年 )

（踏
羊
９



乳幼児身体発育調査の実施

乳幼児身体発育調査

全国的に乳幼児の身体発育の状態を調査し、新たに我が国の乳幼児の身体発育値を
定めて、乳幼児の保健指導の改善に資することを目的として実施

22年度

乳幼児身体発育調査専門委員会

調査の実施に当たり、調査項目、調
査方法、解析方法等について、専門
的な観点から検討

乳幼児身体発育調査

一般調査・病院調査の実施

集計・解析

結果の活用

・身体発育曲線 (身長、体重、
胸囲、頭囲)の作成
・運動・言語機能通過率曲線の

作成
・妊娠中の状況と児の体位等の

検討 等

/母子健康手帳の身体発育曲線
に反映
/乳幼児健診時の基準として活用
/保健指導の現場で活用 等

ヽ
Ｏ
劇



(資料8)

母子保健医療対策等総合支援事業の実施状況

平成 22年度 (国庫補助対象分 )

子どもの心
の診療拠点 察育指導事

業

生涯を通した女性の健康支援事業
特定不妊泊
療費助成事
葉

健やかな
妊娠等サ
ポー ト事
業

妊産婦ケア
センター運
営事業

病院機構推
進事業 健康教育

事業

女性健康
支援セン
ター事葉

不妊専門相

談センター

事業

不妊専P5相 談センター実施機関

1じ 海 O O O E川 医科大学医学部附属病院 O

青  森 O O 0  1弘前大学医学部附属病院 O

岩  手 O O O O  岩手医科大学附属病院 O O

富 城 O 0  東北大学病院 0 O

火 田  県 O  秋田大学医学部附属病院 0

」 形 県 O ○ O O  山形大学医学部附属病院 O

目 島 県 O 1各保健福祉事務所 O

城  県 O O 三の丸庁舎、県南生涯学習センター O

栃 木 県 0 O O O ル`テイとちぎ男女共同参画センター O

祥 馬  県 O 財)群 馬県健康づくり財団 O

奇 玉 県 O O O  I埼玉医科大学総合医療センター O

葉 O O O O  I松戸市保健所、印施保健所、長生保健所、君津保健所 O

O ○ O 0  (社 )日 本家族計画協会 O

神奈 り‖疇 O O O O O  神奈川県茅ヶ崎保健福祉事務所 O

潟 O O 0  新潟大学医歯学総合病院 O

山 O O O O  富山県不妊専門相談センター O

)17 百  川 O O O 6itlRTt+Eilrzrr- O O

福  井 O 冨井県看護協会会館 O

01 ■ 梨 県 O O O 0 迪梨県」A会館 5階 O

長 野 県 O  I看護総合センターながの O

皮 阜 県

浄 岡 県 O

O  岐阜保健所、岐阜県県民ら、れあい会館

0  静岡県総合健康センター

O

O O O O

電 知  県 O O O 0  名古屋大学医学部附属病院 O

二 重  嘱 O O  二重県立看護大学 O O

賀  県 0 0 0 0  1滋賀医科大学附属病院 O

京 都 用 O O 京都府立医科大学附属病院 O

大 阪 廂 O O O
ドーンセンター (大阪府立男女共同参画・青少年セ
ンター) 0 O

兵 庫 県 O O O O 兵庫県立男女共同参画センター O

奈 良 県 O O 0 O 社)奈 良県医師会館内 O 0

和 歌 山 県 O O O  l岩出保健所、田辺保健所、湯浅保健所 ○

鳥 取 県 O O O O  鳥取県立中央病院 O

島 根 婦 O O O  島根県立中央病院 0

03(

03`

岡 山

広  島 0

0  岡山大学病院 O

O  県立広島病院 O

山  ロ 0 O O O  山口県立総合医療センター O O

意 島 県 0 O O O  徳島大学病院 O 0

香 川 県 0 O O O  I香川県立中央病院研修棟 O

艶 媛 県

= 
知 県

O 0 O O

O

菫媛県心と体の健康センター

,保健所
(安芸、中央東、中央西、須崎、幡多)

Ｏ

　

Ｏ OO

日 岡 県 O O O O 保健福祉環境事務所
(宗像 遠賀、嘉穂 職手、北筑後 ) O

賀  県 O O O 賀県中都保健福祉事務所、各保健福祉事務所 O O

崎  県 O O O O O 各保健所 O

〕4(

)″

本 螺

分 県

O O O O 熊本県女性相談センター

大分大学医学部付属病院O

O

O

O

O

宮 崎 O O O °  負言葉T都城、延岡) O

鹿 児 島 垢 O 0  鹿児島大学病院、各保健所 O O

沖 縄 0 O O  沖縄県不妊専 F月 相談センター O O

小  計 10
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子どもの心 生涯を通じた女性の健康支援事業 健やかな

妊娠等サ

ポー ト事
業

妊産婦ケア
センター運
営事業

病院機構椎
進事業

導

葉
寮費助成事
業健康教育

事業

女性健康
支援セン
ター事業

譲増じT翌
1    

不妊専門相談センター実施機関

ざいたま市
F 菫  市

O
O O

Ｏ

Ｏ

さいたま市保健所
千葉市保健所

Ｏ

Ｏ

員 浜 市 o  
還 {ζチ杢

学附属市民総合医療センター、各福祉保
O

Jb」 ll n ● O O

市

市議都
O

0   下東保健センター 京●市子ども保健医,相議 事故防止センター
Ｏ

（

O
広 島 市 O

蜃 岡  市 各区保健福祉セ ンター

O  青森市保健所 (青森市健康増進センター )
Ｏ
＾森  市 O

,7 火 田 市 Ｏ

（

O

竺
凛 n織 市

O

= 
山 市

0
O

コ 崎

O O

O

旧 本 市 0

O
O

脚

131 寵 り| ロ

立  ロ

4\ ti 15 8 9

合  計
10都 府県 〕3都道府県

15〒け

25都 県

8¬け

30都県

9¬庁

b都道府県

10市

47都道府県

59市

14都府県
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費国庫負 事業

(i質米斗9)

未熟児養育医療給付実施状況 (平成 21年度 )
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(子肇米斗10)
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都道府県

周産期死亡率
(出産千対)
平成卜繕市

7/1圧 711tt E卒

(出産十万対)

謂
割年

出 生 半

(人 口千対)
平成21年
γl`,l‖百イ十

予し,こクE111=
(出 生千対)
平成詰繕T

研生ツじ先[や
(出生千対 )
平成鴨繕T

人It妊娠中絶件数及び実施率
(女IL人 口千対)

徽 :‰
l 1ヒ 海 道 7 4 11 9 1 19(

青 森  暉 8 l R , R, 0 8` 1

3

4

音 手 岬 1 2,77 7

歯 姉  颯 2 5, 13〔 1

秋 田 県 41 2〈 01 1.964 7

山 形 県 42 1 1 934 52

7 福 島 県 2. 1 3 4 686 8 Ｋ
一
Ｉ8 茨 城 県 2 0 6 5

栃 木 県 4 86 １

一
2 3,80 9 7

1 鮮 馬 県 ウ R 父 3 7

埼 玉 県 3 2 6,989 4

千  藤  瞑 5 1 4 R
1乏 1 7,17 5

東 京 都 3乏 6.4 1 26.462 6

ldl本 川 県 4 F 8 2 1 13.033 65 1. 31 6

断 濡  県 Of 3 873 A`

菌 1上1 県 23 1 2.J 1.4 1 8{〕 f

石 川 県 8.〔 21

11

19
2.1

４３

一
2,05〔

1 :111

7

福 井  県 2 5 4

山 梨 岬 4 1 7 2 8 1 7 1, 122

ユ :7,

6 11 月 1

長 野 塀 3
1 7

畦 阜  岬 4 ２
一

311

3R

36

:R6

3.025 5 ２
一静 岡  岬 3 8〔 2. 6,057 7:

受 知 岬 4 ７

一

６

９

．
一

Ｒ

11 2 l1 48 7( 1 ,4Я 7

2` 二 重 県 3 16 , 3,794

滋 賀 県 4.{ 2,221 7.芝

京 都  廂 2 1 4.372 7:

力
一
大 阪 痢 3.〔 3 “

一
３８

一
―

２ ‐

一

３ ‐

16,603

7

84 1,62〔

7rl(

71
5(
3〔

２〇

一
１〇

一

・
１７

兵 庫 界 4 10 [ 14 2 65
本  自  瞑 5 1 1 325

FR歌 山 県 2./ 7〔 6〔

鳥 取  際
1 12C 9〔

島 根 県 2(
,,

09( 8

岡 山 県 4 1 ,l 9

広 島 県 4 l
２

一

ｏ

15

,1

5,82

237
98 ９

一
５

６２

一

２５

97
8.2 11

1  円  1農 86

應 島 岬 2 1 29:3 6 1

7g番  ‖1 暉 27 l 1.945

愛 夕妥 岬 Ｈ

一
“

2.791 99
H5 1

蔵  価  旧 R 2 35 7 17 4 1 602 ll〔

福 l■l 県 ,1 2 1 9.2 4 ウ H8 1:37f

性 賀 県 8 1 2. 121・ 122 97

長 崎 県 4 l 8.2 34
, n

4 2,980

R 96■

105
109

28〔

331

8 ０

一

熊 本 県 5

大 分 県 14 27 [ 2,492

, 19R

107 ６

一

〇

9C
77

8

20粛 崎  県 R′ 19,C 5
' 4

lハ O R

鹿 児 島 県 1 11 3 69, 10 9 81
72

11

27沖 縄  県 12 [ 24 ワ 民Q` 279

全 国 4 l.2 223,40〔 7 1

(≠等米斗11)

都道府県別の主な母子保健指標等 (平成21年度 )

1)周産期死亡率、ク1産婦死亡率、出生率、乳児死亡率、新生児死亡率は人口動態統計による
周産期死亡率=

2)人 :こ妊娠中絶件数及び実施率は保健・衛生行政業務報告 (衛生行政lll告例)に よる

数

注
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平成23年度 児童福祉関係主要会議等予定表
月 行事名 日間煙 日 r.l僣 場 PJr PJr管

4

第43回  愛育班員全国大会

児童相談所長研修 (前期)

全国自立援助ホーム長研修会

こいのぼり掲揚式

14

20 ～  22

25 ～ 26

26

1

3

2

1

東京都

子どもの虹情報研修センター

東京都

厚生労働省

母子保健課

総務課

家庭福祉課

育成環境課

Ｅ
Ｕ

児童福祉週間

児童福祉文化賞表彰式

児童福祉文化賞発表会

第7回 日本保育園保健協議会全国研修会

健全育成専門研修会 事業推進講座
児童相談所 ,情緒障害児短期治療施設・医療機関等医師専門研修

児童相談所医師専門研修

全国児童自立支援施設長会議

13

14

15

20

25 ～ 26

26 ～  27

26 ～  27

厚生労働省

東京都

東京都

東京都港区

子どもの虹情報研修センター

子どもの虹情報研修センター

大阪市

育成環境課

育成環境課

育成環境課

保育課

育成環境課

総務課

総務課

家庭福祉課

6

第26回保育を高める全国研修集会

第9回思春期保健相談士学術研究大会

地域膚待対応研修指導者養成研修

保育所乳児保育担当者研修会

第54回全国私立保育園研究大会

保育所長専門講座 I

東日本Bプ ロック児童厚生員等研修会

児童相談所児童福祉司指導者基礎研修

指導監督職員研修

第33回全国母子生活支援施設職員研修会

全国情緒障害児短期治療施設長会議 (1回目)

全国婦人保護施設長等研究協議会

1 ～  3

5

7 ～ 10

14 ～  17

15 ～  17

16 ～  17

21   ～  24

21 ～  24

22 ～  24

29 ～ 7/1

未定

未定

愛知県豊橋市

東京都

子どもの虹情報研修センター

千葉県浦安市

兵庫県神戸市

千葉県千葉市

長野県軽井沢町

子どもの虹情報研修センター

日立保健医療科学院

横浜市

横浜市

京都府

保育課

母子保健課

総務課

保育課

保育課

保育課

育成環境課

総務課

保曹製 家庭福祉順

家庭福祉課

家庭福祉課

家庭福祉課

η
′

全国児童家庭支援センター実務者研修会

児童相談所児童福祉司スーパーバィザー研修

西日本Bプ ロック児童厚生員等研修会

福祉事務所長研修 (児童虐待関連)

第55回全国乳児院研修会

全国児童養護施設新任施設長研修会

第60回北海道・東北プロック保育研究大会

第57回中国プロック保育研究大会

第59回九州保育事業研究大会

先天性代謝異常症等検査技術者研修会

保育21世紀セミナー2011

保育所障害児保育担当者研修会

第52回関東プロック保育研究大会

第53回東海北陸保育研究大会

四国プロック保育研究大会

中国・四国・九州プロック地域組織活動 (母親クラブ)指導者研修会

思春期ピアカウンセラー養成者養成セミナー (前期)

近畿プロック保育研究集会

地域慮待対応合同アドバンス研修

北信越 。東海地区保育所主任保育士 (初任者指導保富士)

思春期保健セミナー コース I

全国児童福祉主管課長・児童相談所長会議

1  ～  3

5 ～  8

5 ～  8

6 ～  8

6 ～  8

6 ～  8

6 ～  8

7 ～  8

7 ～  8

7 ～  8

12 ～  13

12 ～  15

14 ～  15

14 ～  15

14 ～  15

15 ～  16

16 ～ 19

21 ～ 22

26 ～  27

26 ～  29

29 ～  31

未定

資生堂湘南研修所

子どもの虹情報研修センター

鹿児島県霧島市

国立保健医療科学院

大阪市

東京都

宮城県

山口県

熊本県

東京都

千葉県浦安市

千葉県浦安市

千葉県千葉市

二重県

徳島県

山口県山El市

東京都

滋賀県

青森県

岐阜県岐阜市

東京都・大阪府

厚生労働省

家庭福祉課

総務課

育成環境課

総務課

家庭福祉課

家庭福祉課

保育課

保育課

保育課

母子保健課

保育課

保育課

保育課

保育課

保育課

育成環境課

母子保健課

保育課

総務課

保育課

母子保健課

総務課
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平成23年度 児童福祉関係主要会議等予定表
員 行 事 名 開 IE日 日 敬 開 催 場 PJr 所 管

8

教育機関と児童相談所職員の合同研修

全国惰緒障害児短期治療施設職員研修会

大学生・大学院生児童虐待MDT(多 分野横断チーム)研修

第62回全日本少年野球大会

思春期ピアカウンセリング・コーディネーター養成セミナー

公立保育所 トップセミナー

第6回 ファミリーホーム研究全国大会

保育所地域子育て支援担当者研修会

研修「地域母子保健」 (発達障害児の早期発見と支援)

3 5

10 ～ 12

23  ～  24

23 ～ 25

20 ～ 21

26 ～ 27

27 ～ 28

30 ～ 9/2

8月  ～ 9月

子どもの虹情報研修センター

京都府

子どもの虹情報研修センター

京都府

東京都

東京都

東京都

千葉県浦安市

東京都

総務課

家庭福祉課

総務課

家庭福祉謀

母子保健課

保育課

家庭福祉課

保育課

母子保健課

ｎ
υ

放課後子どもブ
'ラ ン指導者研修会

第33回全国青年保育者会議

全国保育士養成セミナー・研究大会

北海道・東北・関東・甲信越プロック地域組織活動 (母親クラブ)指導者研修会

児童相談所児童心理司スーパーバイザー研修

東日本Aプロック児童厚生員等研修会

保育所初任保育所長研修会

全国母子自立支援員研修会・養育費相談支援に関する全国研修会合同研修会

第 12回全国児童家庭支援センター研究協議会

保育所長専門講座Ⅱ

西日本Aブロック児童厚生員等研修会

思春期保健セミナー コースⅡ

情緒障害児短期治療施設指導者研修

全国婦人相談所長及び婦人保護主管係長会議

8

7

7

4

9

9

9

13  ～  16

13  ～  16

13 ～ 16

15  ～  16

15  ～  16

18  -  20

27 ～ 30

23 ～  25

27 ～ 29

未定

秋田県秋田市

長崎県長崎市

富山県富山市

富城県1山台市

子どもの虹情報研修センター

群馬県前橋市

千葉曝浦安市

栃木曝

千葉市

未定

奈良廉奈良市

東京都

子どもの虹情報研修センター

厚生労働省

育成環境課

保育課

保育課

育成環境課

総務課

育成環境課

保育課

家鷹福祉課

家庭福祉課

保育課

育成環境課

母子保健課

総務課

家庭福祉課

10

第57回全国里親大会

里親月間

母子保健強化月間

第5回 子どもの心の診療医研修会

全国母子寡帰福祉研修大会

全国児童自立支援施設職員研修会

第55回全国母子生活支援施設研究大会

公開講座

幼保連携研修会

治療機関・施設専門研修

東日本ブロック中堅児童厚生員等研修会

第61回全国乳児院協議会

全国保育所理事長・所長研修会

第45回全国保育士会研究大会

第3ブ ロック 児童福祉施設給食指導担当者・給食関係者研修会

第11回全国児童館・児童クラブ北海道大会

児童養護施設職員指導者研修

全国自立援助ホーム連絡協議会全国大会

東海・近畿・北陸ブロック地域組織活動 (母親クラブ)指導者研修会

第4プ ロック 児童福祉施設給食指導担当者・給食関係者研修会

全国民生委員児童委員大会

放課後子どもブラン指導者研修会

帰人保lt事業55周年記念厚生労働大臣表影及び全国婦人相談員。心理半1定員研究協議会

家庭相談員指導者中央研修会

1 ～  2

1  ～  31

1 ～  31

2 予定

2 ～  3

4   -   6

6 ～  7

11

‖ ～  13

11 ～ 14

11 ～ 14

13 ～ 14

19 ～ 21

20  -  21

21

22 ～ 23

25   ～   28

26  ～  27

27 ～ 28

28

28 ～ 29

30

未定

未定

2 愛知県名古屋市

東京都

二重県

沖縄県

北海道札幌市

子どもの虹情報研修センター

東京都品川区

子どもの虹情報研修センター

東京都渋谷区

仙台市

茨城県水戸市

鹿児島県鹿児島市

滋賀県

北海道札幌市

子どもの虹情報研修センター

北海道函館市

福井県福井市

愛媛県

島根県

大阪府堺市

厚生労働省・東京都

資生堂湘南研修所

家庭福祉課

家庭福祉課

母子保健課

母子保健課

家庭福祉課

家庭福祉課

家庭福祉課

総務課

保育課

総務課

育成環境課

家壼福祉課

保育課

保育課

母子保健課

育成環境課

総務課

家藤福祉課

育成環境課

母子保健課

育成環境課

育成環境課

家庭福祉課

総務課
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平成23年度 児童福祉関係主要会議等予定表
員 行 彗 名 開 催 曰 開 催 遅 pF 所 管

児童虐待防止推進月間

SIDS(乳 幼児突然死症候群)強化月間

第55回全国保育研究大会

全国児童館長研修会

北海道・東北地区保育所主任保育士 (初任者指導保育士)研修会

第65回全国児童養護施設長研究協議会

平成23年度 健やか親子21全国大会 (母子保健家族計画全国大会)

第2ブ ロック 児童福祉施設給食指導担当者・給食関係者研修会

第17回日本保育園保健学会

西日本プロツク中堅児童厚生員等研修会

児童相談所長研修 (後期)

児童相談所中堅児童福祉司・児童心理司合同研修

第 1プロツク 児童福祉施設給食指導担当者・給食関係者研修会

地域組織活動指導者 (母親クラブ)全国大会

子どもの虐待防止推進全国フォーラム

放課後子どもフラン指導者研修会

関東地区保育所主任保育士 (初任者指導保育士)研修会

全国婦人保護施設等指導員研究協議会

新設全国情緒障害児短期治療施設職員研修会

1  ～ 30

1  ～ 30

2 ～  4

8

8 ～  11

9 ～  11

10 ～  11

11

12 ～  13

15 ～  18

16 ～  18

16 ～  18

17

17 ～ 18

23

27

29 ～ 12/2

未定

未定

神奈川県横浜市

東京都江東区

岩手県花巻市

さいたま市

福井県

神奈川県

岡山県岡山市

福岡県福岡市

子どもの虹情報研修センター

国立保健医療科学院

栃木県

福島県郡山市

岩手県盛岡市

石川県金沢市

東京都品川区

長野県

愛知県

総務課

母子保健課

保育課

育成環境課

保商課

家庭福祉課

母子保健課

母子保健課

保育課

育成環境課

総務謀

総務謀

母子保健課

育成環境課

総務課

育成環境課

保育課

家庭福祉課

家庭福祉課

０
こ

地域虐待対応合同アドバンス研修

全国児童厚生員指導者養成研修会

保育所事故予防研修会(1)

児童福祉施設指導者合同研修

保育所事故予防研修会②

思春期ビアカウンセラー養成者養成セミナー (後期)

放課後子どもフラン指導者研修会

平成23年度乳児保育セミナー

婦人相談所等指導的職員研修

6 ～  7

6 ～  9

7 ～  9

14  ～  16

14  ～  16

17 ～  18

18

未定

未定

大分県

千葉県船橋市

東京都品川区

子どもの虹情報研修センター

東京都品川区

東京都

山口県下関市

東京都

日立保健医療科学院

総務課

育成環境課

保育課

総務課

保育課

母子保健課

育成環境課

家庭福祉課

家庭福祉課

1

思春期保健セミナー コースⅢ

近畿・中国・四国地区保育所主任保育士 (初任者指導保育士)研修会

児童相談所・児童福祉施設職員合同研修

保育所長専門講座Ⅲ

放課後子どもフラン指導者研修会

児童相談所中堅児童福祉司・児童心理司合同研修

第37回保育総合研修会

九州地区保育所主任保育士 (初任者指導保育士)研修会

全国児童養護施設中堅職員研修会

7 ～  9

17 ～  20

18 ～  20

18 ～  20

22

24 ～  27

25 ～  27

31 ～ 2/3

未定

千葉県成田市

大阪府大阪市

子どもの虹情報研修センター

東京都港区

未定

子どもの虹情報研修センター

兵庫県神戸市

大分県大分市

東京都

母子保健課

保育課

総務課

保育課

育成環境課

総務課

保育課

保南課

家庭福祉課

2

FJI修「地域母子保位」 (子どもの食育・生活習慣病の予防「早し幼児からの儀康づくり」)

乳児院職員指導者研修

第 31回青年会議全国大会

IJI修「地域母子保腱」 (保 lt師の役11と リーダーシップ「地域母子保腱と保位師活動」)

児童福祉施設心理担当職員合同研修

保育所中堅保育所長研修会

全国情緒障害児短期治療施設長会議 (2 EQIl目 )

第38回全国保育士研修会

1  ～  3

7 ～ 10

16 ～ 17

16 ～ 17

22 ～ 24

22 ～ 24

未定

未定

`東京都

子どもの虹情報研修センター

京都府京都市

東京都

子どもの虹情報研修センター

東京都品川区

愛知県

未定

母子保健課

総務課

保育課

母子保健課

総務課

保育課

家庭福祉課

保育課

3 地域膚待対応合同アドバンス研修

テーマ911研修 (ネグレクト)

6 ～  7

14 ～  16

兵庫県

子どもの虹情報研修センター

総務課

総務課
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説明事項にかかる照会先担当窓口等 一覧表
説明事項 担当課室長 照会先担当窓口

[平成23年度
予算案の概要]

田河 総 務 課 長 書記室 予算係 土佐
TEL  03-5253-1111(内 7806)
FAX    03-3595-2646
E―lnail tosa― akiomhlw.g。 .jp

[総務課 ]
1.子 ども・子育て
て支援の推進に
ついて

策
長
固
室
召
画
少
企
田黒 少子化対策企画室 計画係 回松

TEL  03-5253-1111(内 7793)
FAX    03-3595-2313
E―lnail kunimatsu― kouheiOmhlW go.jp

2.児 童虐待防止
対策について

止
長

防
室
待
策
虐
対

上杉 虐待防止対策室 調整係 横江
TEL  03-5253-1111(内 7799)
FAX    03-3595-2668
E―lnail yokoe― tomohiroOmhlw.go jp

3.児童福祉施設等
の整備及び運営
について

祉
官動査

児

調

上杉 総務課 調整係 村本
TEL    03-5253-1111(F特 7830)
FAX    03-3595-2668
E¬mail muramoto― toshinari@mhlw.go.jp

4 児童福祉行政に
対する指導監督
の徹底について

祉
官封査

児

調

上杉 総務課 調整係 村本
TEL  03-5253-1111(内 7830)
FAX    03-3595-2668
E―lnail muramoto― toshinariOmhlw.go.jp

[職業家庭両立課]
O仕 事 と家 庭の
両立支援対策
の推進について

庭
長
家
課
業
立
職
両

崎塚 職業家庭両立課 企画係 中井
TEL  03-5253-1111(内 7852)
FAX    03-3502-6763
E―Inall nakal― lnayukoい hlw.go.jp

[家庭福祉課]
1.社会的養護体制
の拡充について

高橋 家庭福祉課長 家庭福祉課 指導係 末武
TEL  03-5253-1111(内 7889)
FAX    03-3595-2663
E―lnall suetako―toshinarlい hlW.go.jp

2.児童養護施設等
の整備について

高橋 家庭福祉課長 家庭福祉課  予算係 川岸
TEL    03-5253-1111(,勺 7887)
FAX    03-3595-2663
E―lnall kawagishi― naoki mhlW.gO.jp

等
策
庭
対稼］拿

母
自
に

３ 竹林 母 子家庭 等
自立支援室長

母子家庭等自立支援室 母子就業支援係 武居
TEL  03-5253-1111(内 7959)
FAX    03-3595-2663
E―lnall takei― takahiro@mhlw.go.」 p

4 配偶者からの暴
力 (ド メスティック・ハ

゛

イオレンス)対策等に
ついて

竹林 母 子家庭 等
自立支援室長

母子家庭等自立支援室 女性保護係 小島
TEL  03-5253-1111(内 7892)
FAX    03-3595-2663
E―mail ko」 lma―yujl@mhlw.go.jp
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説明事項 担当課室長 照会先担当窓口

[育成環境課]
1.平 成 23年 度
子 ども手 当に
ついて

当
長
手
室
もど
理
子
管

召鹿 育成環境課 子ども手当管理室 指導係 伊藤
TEL  03-5253-1111(内 7915)
FAX    03-3595-2519
E―mail ltou―takeyasuOmhlw.go.jp

2.放課後児童対策
について

真野 育成環境課長 育成環境課 健全育成係 堀内
TEL  03-5253-1111(内 7909)
FAX    03-3595-2672
E―lnall horiuchi― toshikazumhlw.go jp

3.児童厚生施設等
の設置運営につ
いて

真野 育成環境課長 育成環境課 予算係 笹田
TEL  03-5253-1111(内 7907)
FAX    03-3595-2672
E.mail sasada― noriakiOmhiw.go.jp

4.児童委員及び主
任児童委員につ
いて

真野 育成環境課長 育成環境課 児童環境づくり専門官 斎藤
TEL  03-5253-1111(内 7905)
FAX    03-3595-2672
E―lnall saitou―harumi@mhlw go.jp

5 母親クラブ等の
地域組織活動等
について

真野 育成環境課長 育成環境課 児童環境づくり専門官 斎藤
TEL  03-5253-1111(内 7905)
FAX    03-3595-2672
E―lnall saitou―harumi@mhlw.go jp

6 児童福祉週間に
ついて

真野 育成環境課長 育成環境課 児童環境づくり専門官 斎藤
TEL  03-5253-1111(内 7905)
FAX    03-3595-2672
E―lnail saitou―harumi@mhlw.go.jp

7.児童福社文化財
の普及について

真野 育成環境課長 育成環境課 児童環境づくり専門官 斎藤
TEL  03-5253-1111(内 7905)
FAX    03-3595-2672
E一mall saitou― harumiOmhlW.go.jp

8.(財 )こ ども未
来財団の事業に
ついて

真野 育成環境課長 育成環境課 健全育成係 堀内
TEL  03-5253-1111(内 7909)
FAX    03-3595-2672
E―mail horiuchi― toshikazu@mhlw.go.jp
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説明事項 担当課室長 照会先担当窓口

[保育課 ]
1.待 機児童解 消
「先取 り」プロ
ジェクトについて

今里 保 育 課 長 保育課 予算係 百瀬
TEL  03-5253-1111(内 7927)
FAX    03-3595-2674
E―mall momose― satoru@mhlw.go jp

2.多様な保育サー
ビス等の推進に
ついて

今里 保 育 課 長 保育課 保育係 小泉
TEL  03-5253-1111(内 7947)
FAX    03-3595-2674
E―mall koizumi一 kazuhidemhlw.gO jp

3.幼 保 一 体 化 に
ついて

今里 保 育 課 長 保育課 企画調整係 田上
TEL  03-5253-1111(内 7920)
FAX    03-3595-2674
E―lnail tagami―yoshiyukiChhlw go jp

4.地域主権改革及
び構造改革特区
について

今里 保 育 課 長 保育課 企画調整係 田上
TEL  03-5253-1111(内 7920)
FAX    03-3595-2674
E―lna ll tagalni― yoshlyukiChhlw go jp

5 保育所等におけ
る安全管理及び
事故防止につい

て

今里 保 育 課 長 保育課 保育係 小泉
TEL  03-5253-1111(内 7947)
FAX    03-3595-2674
E―mail koizumi― kazuhideOmhlw go.jp

6.保育所における
アレルギー対応
ガイドラインに
ついて

今里 保 育 課 長 保育課 企画調整係 田上
TEL  03-5253-1111(内 7920)
FAX    03-3595-2674
E―llla ll tagami― yoshlyukiChhlw.go jp

7.認可外保育施設
に対する指導監
督について

今里 保 育 課 長 保育課 企画調整係 田上
TEL  03-5253-1111(内 7920)
FAX    03-3595-2674
E―lnall tagami―yoshiyukiOmhlw.go jp
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説明事項 担当課室長 照会先担当窓口

[母子保健課]
1.妊婦健康診査等
について

泉 母子保健課長 母子保健課 母子保健係 和田
TEL  03-5253-1111(内 7938)
FAX    03-3595-2680
E―lnail wada― saori mhlW.gO.jp

2.HTLV-1
母子感染に対す
る対応について

泉 母子保健課長 母子保健課 母子保健係 和田
TEL  03-5253-1111(内 7938)
FAX    03-3595-2680
E―llna l l wada―saor iOlnh lw.go.jp

3.不妊に悩む方ヘ
の特定治療支援
事業について

泉 母子保健課長 母子保健課 母子保健係 和田
TEL  03-5253-1111(内 7938)
FAX    03-3595-2680
E―lnall wada― saorlChhlw.go.jp

の
卜
に

心

ツ
業

枷
縣

・ ク 事

肛

子
診

ワ

つ

４ 泉 母子保健課 長 母子保健課 主査 小林
TEL  03-5253-1111(内 7989)
FAX    03-3595-2680
E―lnall kobayashi― saoriksmhlw.gO.jp

5 妊娠期から育児
期 に係 る支 援
体制の充実に
ついて

泉 母子保健課長 母子保健課 母子保健係 和田
TEL  03-5253-1111(内 7938)
FAX    03-3595-2680
E」mall wada―sacriOmhlw.go.jp

6.妊産婦ケアセン
ター運営事業の
廃上について

泉 母子保健課 長 母子保健課 予算係 鈴木
TEL  03-5253-1111(内 7986)
FAX    03-3595-2680
E―lnail suzuki―toshihiromhlw.gO.jp

7「 健 や か 親 子
21」 について

泉 母子保健課 長 母子保健課 母子保健指導専門官 山口
TEL  03-5253-1111(内 7940)
FAX    03-3595-2680
E―lnail yamaguchi― lllichikomhlw.g。 .jp

8 児童福祉施設に
お ける食事 の
提供等について

泉 母子保健課 長 母子保健課 栄養専門官 清野
TEL  03-5253-1111(内 7934)
FAX    03-3595-2680
E―lnail seino― fukuemhlw.gO.jp

9.乳幼児身体発育
調査について

泉 母子保健課 長 母子保健課 栄養専門官 清野
TEL    03-5253-1111(Pヽ 7934)
FAX    03-3595-2680
E―lnall seino― fukue@mhlw.go.jp

10.基礎白治体への
権 限 移 譲 に
ついて

泉 母子保健課 長 母子保健課 企画調整係 肥沼
TEL  03-5253-1111(内 7941)
FAX    03-3595-2680
E―lnail koinuma― yukamhlw.gO.jp

11.タ ンデムマス
法による新生児
マススクリーニ
ングについて

泉 母子保健課長 母子保健課 母子保健係 和国
TEL  03-5253-1111(内 7938)
FAX    03-3595-2680
E―lnall wada― saorimhlW.gO.jp
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